
地域保健福祉を推進する施策第３章

第１節　地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の充実

包括的相談支援体制の充実１

現 状

「地域共生社会※」は、制度や分野の枠、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を

超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いなが

ら暮らしていくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域をともに創っていく社会のこと

です。

少子高齢化や核家族化の進行、地域のつながりの希薄化など、地域社会を取り巻く環境の

変化等により個人や世帯が抱える課題は、多様化・複雑化しています。介護と育児を同時

に行う「ダブルケア」や８０代の高齢の親と５０代の子が困窮し社会から孤立してしまう

「８０５０問題※」、公的な支援制度の受給要件を満たさない「制度の狭間」の問題など、多様化・

複雑化する福祉ニーズに対応するために、分野を超えた包括的な相談支援体制が一層求めら

れています。

区は、平成３１年４月、包括的な相談支援の中核を担う組織として福祉総合課を新設し、「福

祉の総合相談窓口」（愛称：福祉のコンシェルジュ）を開設しました。高齢者、障害者、子ども、

生活困窮者※、ひきこもり※状態にある人などが抱える、分野を超えた多様な課題の解決に向

け、保健福祉に関する相談支援を行う「ふくしの相談係」と生活困窮に関する自立支援相談

機関の役割を担う「くらしの相談係」が、相談者に寄り添い、関係機関と連携しながら支援

を行っています。

令和２年６月、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」の公

布により社会福祉法が改正されたことに伴い、国は、市町村において地域住民の抱える課題

の解決のための包括的な支援体制の整備を行う重層的支援体制整備事業※を創設し、令和３

年４月から施行することとしました。

新型コロナウイルス感染拡大によって、多くの人が感染の不安だけでなく、経済的な不安、

外出できないストレス等を抱えるようになりました。感染防止の観点から積極的なアウト

リーチ※支援が行いづらい状況や、円滑な福祉サービスの提供や地域資源の活用が困難とな

る状況も生じました。

課 題

高齢、障害、子ども、生活困窮など福祉の各分野の相談支援機関の機能を維持しながら、

分野横断的に連携・協働する包括的相談支援体制を充実させていくことが必要です。

複合的な課題を抱えた人や、どこに相談に行ったらよいか分からない人など、支援を必要

とする人が少しでも早く相談につながるよう、分野を超えた相談支援の中核組織である「福

祉の総合相談窓口」（愛称：福祉のコンシェルジュ）を広く周知し、アウトリーチ※支援や電

子媒体などを活用しながら相談の入り口を広げていく必要があります。

また、傾聴だけでなく、相談者の困りごとをしっかりと受け止め、相談者自身が問題を解
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決できる力を引き出せる伴走型支援を行うことが必要です。そのためには従事する職員が、

自らの専門分野に偏ることなく、分野横断的な知識やアセスメント力、調整力を身に付けて

ソーシャルワーク機能を向上させていく必要があります。

区内５か所の地域包括支援センター※は、「住民に身近な保健福祉の総合相談窓口」として、

高齢者だけでなく、障害者、子ども、生活困窮者※、世帯が抱える複合課題を丸ごと受け止め、

福祉の総合相談窓口（福祉のコンシェルジュ）をはじめ、各分野の相談支援機関と緊密に連

携し、適切な支援につなぐ入り口としての総合相談支援を充実させていく必要があります。

社会福祉法改正により、市町村の包括的支援体制構築の支援として創設された重層的支援

体制整備事業※は、地域住民が抱える複雑化・複合化する課題を、属性や世代を問わない包

括的支援体制により受け止める仕組みであり、①断らない相談支援、②参加支援（つながり

や参加の支援）、③地域づくりに向けた支援の３つを一体的に行うものです。

目黒区においても、包括的相談支援体制の充実とともに、地域の支え合いを含めた地域づ

くりを一体的に進めて、重層的支援体制を整備していく必要があります。地域社会からの孤

立を防ぐとともに、地域における多世代の交流や多様な活躍の機会と役割を生み出すための

支援が求められています。

新型コロナウイルス感染拡大により地域の支え合い活動が制限され、地域のつながりが弱

まることが懸念されています。地域の中から支援を必要としている人を見つけ、適切な支援

につなぐとともに、地域のネットワークを構築し、地域の福祉力の向上を図る「コミュニティ・

ソーシャルワーカー（CSW）※」を配置していくことが必要です。

施策の体系 １ 包括的相談支援体制の充実

（１）多様なニーズに対応する包括的相談支援体制の整備

（２）身近な地域における包括的相談支援体制の充実

（３）コミュニティソーシャルワーク機能の強化による地域づくり

の推進

施 策

（１）多様なニーズに対応する包括的相談支援体制の整備

「福祉の総合相談窓口」（愛称：福祉のコンシェルジュ）では、分野を超えた多様な課題解

決に向け、関係機関と連携しながら支援に取り組んできました。引き続き、地域資源を活用

し、各相談支援機関と連携を図りながら、福祉全般の相談を丸ごと受け止め、相談者に寄り

添った相談支援を行っていきます。

また、支援を必要とする人が少しでも早く相談窓口につながるような周知活動やアウト

リーチ※等を通じた継続的な支援活動を推進するとともに、個別ケースへの対応や適切な行

政権限の行使など、従事する職員の資質の向上を図ります。
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＜計画事業＞

①福祉の総合相談支援の充実【重点】（福祉総合課）

住民の多様で複雑な支援ニーズに応えるため設置された「福祉の総合相談窓口」（愛称：

福祉のコンシェルジュ）では、介護、障害、子ども、生活困窮等に係る相談を「断らない相

談支援」として一体的に実施しています。相談支援の総合調整を担う中核組織として更なる

庁内連携を図り、包括的相談支援体制を充実させていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・福祉の総合相談窓口（福祉のコ

ンシェルジュ）を中心に分野横

断的な相談支援を実施

・新型コロナウイルス感染症の影

響による相談・支援件数の増

・相談支援の充実

・各相談支援機関の連携強化

・生活困窮及びふくしの相談庁

内連携会議及び実務者会議の

実施

継続

②ソーシャルワーク機能の向上【重点】（健康福祉部各課・健康推進部各課・子育て支援部各課）

地域包括支援センター※をはじめ障害や子育て、生活困窮などの相談支援機関及び区の関

係機関の職員が、制度横断的な知識やアセスメント力、調整力等を身に付け、ソーシャルワー

ク機能を向上できるように職員研修を体系的に実施します。また、専門的な知識・技術の習

得だけでなく高い倫理観を保持できるよう職員を育成します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

健康福祉部人材育成プログラム「飛

躍」に基づき、ソーシャルワーク

機能向上等をテーマに研修を実施

健康福祉部人材育成プログラム

「飛躍」に基づく体系的な研修の

実施

継続

（２）身近な地域における包括的相談支援体制の充実

区内５か所の地域包括支援センター※は、高齢、障害、子ども、生活困窮、在宅療養など、

身近な保健福祉の総合相談窓口として、区民の相談を受け止め、関係機関と連携しながら相

談支援に取り組んできました。

より区民が相談しやすく、身近な存在として地域の保健福祉の相談の核となるよう、専門

性の高い人材を確保していきます。また、適切な支援が迅速に行われるよう、出張相談の充

実等、身近な場所で相談できる機会の確保や、関係機関と連携した積極的なアウトリーチ※

活動に取り組んでいきます。

さらに、各地域包括支援センターの個別ケースの検討にとどまらず、サービスの充実につ

ながる地域課題の抽出を目的とした地域ケア会議を開催し、福祉・医療等の専門職で区全体

の共通課題について検討していきます。
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＜計画事業＞

①地域包括支援センターにおける相談支援体制の充実【重点】（福祉総合課）

在宅介護や在宅療養を支える家族や、仕事と介護の両立に不安や悩みを抱える就業者に対

する相談支援の充実・強化に取り組むとともに、身近な地域で相談できるよう地域包括支援

センター※の窓口の充実を図ります。また、住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す

るため、専門性の高い人材の確保と育成に努めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・開設時間延長実施（月曜～金曜日 

：午後７時まで延長）

・出張相談実施（各地区月１回～

２回）

・日曜日の開設についての検討・

実施

・出張相談の場所、回数の拡充

・地域包括支援センター支所等

設置についての検討、順次開

設

・配置職種等についての検討・

拡充

検証・検討を踏ま

えた試行・改善等

②地域ケア会議の推進【継続】（福祉総合課）

要介護になっても地域で暮らし続けられる地域づくりのために、地域ケア会議では、支援

が困難な事例の検討を行い、検討事例を通して地域の課題を抽出しています。抽出された地

域課題を関係者で共有し、地域づくりや政策に反映するよう取り組んでいきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

地域ケア会議（地域ケア個別会議・

地域ケア推進会議）の開催

・地域ケア個別会議において個

別支援の事例検討、地域課題

の抽出・共有

・地域ケア推進会議において地

域課題解決のための検討

継続

（３）コミュニティソーシャルワーク機能の強化による地域づくりの推進

近年、家族・職場・地域におけるつながりが希薄化し、社会的孤立やひきこもり、制度の

狭間の問題等、複雑化・多様化する課題を抱えて、支援を必要する人が増えています。さら

に、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、地域の見守り活動や既存の居場所へ

の参加が困難となるなど、一層、社会的なつながりが弱まり、個人や世帯が抱える課題の潜

在化や、孤立やひきこもり等の課題が深刻化しています。

こうした支援を必要とする人々を地域の中から見つけ、その人を取り巻く生活環境に着目

しながら、住民と連携して課題の解決に取り組む「コミュニティ・ソーシャルワーカー（CSW）※」

を配置します。地域包括支援センターや各相談支援機関等と連携し、制度の狭間や複数の生

活課題を抱えるなど、既存の福祉サービスだけでは対応困難な事案の解決に取り組みます。

きめ細かいアウトリーチ※型の個別支援を通して、地域の課題を把握し、地域資源の開発や

地域ニーズに応じた支え合いのしくみをつくり、誰ひとり取り残さない地域づくりを推進し

ます。
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＜計画事業＞

①コミュニティ・ソーシャルワーカー（CSW）による地域づくりの推進【新規・重点】（健

康福祉計画課）

社会福祉協議会にコミュニティ・ソーシャルワーカー（CSW）※を配置し、積極的に本人

のもとに出向き（アウトリーチ※）、情報を提供しながら必要な相談支援を提供し、個別の生

活に寄り添った伴走型の支援を行います。地域の様々な困りごとに対して、関係機関・団体

や行政と連携して総合的な相談支援（個別支援）を行い、地域活動への支援や新たなサービ

スを開発するほか、生活支援コーディネーター※とともに公的制度との関係を調整するなど

の役割を担います。コミュニティ・ソーシャルワーカー（CSW）の活動等について地域へ

情報発信していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 ・地区ごとに順次配置

・社会福祉協議会と連携したコ

ミュニティソーシャルワーク

の推進

・地域への情報発信

活動の充実

▼包括的支援体制のイメージ

１包括的相談支援体制 高齢者、障害者、子ども、生活困窮者※など福祉の各分野を超え

た様々な課題に対応するために、対象別に分かれている各相談

支援機関の機能を維持しながら、分野横断的に連携・協働する

包括的な相談支援体制を構築していきます。

２地域の支え合い 福祉の地域づくりへの支援・調整の取組を進め、包括的相談支

援体制との連携を図ります。

福祉の
コンシェルジュ
（福祉総合課）

連携・協働

▼包括的相談支援体制

区の中核組織

目黒区保健医療福祉計画
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▼国の重層的支援体制整備事業※のイメージ 

Ⅰ 相談支援（市町村による断らない相談支援体制）

相談支援機関Ｂ

多機関協働の中核の機能
地域住民

アウトリーチによる
支援など継続的な
伴走支援の機能

相談支援関係者へ
連携・つなぎ 多分野協働の

プラットフォーム

地域づくりをコーディ
ネートする機能

多文化
共生

若年者
支援

農業

環境

教育 地方創生

日常の暮らしの中での支え合い

コミュニティ
（サークル活動等）

居場所をはじめとする多様な
場づくり

場や居場所の機能

まちづくり

観光

保健・医療

消費者相談

相談支援機関Ａ

相談支援機関Ｃ

Ⅱ 参加支援（つながりや参加の支援）

Ⅲ 地域づくりに向けた支援
新

新

事業全体

調整

調整

就労支援

居場所

狭間のニーズにも対応する参加支援を強化

居住支援

新
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地域の支え合いの推進２

現 状

今後高齢・単身化が一層進むことが予測される中、人々の暮らしや地域の在り方は複雑化・

多様化しています。血縁・地縁といった共同体機能の弱まりに伴い、地域内に身近な生活課

題への支援を必要とする人が増えることが見込まれています。

令和元年度、要介護認定を受けていない６５歳以上を対象に実施した「介護予防・日常

生活圏域ニーズ調査」において、ふだんの近隣との交流について尋ねたところ、「家を行き

来するなど、親しいつきあいがある」との回答は１２. ９％、「家を行き来することはない

が、立ち話などはする」は４３. ０％であり、半数以上の方が、ふだんから近隣の人と会話

をしていることがうかがわれる一方で、「顔を合わせたときにあいさつ（会釈）をする」が

３２. ２％、「つきあいはほとんどない」との回答が７. ７％ありました（調査結果は 231 ペー

ジ）。

区では、中高年を対象とした地域活動のきっかけづくりや高齢者が生活支援の担い手とし

て活躍する「めぐろシニアいきいきポイント事業」を実施しているほか、対象者を限定せず

地域を緩やかに見守る仕組み「見守りネットワーク」等を活用し、地域における支え合い活

動を推進しています。

また、地域においては、民生委員・児童委員※が、区民と行政、関係機関とのパイプ役と

して支援や保護につなげる活動を行っているほか、社会福祉協議会では、福祉活動に関心を

持つ区民と活動団体を結びつけるなどの取組を行っています。

課 題

これまで、つながりや支え合いをつくる取組は、居場所づくりや見守り支援のように、人

と人が集まって同じ時間を過ごす形態をとることが一般的でした。しかし、今般の新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大により、感染防止のために、３つの密を避けることや外出の自

粛が求められるようになり、これらと両立する新しいつながりのあり方が求められるように

なりました。新型コロナウイルス感染症の社会・経済活動に与える影響の長期化に伴い、生

活の様々な場面で困難や不安に直面する人が増加し、つながりや支え合いの必要性は今まで

以上に高まっています。

地域における支え合いをさらに推進していくためには、活動への関心を高め、担い手を確

保していくことが必要です。また、民生委員・児童委員※の地域福祉活動や、社会福祉協議

会と連携したボランティア・ＮＰＯ団体等による福祉活動、社会福祉法人や企業による地域

貢献活動がさらに広がるよう支援していく必要があります。

地域活動に対して関心を持っていても、きっかけ等がなく活動を始めていない人たちに対

し、実際の活動へと促す工夫が不可欠です。組織に属さない高齢者や若年層にも積極的に働

きかけていく必要があります。

地域活動に関心を持つ区民と活動団体などの橋渡しは、社会福祉協議会の「ボランティア・

区民活動センター」等が取り組んでいますが、講習会等の参加者を実践に結びつけるための

ネットワークづくりなど、取組をさらに充実させていく必要があります。

また、支え合い活動の推進においては、地域活動の拠点づくりや、地域の支え合い活動の

中核を担う人材の確保と育成が必要です。地域住民が、地域の生活課題を把握し、解決に向

けて活動を起こせるよう環境を整えていく必要があります。

目黒区保健医療福祉計画
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施策の体系 ２ 地域の支え合いの推進

（１）支え合いの仕組みづくり

（２）地域福祉の担い手の育成・支援

（３）活動の充実に向けた環境づくり

施 策

（１）支え合いの仕組みづくり

平成２７年、介護保険制度の改正により創設された介護予防・日常生活支援総合事業と生

活支援体制整備事業は、地域住民やボランティア等、多様な担い手による多様な生活支援サー

ビスの創出を目指しています。

区内５地区に配置した生活支援コーディネーター※は、引き続き具体的なサービスの創出

に向けて地域資源の把握と関係づくりを行います。また、地域の活動団体等の情報共有、連

携の場である協議体（日常生活圏域単位の第２層協議体）では、地域課題を共有し、生活支

援サービスの創出を進めます。

また、見守りネットワークの充実を目指して、見守りサポーターを養成していくほか、町

会・自治会や住区住民会議、民生委員・児童委員※等との連携を強化していきます。

＜計画事業＞

①生活支援体制整備事業の推進【重点】（介護保険課・健康福祉計画課）

地域の活動団体等の情報共有・連携の場として日常生活圏域単位で設置された第２層協議

体において、地区ごとに多様な支え合い活動団体のネットワークを構築し、区全域を対象と

した第１層協議体の発足につなげ、生活支援サービスの創出を行っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

全地区に第２層協議体を設置 ・生活支援コーディネー

ター※による協議体の活

動の支援

・第２層協議体による地

域課題の共有及び生活

支援サービスの創出

・区全域を対象とした第

１層協議体の設置

・継続

・第１層協議体による全

区課題の情報共有
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②地域における見守り活動の推進【重点・数値】（福祉総合課）

見守りネットワーク（見守りめぐねっと）における関係機関との連携強化を図るとともに、

ボランティアによる高齢者見守り訪問事業、見守りサポーター養成の３つの見守り事業を実

施し、地域における高齢者等の見守りを推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・見守りネットワーク（見守りめ

ぐねっと）の推進

・高齢者見守り訪問事業の実施

・見守りサポーター養成（新型コ

ロナウイルス感染症の影響によ

り実施回数の減）

・見守りサポーター養成講座の

受講者を各年度７０人

・高齢者見守り訓練事業の検討・

実施

継続

（２）地域福祉の担い手の育成・支援

中高年層に向けて、地域活動のきっかけとなる機会の提供等を行う地域デビュー事業の充

実を図ります。また、今まで培った知識や経験を生かして、介護や支援を必要とする方の生

活支援等の担い手として活躍することにより、健康増進や介護予防、生きがいづくりにつな

げることができる「めぐろシニアいきいきポイント事業」について、さらに活動の場が広が

るよう取り組んでいきます。

＜計画事業＞

①めぐろシニアいきいきポイント事業の推進【重点】（高齢福祉課）

区内在住の高齢者が「いきいきサポーター」として登録し、介護支援など社会貢献活動を

行うことにより、区内共通商品券と交換できるポイントを取得する事業で、自身の生きがい

づくり、健康増進及び介護予防を図るとともに、高齢者の社会参加の促進を目的として実施

します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・活動場所：１３か所

・活動内容：４事業

・いきいきサポーター養成

・活動場所の充実、活動内容拡

充の検討

・継続

継続

②地域デビューの支援【継続】（高齢福祉課）

団塊世代を中心とした中高年の人の地域活動のきっかけとなる機会の提供とともに、地域

の中で役割を持っていきいきと生活できるよう活動を支援します。また、高齢者の豊かな知

識・技術・経験を活かし、自主的かつ継続的に活動できるよう人材を発掘・育成します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

地域デビュー講座（新型コロナウ

イルス感染症の影響で中止）

・継続

・高齢者によるボランティア団

体の立ち上げ支援

継続

目黒区保健医療福祉計画
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（３）活動の充実に向けた環境づくり

他人が抱える生活上の課題は、いつか私にも起こるかもしれない「我が事」であると言え

ます。地域を身近に感じることで、地域のつながりが生まれ、外からは把握できない問題を

早期に発見する糸口が見つかります。地域住民が地域の生活課題を洗い出して共有し、解決

に向けて共に考え、活動していくことができるよう環境を整備していきます。

地域活動の拠点づくりや地域の支え合い活動の中核を担う人材の確保と育成を担う社会福

祉協議会の「めぐろボランティア・区民活動センター」の運営を支援します。

＜計画事業＞

①民生委員・児童委員の地域福祉活動の推進【継続】（健康福祉計画課）

地域で生活上の問題、高齢福祉、児童福祉などあらゆる分野の相談に応じ、助言や調査な

どを行っている民生委員・児童委員※の福祉活動を支援し、地域づくりを推進していきます。

さらに、民生委員・児童委員が組織する民生児童委員協議会などを定期的に開催し、行政等

関係機関との連携強化を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・民生委員・児童委員による相談・

助言・調査活動への支援

・協議会の定期開催

・行政等関係機関との協議

継続 継続

②団体・NPO 等の地域活動の推進【継続】（健康福祉計画課・関係各課）

地域住民が、お互いにつながり、地域の福祉を充実させるために、地域のネットワーク化

を図るとともに、地域住民が主体となった新たな支え合いの仕組みづくりを社会福祉協議会

と連携しながら推進していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・地域福祉活動の普及

・住民主体のミニデイサービス、

ふれあいサロン等の活動の推進

継続 継続

③めぐろボランティア・区民活動センターへの支援【継続】（健康福祉計画課）

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、区民の支え合いが必要です。様々

な地域活動やボランティア、ＮＰＯ等の活動の充実に向けて、社会福祉協議会の「めぐろボ

ランティア・区民活動センター」の運営を支援します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

ボランティア・区民活動に関する

相談・活動紹介、講座・研修会の

開催、学校や地域での福祉体験講

座の実施、活動支援

継続 継続
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福祉教育の推進３

現 状

福祉教育※は、憲法第１３条（幸福追求権）、第２５条（生存権の保障）に規定された基本

的人権を前提としています。

SDGs※（持続可能な開発目標）は、２０１５年の国連サミットで採択され、世界中の国

が協力し、２０３０年までに達成すべき国際的な目標です。前文で「誰一人取り残さないこ

とを誓う」とうたっており、SDGs の核には人権があります。日本でも地方自治体や企業、

非営利団体、教育機関など様々な組織が SDGs 達成に向けて取組を行っています。

平成２８年に発生した相模原市の障害者支援施設における事件を受け、共生社会の実現と

そのための国民の理解促進の重要性があらためて認識されています。また、平成３０年１０

月、「東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」の施行により、障害者

差別解消法では努力義務とされている民間事業者による合理的配慮※の提供が都内では義務

化されました。

区では、民生委員・児童委員※の活動をはじめ、地域における見守り活動、生活支援体制

整備事業の協議体、認知症サポーター※活動等、多くの地域福祉活動を通して相互理解が深

められています。旧第六中学校跡地や第四中学校跡地等では、高齢者、障害者、子どものた

めの福祉施設整備が合築や隣接という形で進みました。地域住民とともに、高齢者や障害者

が主体的に活躍できる交流の場づくりを通して、心のバリアフリー※が進んでいます。

区内の小中学校においては、高齢者施設・障害者施設でのふれあい活動、車いす体験、ア

イマスク体験のほか、福祉目的の募金活動等が実施されています。また、幼い頃からのイン

クルーシブ教育が重要なことから、小学生を対象とした啓発冊子を作成し、福祉体験学習ガ

イドブックとして活用しています。

地域においては、多様な人々が交流し、相互理解を深めるための取組が進んできましたが、

新型コロナウイルス感染拡大においては、各種行事や福祉施設のまつり等が中止となったほ

か、感染者等に対する誤解や偏見、差別の事例などが生じました。

課 題

福祉教育※は、福祉を取り巻く課題を学習し、また、その学習を通して制度や活動への関心、

理解を深め、誰もが共に生きていく力や課題を解決する実践力等を身に付けるために行われ

る活動です。地域における社会的排除・社会的孤立を解消し、地域福祉を推進していくため

には、この福祉教育が不可欠です。

障害者に対する不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮※の提供等について定めた障害者

差別解消法の施行等により、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重し合うことのできる共生社会の実現に向けた取組は、徐々に進んできました。引き

続き共生社会の理念を広めていく必要があります。

また、障害の有無だけでなく、年齢や性別、文化や言語等、様々な違いを認め合い支え合

うという意識を、幼い頃から家庭や地域における普段の暮らしの中で育んでいく必要があり

ます。福祉教育の実践では、障害や高齢の疑似体験を行うだけなく、当事者が地域で暮らす

様子を伝え、生活のしづらさを軽減していく方法を一緒に考えるという視点が大切です。区

は、社会福祉協議会による福祉教育の取組を積極的に支援していくことが必要です。

目黒区保健医療福祉計画

―　19　―

地
域
保
健
福
祉
を
推
進
す
る
施
策　

第
１
節　

地
域
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
包
括
的
支
援
体
制
の
充
実

第
３
章



施策の体系 ３ 福祉教育の推進

（１）地域福祉に関する学び合いの推進

（２）心のバリアフリーの推進

（３）ソーシャルインクルージョン（社会的包摂）の普及・啓発

施 策

（１）地域福祉に関する学び合いの推進

日ごろから学校や地域において、障害者や高齢者等を「支えられる側」として一方的に認

識するのではなく、同じ地域の住民として理解し合い、「ともに生きる」という意識を育ん

でいくことができるよう取組を進めます。

小学生や中学生のころから、高齢者や障害者など地域の様々な人と出会い、日常的な暮ら

しぶりを学ぶことは、地域の福祉課題に気づき、支援の姿勢や技術を身に付けることにつな

がります。

　

＜計画事業＞

①小中学校での福祉教育の推進【継続】（教育指導課）

様々な体験を通して、福祉についての理解を深め、社会の一員としての実感や自主的に行

動する態度を養うとともに、思いやりや共に生きる心を育てるために、学校の教育活動にお

いて福祉教育※の充実を図ります。また、障害がある児童・生徒との交流教育を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・高齢者施設・障害者施設でのふ

れあい活動、車いす体験。アイ

マスク体験、福祉目的の募金活

動などを全校で実施

・特別支援学級設置校では、通常

の学級との交流及び共同学習を

実施

・福祉体験学習ハンドブック配布・

活用による福祉教育の充実

継続 継続

②学校・企業等での福祉学習の支援【新規】（健康福祉計画課）

目黒区社会福祉協議会が実施する、学校・企業等での福祉体験・ボランティア活動体験な

ど、福祉学習の支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・福祉体験学習の実施

・ボランティア活動体験の実施

継続 継続
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③小中学校における認知症サポーターの養成【数値】（福祉総合課）

認知症について正しく理解し、できる範囲で認知症の人やその家族を見守り支援する応援

者である「認知症サポーター※」の養成講座を小中学校においても開催し、認知症への理解

を深めるための教育を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

小学生の認知症サポーター

3,294 人（令和 2 年 3 月末現在。

区内全体では 12,410 人）

・小学校及び中学校の認知症サ

ポーター養成講座の開催

・小中学生の認知症サポーター　

年間 300 人

継続

（２）心のバリアフリーの推進

誰もがお互いに理解し合い、地域にある課題をともに考え、行動していくことができるよ

うに、生涯学習の視点を持って福祉に関する学びの機会を充実させていきます。また、障害

者や高齢者が主体的に活躍できる交流の機会などを通して、心のバリアフリー※の推進をし

ていきます。

障害者差別の解消においては、「目黒区における障害を理由とする差別の解消の推進に関

する対応要領」に基づき、区の窓口等で適切に対応していくとともに、事業者に対して適切

な情報提供や相談対応を行います。また、地域全体で差別を解消していくため、障害者差別

解消支援地域協議会を開催し、相談事例を通して把握した課題等について協議していきます。

＜計画事業＞

①障害者差別解消に向けた取組【重点】（障害施策推進課）

地域全体で障害者差別の解消に向けた取組を進めるために、障害者差別解消支援地域協議

会を開催し、相談事例の情報共有や関係機関との連携、障害理解の周知啓発を行います。

また、職員研修を実施し、「障害者差別解消法対応ハンドブック」等を活用しながら、障

害者の差別解消に向けて、適切に対応していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・職員研修実施

・障害者差別解消法の周知啓発の

ため、冊子等の作成

・継続

・地域の団体等と連携し、様々

な機会を活用した、障害者差

別解消、及び障害の理解に向

けた周知・啓発の実施

継続
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②インクルーシブ教育システムの構築の推進【継続】（教育支援課）

障害の有無にかかわらず、全ての子どもが可能な限り共に学ぶことに配慮しつつ、自立と

社会参加に向けて一人ひとりの教育的ニーズに応じた連続性のある多様な学びの場を充実さ

せていきます。学校・幼稚園・こども園における支援体制や教室環境を整えるとともに、学

校・幼稚園・こども園、家庭、地域における心のバリアフリー※を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・学校・幼稚園・こども園におけ

る合理的配慮※の提供を促進

・都立特別支援学校と小・中学校

との副籍交流の充実

・特別支援学級と通常の学級との

交流及び共同学習の充実。特別

支援教育に関する理解啓発の推

進

継続 継続

③地域における交流の促進【継続】（障害施策推進課）

地域における各種行事や施設のまつり等を通じて、障害の有無にかかわらず、障害のある

人とない人が相互に理解を深めるための交流を促進するとともに、障害者施設や関係団体相

互の理解を深めるための交流を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

地域における各種行事や施設のま

つり等を通じて、障害の有無にか

かわらず障害のある人とない人が

相互に理解を深めるための交流を

実施（新型コロナウイルス感染症

の影響により一部中止）

・３年度に第四中学校跡

地に開設される高齢・

障害複合施設等での交

流の実施

・継続

継続

④人権尊重を課題とした社会教育講座の実施【新規】（生涯学習課）

人権について様々な立場や視点から学ぶ講座を実施し、人権意識の向上を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

人権尊重を課題とした社会教育講

座を実施

６講座実施 ６講座実施
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⑤東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした障害者への理解促進【重

点】（オリンピック・パラリンピック推進課、スポーツ振興課）

令和３年度に延期となった東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催に合

わせ、また、大会終了後のレガシーとなるように障害者スポーツの啓発と、障害のある人と

ない人の相互理解を深めることにより、心のバリアフリー※を推進していきます。

また、障害者スポーツを含め、スポーツを通じて優秀な成績を収めた区民や団体を表彰し、

スポーツを奨励します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

総合庁舎西口ロビーに設置した東

京２０２０大会までのカウントダ

ウンモニターに障害者スポーツの

普及啓発映像を放映

令和３年度において、東

京２０２０大会開催に合

わせた啓発事業を実施し、

大会終了後は大会レガ

シーとして障害者スポー

ツを通じた相互理解の促

進を継承する

東京２０２０ 大会を契機

に大会レガシーとして障

害者スポーツを通じた相

互理解の促進を継承する

目黒区スポーツ表彰の実施 継続 継続

（３）ソーシャルインクルージョン（社会的包摂）の普及・啓発

少子高齢化、単独世帯の増加といった家族形態の変化、ライフスタイルの多様化、非正規

雇用の増大など雇用形態の変化に伴い、格差の拡大と生活困窮者※の増加、貧困の世代間連鎖、

地域のコミュニティや職場、家族の絆の弱体化と社会的孤立など、様々な問題が顕在化して

います。

問題を抱える人々は、経済的困窮、疾病・障害、借金、孤立、ひきこもり※、児童虐待、

DV、不安定住居、労働問題など、複雑かつ困難な生活課題や生きづらさを抱え、身近に相

談できる人がいないなど、社会的な絆が希薄な状態にある人が少なくありません。住居を喪

失して、ホームレスとなっていく場合も見られます。こうした社会から孤立していく人は、

自ら助けを求めることができずに、地域住民の理解が得られにくく、地域社会から排除の対

象となる可能性が大きく生活に困窮する状況があります。

東日本大震災では、被災地をはじめ、全国的に社会的排除のリスクが高まり、包摂的な施

策展開が求められました。今般の新型コロナウイルス感染症拡大の状況下で、感染者やその

家族、医療・介護従事者に対するいじめ、差別、偏見が社会的に大きな問題となっています。

また、近年ＳＮＳなどを媒体とした誹謗・中傷による自殺や被害が急増しています。

SDGs※が掲げる「誰ひとり取り残さない」の理念は、人々が社会において差別され、人

間としての基本的な生活を営むための人権が侵害・剥奪されている状態である「社会的排除」

をなくすことにつながります。包摂する社会は、災害や経済危機などの危機に対しても強靭

で回復力があります。貧困などに対する区民の理解を促し、ソーシャルインクルージョン※

の理念の浸透を図り、年齢や障害の有無、文化などの違いによって社会から疎外されやすい、

孤立しやすい人と地域のつながりを再構築していくことが重要です。

目黒区保健医療福祉計画
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①ソーシャルインクルージョン（社会的包摂）の意識の普及・啓発【新規】（健康福祉部各課）

貧困やホームレス状態に陥るなど、障害や生活上の困難や生きづらさを抱えるあらゆる人

を排除することなく、我が事ととらえ、地域社会の構成員として包み込み、共に生きていこ

うというソーシャルインクルージョン※（社会的包摂）の理念・意識の普及啓発を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 ・イベント、講演会の開催

・啓発パンフレット、チラシ等

による PR

継続

②「助けてと言える社会」づくり【新規】（健康福祉部各課）

様々な事情で、生活の困りごとや生きづらさを抱えているにもかかわらず、助けを求める

ことができない人や、社会から孤立している人が、自らの抱える課題に気づき、SOS を表

明できる「助けてと言える社会」づくりを進めます。潜在化しがちなニーズに気づき、寄り

添い、支援につなげるための地域に向けた啓発や、援助を受け入れる力「受援力」の理解を

深めるための啓発を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 ・ニーズに気づき、寄り添い、支

援につなげるための啓発活動

・受援力について理解を深める

ための啓発活動

継続
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権利擁護の推進４

現 状

成年後見制度※は、認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が十分でない人の権利

を守る成年後見人等を選ぶことで、その人を法律的に支援する制度です。認知症やひとり暮

らし等高齢者の増加に伴い、成年後見制度の必要性が一層高まっています。

また、権利擁護※を必要とする人が、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、本人の

財産管理、意思決定支援や身上監護等の支援の充実が求められています。

区では、成年後見制度を推進していくため、社会福祉協議会の権利擁護センター「めぐろ」

を「成年後見制度推進機関」としました。同センターでは、制度の利用に関する相談や後見

人等候補者の紹介、後見人等へのサポート、市民後見人の養成等のほか、福祉サービスの利

用援助や日常金銭管理サービスを行う日常生活自立支援事業を行っています。

国は、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づき、平成２９年３月、「成年後見

利用促進基本計画」を策定し、区市町村においても利用促進計画を策定するよう求めていま

す。区においても、利用促進計画策定の検討を進めていく必要があります。

高齢者虐待に関する区への相談・通報件数及び虐待判断件数は、大きな増減はありません

が、その内容は複雑化や深刻化する傾向にあります。

高齢者虐待の防止及び早期発見・早期対応・発生した虐待に当たっては、各地域包括支援

センター※、高齢福祉課及び福祉総合課が役割を分担しつつ、緊密に連携を図り対応してい

ます。障害者虐待については、「目黒区障害者虐待防止センター」を設置し、２４時間、障

害者虐待に関する相談・通報の受付、立ち入り調査、改善指導等を実施するとともに虐待防

止に向けた啓発を行っています。

また、令和元年６月、児童虐待防止法及び児童福祉法の改正により、親権者は児童のしつ

けに際して体罰を加えてはならないことが規定されるなど、児童虐待防止対策の強化が図ら

れました。

区では、虐待を未然に防ぐとともに、早期に発見するため、見守りネットワークの拡充や

関係職員への専門研修を実施しています。新型コロナウイルス感染症の影響により、外出す

る機会が減少したことで、精神的ストレスの蓄積や介護負担の増大、経済的問題による不安

や悩みから虐待や家庭内暴力につながるおそれがあります。また、福祉施設等においても、

感染予防の対応による精神的な負担増により施設虐待につながることが懸念されています。

課 題

認知症やひとり暮らし等高齢者の増加に伴い、本人の財産管理、意思決定支援や身上監護

等の支援の充実が求められ、成年後見制度※の必要性は、一層高まってきています。このため、

目黒区社会福祉協議会の権利擁護センター「めぐろ」が、「成年後見制度推進機関」として行っ

ている各種相談事業や日常生活自立支援事業をさらに充実させていく必要があります。後見

業務については、地域における市民後見人を活用する取組をさらに進めていく必要がありま

す。

また、ひとり暮らしの高齢者の方などがエンディング（終活）に関する不安を解消し、安

心して生活を送ることができるように、啓発事業を行っていく必要があります。

虐待防止においては、複雑化や深刻化する虐待事例に対する関係職員のスキルアップ及び

関係機関との連携強化を推進する必要があります。また、施設従事者については、高齢者及

び障害者に対する虐待防止への理解をより一層深めていく必要があります。

目黒区保健医療福祉計画

―　25　―

地
域
保
健
福
祉
を
推
進
す
る
施
策　

第
１
節　

地
域
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
包
括
的
支
援
体
制
の
充
実

第
３
章



ダブルケア、８０５０問題※など解決が困難な課題を抱えた家庭や、新型コロナウイルス

感染症の影響により長期間にわたり施設に通所しなくなった高齢者及び障害のある方への訪

問等による状況の把握など、虐待に至る前に予防できる支援体制を強化する必要があります。

また、関係機関の連携を密にした対応が求められることから、横断的に情報共有を図り、支

援体制を整備する必要があります。

児童虐待については、配偶者間等の家庭内暴力（ＤＶ）と密接に関わっているケースも見

られます。児童虐待についても子ども分野だけの課題とするのではなく、福祉分野共通の課

題として地域全体で取り組んでいく必要があります。

意思決定能力は、支援を受けて自らの意思を自分で決定することのできる能力といわれて

います。「意思決定支援」は、特定の行為に関し、本人の判断能力に課題のある局面において、

本人に必要な情報を提供し、本人の意思や考えを引き出すなど後見人等を含めた本人に関わ

る支援者らによって行われる、本人が自らの価値観や選好に基づく意思決定をするための活

動をいいます。成年後見制度発足以来、財産保全の観点が重視され、本人の意思尊重の視点

が十分でないとの課題が指摘されてきました。今後、成年後見制度の利用促進を図っていく

ためには、本人の意思決定支援や身上保護等の福祉的な観点も重視した運用とする必要があ

ります。

施策の体系 ４ 権利擁護の推進

（１）成年後見制度の利用の促進

（２）虐待防止に向けた取組の充実

（３）権利擁護に関する支援事業等の普及・啓発

（４）意思決定支援の推進

施 策

（１）成年後見制度の利用の促進

権利擁護センター「めぐろ」が、「成年後見制度推進機関」として実施している各種相談

事業や日常生活自立支援事業を充実させていくとともに、成年後見制度※の利用促進のため、

後見報酬の助成、普及啓発をさらに進めていきます。後見業務については、弁護士などの専

門職後見人がその役割を担うだけでなく、地域における市民後見人を活用するために、市民

後見人を増やしていくための取組をさらに進めていきます。

＜計画事業＞

①成年後見制度の利用支援【継続】（健康福祉計画課）

権利擁護センター「めぐろ」に成年後見制度推進機関を設置し、成年後見制度※の利用支

援を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・申立費用、後見報酬等の助成

・親族後見人等への支援

・めぐろ成年後見ネットワークとの連携

継続 継続
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②市民後見人の養成と法人後見等の拡充【継続】（健康福祉計画課）

認知症や知的障害、精神障害などで判断能力が十分でないかたの権利や財産を守る成年後

見制度※の利用者が増えています。親族や専門家に後見人等を依頼することが困難な方に、

社会福祉協議会など法人が後見人を受任し、市民後見人とともに被後見人等の財産管理と身

上監護などの後見業務を行っていきます。また、親族でも専門職でもない身近な住民の立場

から後見活動を行う市民後見人を社会福祉協議会において養成し、活動の支援を行っていき

ます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・法人後見の拡充

・市民後見人の養成

継続 継続

③成年後見制度利用促進基本計画の策定【新規】（健康福祉計画課）

全国的に成年後見制度が十分に活用されていない状況があり、平成 28 年 5 月、「成年後

見制度の利用の促進に関する法律」が施行されました。国は、平成 29 年 3 月「成年後見

制度利用促進基本計画」を策定し、制度利用促進に向けての方向性を示すとともに、市町村

において国の計画を勘案した計画の策定に努めるものとしています。区においても、成年後

見制度利用促進基本計画の策定に向けて取り組みます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 目黒区成年後見制度利用

促進基本計画策定に向け

た調査・研究

策定

（２）虐待防止に向けた取組の充実

「見守りめぐねっと」の拡充や地域における見守りの中で虐待の予防と早期発見に努める

とともに、福祉施設や介護事業者へ虐待の防止に向けた啓発等を行っていきます。

また、関係機関が連携し、虐待の早期発見・早期対応・安全確保や家族の負担軽減などの

養護者支援を充実させるとともに、対応マニュアルに基づき支援を推進していきます。

＜計画事業＞

①高齢者虐待防止対策の推進【継続】（高齢福祉課・福祉総合課）

高齢者の尊厳ある生活を守るために、高齢者虐待対応マニュアル等に基づき、高齢者虐待

の早期発見と高齢者、養護者及び養介護施設従事者等に対する的確な支援を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・普及啓発

・関係者地区研修会

・対応力向上職員研修

・関係機関との連携強化

継続 継続
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②障害者虐待防止対策の推進【継続】（障害者支援課）

障害者虐待に関する要綱・マニュアル等に基づき、障害者虐待の早期発見と障害者及び養

護者に対する的確な支援を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・障害者虐待防止センターにおけ

る２４時間３６５日の虐待通報

や相談の受付、立ち入り調査・

改善指導・障害者保護等の実施

・福祉施設職員や障害者団体、広

く区民に対し、虐待防止に向け

た意識啓発の推進

継続 継続

③児童虐待防止対策の推進【継続】（子ども家庭支援センター）

児童虐待の相談・通報窓口である子ども家庭支援センターにおいて、要保護児童・要支援

家庭の把握と虐待の予防を進めていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・相談、虐待通報受付

・関係機関との連携・協力

継続 継続

（３）権利擁護に関する支援事業等の普及・啓発

高齢者、障害者、子どもなど全ての人の人権や生命、財産を守るため、権利擁護センター

「めぐろ」の権利擁護※事業をはじめ権利擁護の制度や相談窓口等を広く周知するとともに、

関係機関と連携し情報発信していきます。

＜計画事業＞

①権利擁護に関わる制度の利用促進【継続】（健康福祉計画課・関係各課）

高齢者や障害者、子どもなど全ての人の人権や生命、財産を守るため、権利擁護センター

の相談窓口、各虐待通報窓口等を周知するとともに、成年後見制度や日常生活自立支援事業

について周知し、利用を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・各相談窓口における権利擁護※に

関わる制度の周知

・日常生活自立支援事業の推進

継続 継続
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②保健福祉サービス苦情調整委員制度の推進【継続】（健康福祉計画課）

保健福祉サービスに関する苦情等を中立な立場で、保健福祉サービス利用者の権利と利益

の保護を図るとともに、保健福祉サービス利用者からの苦情等を受け、事業者、関係機関等

に対する調査を実施し、勧告等を行うことにより、提供される保健福祉サービスの質を高め

ていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・苦情の申立てを受け、調査を実施

・区や事業者等に対して是正勧告及び意

見表明を実施

継続 継続

③子どもの権利擁護委員制度【継続】（子育て支援課）

「目黒区子ども条例」に基づき、子どもの権利擁護委員を設置しています。子ども本人や

その関係者から相談を受け、救済の申立てや子どもの権利侵害について解決を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・電話相談件数　１５８件

・子どもの権利擁護委員との面談件数　

２３件（令和元年度実績）

継続 継続

④悪質商法等の被害の防止【継続】（産業経済・消費生活課）

高齢者や障害者等の財産を守り、安心して暮らし続けられるよう、契約のトラブル、悪質

商法、商品の品質やサービスの苦情など消費生活全般についての相談を受けます。また、消

費生活相談員による出張講座を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・消費者相談（月曜から金曜、午前９時

半～午後４時半）

・出張講座の実施（申込制、随時実施）

継続 継続

⑤身寄りのない人等への支援事業【新規】（健康福祉部各課）

身寄りのない高齢者等を対象とした、いわゆる身元保証、身元引き受け等や日常生活の支

援、死後事務委任等を担う民間サービスの需要が高まっています。

区では、ひとり暮らしの高齢者の方などがエンディング（終活）に関する不安を解消し、

安心して生活が送れるように、エンディングサポート、終活支援の講演会等を行っています。

成年後見制度の利用とあわせて、身寄りのない人等への支援に係る制度の構築について、目

黒区社会福祉協議会や区の住宅部門等とともに検討を進めて、実施していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

エンディングサポートの調査研究・

試行

・身元保証、身元引き受け等、

日常生活の支援、死後事務委

任等の調査・研究・実施

・エンディングサポート事業

継続
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（４）意思決定支援の推進

国の成年後見制度利用促進基本計画は、成年後見制度の利用者がメリットを実感できる制

度・運用へ改善を進めることを目標としています。意思決定支援の在り方について、後見人

等が本人の特性に応じた適切な配慮を行うことができるよう、令和２年 1 ０月に国の意思

決定支援ワーキンググループは、「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」を作

成しました。後見人等を含め、本人に関わる支援者が常に、「意思決定の中心に本人を置く」

という本人主義を実現するために、意思決定支援の共通理解を図り、質の高い支援を目指し

ます。

重度の障害や認知症などにより自ら意思決定を行うことが困難な状況や、高齢等により介

護が必要な状況になっても、適切な支援を受け、社会とつながりを持ち、支え合いながら生

活していくことによって、誰もが自立した生活を営むことができます。

国が策定した「認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドライン」や「障

害福祉サービスの利用等に当たっての意思決定支援ガイドライン」に示された意思決定支援

の基本的な考え方や方法等に沿って、福祉サービス等の適切な利用を推進します。

また、国が平成３０年３月に改訂した「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセ

スに関するガイドライン」に沿って、どのような医療や介護を受けて最期を迎えたいか等を

検討するプロセス「人生会議※（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）」の普及啓発を

図ります。

＜計画事業＞

①意思決定支援の質の向上【新規】（健康福祉計画課・関係各課）

福祉サービスの提供等において、利用者の意思決定の重要性を十分認識した上で、必要な

対応をとることができるよう意思決定支援の基本的な考え方や方法等を関係機関で共有し、

質の高い支援を行っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

利用者の意思を尊重した福祉サー

ビス等の提供

意思決定支援の質の向上のため

の研修等の実施

継続

②意思決定支援に関する普及・啓発【新規】（健康福祉計画課・福祉総合課）

介護や医療的ケア※等が必要となり、意思決定を行うことが困難な状況になっても、自ら

の意思が尊重され、成年後見制度※や福祉サービス等を適切に利用することができるよう意

思決定支援の考え方等について普及・啓発を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 人生会議※（ACP：アドバンス・

ケア・プランニング）等、意思

決定支援に関する区民向け講演

会等の開催

継続
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認知症施策の推進５

現 状

国は、認知症の将来推計として、令和７年（２０２５年）には、６５歳以上の高齢者人口

の約２０％となる約７００万人を見込んでいます。同年の目黒区では、都が実施した認知症

高齢者調査の結果から、何らかの認知症状がある高齢者は、高齢者人口の１７. ２％と見込

んでおり、約９，６００人になると予測しています。

高齢化の進展に伴い、認知症高齢者の増加も見込まれることから、国は、平成２７年に策

定した認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）に続き、令和元年６月に認知症施策推

進大綱を閣議決定しました。大綱の基本的な考え方は、認知症の発症を遅らせ、認知症になっ

ても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しなが

ら、「共生」と「予防」を車の両輪として施策を総合的に推進することです。

区では、認知症の正しい理解と適時・適切な対応が可能な地域づくりを目指し、知識の普

及啓発イベントや認知症サポーター※の養成、「認知症安心ガイドブック」（認知症ケアパス※）

の発行等を行っています。認知症サポーターは、認知症ステップアップ講座を通して知識を

深め、地域のボランティアとして、コミュニティカフェの運営を支えています。

また、若年性認知症当事者の声を直接聴く機会としての講演会を開催するほか、当事者や

家族の交流の場として若年性認知症家族会を開催しています。

新型コロナウイルス感染症の影響により、認知症の正しい理解と適時・適切な対応が可能

な地域づくりを目指した、知識の普及啓発イベントや認知症サポーター養成講座等の開催が

困難となる状況が生じました。

課 題

認知症に関する正しい知識と理解を持ち、できる範囲で認知症の人やその家族を見守り支

援する応援者として位置付けられている認知症サポーター※を養成し、認知症の人やその家

族が孤立しないための関係づくりや専門職へのつなぎ、必要な窓口の紹介等、実際の活動に

つなげられるようコーディネートしていくことが求められています。

また、認知機能が低下した人や認知症の人は、意思決定能力が不十分な可能性があります。

平成３０年６月、国が策定した「認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定ガイド

ライン」を踏まえ、日常生活や社会生活等において本人の意思が適切に反映された生活が送

れるような支援が必要です。

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のより良い環境で自分らしく暮

らし続けることができるよう、認知症を自分たちの問題として取り組み、認知症になっても

活躍できる社会、その人が生きたい生き方ができる社会の実現に向けて、施策を推進してい

く必要があります。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、外出機会や人との交流が減る状況下で、閉

じこもりや身体・認知機能などの健康への影響が懸念されており、感染拡大防止に配慮しつ

つ取組を推進して行く必要があります。
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施策の体系 ５ 認知症施策の推進

（１）認知症の人にやさしいまちづくりの推進

（２）認知症予防と容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供

施 策

（１）認知症の人にやさしいまちづくりの推進

認知症は誰もがなりうることから、認知症の人やその家族が地域の良い環境で自分らしく

暮らし続けるためには、認知症への社会の理解を深めることが必要です。認知症に関する正

しい知識を持って、地域や職域で認知症の人や家族を手助けする認知症サポーター※の養成

を引き続き推進するとともに、「認知症安心ガイドブック」（認知症ケアパス※）の普及に努め、

認知症に関する理解を促進していきます。

また、認知症コーディネーターを配置した地域包括支援センター※等が認知症に関する相

談窓口であることを周知し、認知症の人や家族への相談に対応するほか、各相談支援機関と

連携して地域における支援体制づくりを推進していきます。

若年性認知症は、高齢期とは異なる特有の課題を抱えることから、普及啓発や関係機関と

連携した取組を行います。

認知症の人の意見を重視した施策や、介護者の介護負担の軽減、安心につながる施策を推

進し、認知症の人や家族が地域で安心して暮らし続けられるよう、認知症の人や家族の支援

ニーズと、認知症サポーターを中心とした支援者をつなぎ、支え合う体制をつくります。

＜計画事業＞

①認知症への理解を深めるための普及・啓発【数値】（福祉総合課）

地域包括支援センター※による出前型の講座等を活用し、認知症の人と関わる機会が多い

小売業や金融機関等の従業員、小中学生等広く対象として、認知症の人やその家族を温かく

見守り支援する「認知症サポーター※」の養成を進めます。

また、認知症の進行に応じた医療やサービス等の情報をまとめた「認知症安心ガイドブッ

ク」（認知症ケアパス※）の普及・啓発を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・区の認知症サポーター数

１２，４１０人（令和２年３月末

現在）

・「認知症安心ガイドブック」の普

及啓発

・認知症サポーター養成講座

の開催

・認知症サポーターの養成

　年間８００人

・「認知症安心ガイドブック」

改訂、概要版発行

継続

―　32　―



②認知症 SOS ネットワーク等の構築【新規・重点】（福祉総合課）

認知症の人や家族の視点を重視した施策を推進していくため、認知症当事者による本人発

信の機会をつくります。ステップアップ講座を受講した認知症サポーター※等による支援チー

ム（チームオレンジ）を整備し、認知症の人やその家族のニーズを具体的な支援につなげて

いく活動に取り組みます。また、認知症の人と家族を地域で支えるためのネットワークを構

築します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・若年性認知症講演会（当事者の

発信の機会）の開催

・本人ミーティングの開催準備

・認知症サポーター養成講座、ス

テップアップ講座の実施

・東京都行方不明認知症高齢者等

情報提供依頼システムの参加

・本人ミーティングの開催

・認知症サポーターを活用した

チームオレンジの整備

・認知症ＳＯＳネットワークの

構築

・認知症損害賠償責任保険の加

入支援

・高齢者見守り訓練事業の検討・

実施

継続

③若年性認知症に関する支援【継続】（福祉総合課）

若年性認知症の人は、就労や子育て、家計のことなど高齢期とは異なる生活課題を抱えて

います。専門の社会資源も少ないことから、若年性認知症の正しい理解や相談窓口の周知を

進め、早期診断や対応につなげるとともに、当事者同士や家族が語り合える機会として若年

性認知症家族会を開催し、支援を進めていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・若年性認知症講演会等の開催

　（年１回）

・若年性認知症家族会の開催

　（年６回）

・若年性認知症当事者からの発

信の機会を含む講演会等の開

催

・若年性認知症当事者や家族の

交流の場となる家族会の開催

・若年性認知症支援連絡会の開

催

継続
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（２）認知症予防と容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供

認知症予防とは、認知症にならないという意味ではなく、認知症になるのを遅らせる、認

知症になっても進行を緩やかにするという意味です。

認知症に関して、本人や家族が小さな異常を感じた時に、速やかに適切な機関に相談でき

るようにするとともに、認知症の発症遅延や発症リスク低減、早期発見・早期対応、重症化

予防、機能維持、行動・心理症状対応など、認知症の容態の変化に応じて適時・適切に対応

できる仕組みづくりを推進していきます。

運動不足の改善、糖尿病や高血圧症等の生活習慣病※予防、社会参加による社会的孤立解

消や役割の保持等が、認知症予防に役立つ可能性が示唆されていることから、地域において

高齢者が身近に通える場等での介護予防事業等を推進していきます。

また、認知症初期集中支援事業を引き続き推進し、適切な医療、介護サービス等に速やか

につなぐ仕組みの強化や認知症検診を実施して、認知機能の低下のある人の早期発見、早期

対応のための支援体制の整備を行います。

＜計画事業＞

①認知症の早期発見と予防の取組【新規・重点】（福祉総合課）

認知症の疑いを簡単に確認できるチェックリスト等の普及を図るとともに、認知症の早期

診断に向けて認知機能検査を推進します。認知症の疑いがないと判断された場合は、通いの

場における活動や介護予防へつなぎます。また、軽度認知障害（MCI）等の早期発見・早期

対応や治療、必要なサービスの導入等を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・認知症検診事業の検討

・介護予防・フレイル※予防事業

・令和３年度　認知症検診事業

の検討

・４年度　事業開始

・介護予防・フレイル予防事業

継続

②適時・適切な医療、介護等の提供【数値】（福祉総合課）

認知症の人やその家族に対する初期支援を包括的かつ集中的に行うため、認知症初期集中

支援事業を実施します。また、BPSD（行動・心理症状）を「見える化」するシステムを活

用し、認知症ケア向上の取組を推進する人材を育成し、ケアに関わる専門職等の情報共有や

一貫したケアの提供をサポートしていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・認知症初期集中支援事業の実施

・BPSD ケアプログラム研修の開

催

・認知症初期集中支援事業

利用したケースが医療または

介護サービスに繋がる割合

８０％以上

・BPSD ケアプログラム研修の

開催、導入する介護事業所数

の増

・継続

・区内の介護事業

所全てに BPSD

ケアプログラム

導入
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③地域密着型サービスの整備促進【重点・数値】（高齢福祉課・介護保険課）

認知症などの高齢者が住み慣れた地域で生活が続けられるように地域密着型サービス※の

整備を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・認知症高齢者グループホーム※

　１４か所３０ユニット

・小規模多機能型居宅介護※

　６か所

・看護小規模多機能型居宅介護

　１か所

・認知症対応型通所介護　４か所

・認知症高齢者グループホーム

　6 ユニット整備

・小規模多機能型居宅介護

　2 か所整備

・看護小規模多機能型居宅介護

　1 か所開設（第四中学校跡地）

・認知症対応型通所介護

１か所開設（第四中学校跡地）、

２か所整備

整備（第９期介護

保険事業計画で定

める）

目黒区保健医療福祉計画
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ひきこもりの長期化・社会的孤立の防止６

現 状

平成３１年３月、国は４０～６４歳を対象として初めての「生活状況に関する調査」を行

い、ひきこもり状態にある人が全国に推計６１万人おり、ひきこもり※状態となって７年以

上の人の割合が半数を占めるとの結果を公表しました。

令和元年１２月、「就職氷河期世代支援に関する行動計画２０１９」に、ひきこもり支援

策が位置付けられました。国の「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推

進に関する検討会（地域共生社会推進検討会）」においても、市区町村がひきこもりや介護、

生活困窮などさまざまな問題に一括して対応する「断らない相談支援」の整備が求められま

した。

都は、ひきこもり支援の担当部署を青少年の担当部署から福祉の担当部署へ移管したこと

に伴い、「東京都ひきこもりサポートネット事業」における年齢制限を撤廃し、中高年のひ

きこもり支援対策を強化しています。

区では、平成３１年４月、相談支援の中核組織となる福祉総合課に「福祉の総合相談窓口」

（愛称：福祉のコンシェルジュ）を開設し、ひきこもり支援の担当部署としました。高齢者、

障害者、子ども、生活困窮など分野を超えた課題に的確に対応していくために、相談者に寄

り添い、関係機関と連携しながら支援を行っています。

課 題

ひきこもり※状態にある人は、自ら支援を求めることが難しい傾向にあります。相談機関

につながらないまま長期化してしまうことも少なくありません。ひきこもりについてどこに

相談したらよいか分からないという人もいます。「福祉の総合相談窓口」（愛称 : 福祉のコン

シェルジュ）が、ひきこもり支援の担当部署であることを広く周知していく必要があります。

ひきこもりの課題は様々な要因が絡み合っていることが多く見られます。相談窓口では、

背景となる事情やそれぞれの心情に寄り添いながら、「断らない相談支援」の充実に取り組

んでいくことが必要です。関係機関と連携を図りながら、積極的なアウトリーチ※を行い、

重層的に支援していく体制づくりが求められています。

また、誰もが孤立することのない地域づくりのため、ひきこもりについての正しい理解を

深めるための取組や、安心して過ごすことのできる居場所、活躍できる場づくりが必要です。

超高齢社会の到来に伴い、若い頃には職場や家族などの社会関係の中で生活していた人で

も、高齢になるにつれて多くの社会関係を失い、孤独の中で生活せざるを得ない人も増えて

くることが推測されます。長年勤めた会社などを退職し、配偶者等の家族との死別などによ

り、その人を支えてきた様々な社会とのつながりを次第に失っていく方々が少なくありませ

ん。特に単身となった高齢者には、家族とは別の地域社会等社会とのつながりが、安定した

生活を送る上で必要です。

また、認知症の進行により、支援を拒否したり、近隣トラブルを抱え、社会とのつながり

が維持できなくなる人、ひとり親世帯、虐待等により十分な養育を受けられなかった人、ニー

トやひきこもり等社会関係が希薄な人等、様々な問題を抱える人がいます。

こうした人たちの中には社会関係を築き、維持・発展させていく力が十分でない人も少な

くなく、何らかの支援がなければ孤立した生活を送らざるを得ない可能性が高いと考えられ

ます。社会的孤立を防ぎ、社会とのつながりを結び直す機会をつくっていくことが重要です。
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施策の体系 ６ ひきこもりの長期化・社会的孤立の防止

（１）ひきこもり状態にある人への支援の推進

（２）社会的なつながりが弱い人への支援

施 策

（１）ひきこもり状態にある人への支援の推進

ひきこもり※の長期化や社会的孤立を防止するために、ひきこもり状態にある人やその家

族に必要な支援が届く体制づくりを進めていきます。相談窓口を広く周知し、相談を確実に

受け止め、本人・家族に寄り添いながら「断らない相談支援」の充実に取り組んでいきます。

積極的なアウトリーチ※を行い、さまざまな関係機関と連携を図りながら、重層的に支援し

ていく体制づくりを進めます。

ひきこもりは誰にでも起こりうることです。ひきこもり状態にある人が、再び社会とつな

がっていくためには、周囲の理解とサポートが必要です。

地域住民がひきこもりへの理解を深めることができるよう啓発を行い、地域の気づきや見

守りにつなげていきます。また、ひきこもり状態にある人が、早い段階で相談機関につなが

るよう地域のネットワークづくりを進めるともに、誰もが地域で孤立することなく、安心し

て過ごせる居場所や活躍できる場づくりを支援していきます。

＜計画事業＞

①ひきこもりの相談支援の充実【新規・重点】（福祉総合課）

地域のさまざまな活動の機会を活用して、ひきこもり※の相談窓口を広く周知します。少

しでも早い段階で支援者とつながり、継続した支援ができるよう関係機関と連携を図りなが

ら、重層的に支援していく体制づくりを進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・福祉の総合相談窓口（福祉のコ

ンシェルジュ）の充実

・ひきこもり相談会の実施（平日

及び日曜開催）

・継続

・ひきこもり相談窓口の周知拡

大

・ひきこもり家族会の検討

継続

②ひきこもりへの理解を深めるための啓発と孤立を防ぐ地域づくり【新規・重点】（福祉総

合課）

ひきこもり※の支援には地域住民の正しい理解が必要です。ひきこもりへの正しい理解の

促進と適切なサポートが行えるよう、ひきこもり講演会を行います。また、講演会を通して

支援者とつながるような体制づくりを進めていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 ・ひきこもり講演会の開催

・パンフレットの配布等による

ひきこもりに関する情報の発

信

継続
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（２）社会的なつながりが弱い人への支援

家族や職場、地域における人間関係が希薄で、社会的に孤立し、支援が必要な状態であっ

ても、自ら支援を求めることが困難な人がいます。このように社会的なつながりが弱い人が

抱える課題は、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、より潜在化、深刻化してい

ます。一見すると自立した生活を送っているように見えても、他者との関わりが希薄で社会

的に孤立している人は、孤独死等の様々なリスクや問題を抱えていることが少なくありませ

ん。生きづらさを抱え、社会とのつながりを失っている人に、単に相談にのるだけでなく具

体的な支援につなげていくことを通じて、必要となる社会との「つながり」を再構築する必

要があります。

誰もが地域で安心して暮らし続けていくために、分野横断的な相談支援や地域の支え合い

の推進などと合わせて、訪問型（アウトリーチ※型）の相談支援の充実や、コミュニティ・ソー

シャルワーカー（CSW）※の配置等により、潜在化しがちな支援ニーズを把握し、地域社会

と再びつながるための支援に取り組みます。

また、課題が複雑化、深刻化する前に、できるだけ早い段階で支援を受けることができる

よう、援助を受け入れる力（受援力）について広く普及啓発を図ります。

＜計画事業＞

①コミュニティ・ソーシャルワーカー（CSW）による地域づくりの推進【新規・重点】（健

康福祉計画課）	 再掲

社会福祉協議会にコミュニティ・ソーシャルワーカー（CSW）※を配置し、積極的に本人

のもとに出向き（アウトリーチ※）、情報を提供しながら必要な相談支援を提供し、個別の生

活に寄り添った伴走型の支援を行います。地域の様々な困りごとに対して、関係機関・団体

や行政と連携して総合的な相談支援（個別支援）を行い、地域活動への支援や新たなサービ

スを開発するほか、生活支援コーディネーター※とともに公的制度との関係を調整するなど

の役割を担います。コミュニティ・ソーシャルワーカー（CSW）の活動等について地域へ

情報発信していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 ・地区ごとに順次配置

・社会福祉協議会と連携したコ

ミュニティソーシャルワーク

の推進

・地域への情報発信

活動の充実
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②「助けてと言える社会」づくり【新規】（健康福祉部各課）	 再掲

様々な事情で、生活の困りごとや生きづらさを抱えているにもかかわらず、助けを求める

ことができない人や、社会から孤立している人が、自らの抱える課題に気づき、SOS を表

明できる「助けてと言える」社会づくりを進めます。潜在化しがちなニーズに気づき、寄り

添い、支援につなげるための地域に向けた啓発や、援助を受け入れる力「受援力」の理解を

深めるための啓発を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 ・ニーズに気づき、寄り添い、支

援につなげるための啓発活動

・受援力について理解を深める

ための啓発活動

継続

③民生委員・児童委員の地域福祉活動の推進【継続】（健康福祉計画課）	 再掲

地域で生活上の問題、高齢福祉、児童福祉などあらゆる分野の相談に応じ、助言や調査な

どを行っている民生委員・児童委員※の福祉活動を支援し、地域づくりを推進していきます。

さらに、民生委員・児童委員が組織する民生児童委員協議会などを定期的に開催し、行政等

関係機関との連携強化を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・民生委員・児童委員による相談・

助言・調査活動への支援

・協議会の定期開催

・行政等関係機関との協議

継続 継続

④地域における見守り活動の推進【重点・数値】（福祉総合課）	 再掲

見守りネットワーク（見守りめぐねっと）における関係機関との連携強化を図るとともに、

ボランティアによる高齢者見守り訪問事業、見守りサポーター養成の３つの見守り事業を実

施し、地域における高齢者等の見守りを推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・見守りネットワーク（見守りめ

ぐねっと）の推進

・高齢者見守り訪問事業の実施

・見守りサポーター養成（新型コ

ロナウイルス感染症の影響によ

り実施回数の減）

・見守りサポーター養成講座の

受講者を各年度７０人

・高齢者見守り訓練事業の検討・

実施

継続
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生活困窮者に対するセーフティネットの充実７

現 状

国は、生活保護受給者の増加に加え、生活に困窮するリスクの高い層の増加を背景として、

生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るとともに、生活保護から脱却した人が再び生活

保護に至らないよう、生活保護制度の見直しと生活困窮者※対策の一体的実施に向け、平成

２７年４月に生活困窮者自立支援法を制定しました。

平成３０年６月、生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、生活困窮者自立支援法が

一部改正され、基本理念の明確化や生活困窮者の定義規定の見直し、関係部局との連携強化

による自立相談支援事業等の利用勧奨の努力義務化等が図られました。併せて生活保護法も

改正され、生活保護世帯の子どもの大学等への進学支援、増加を続ける医療扶助の適正化と

ともに、被保護者の生活習慣病※の予防等の取組の強化を目的とした「被保護者健康管理支

援事業」が令和３年１月に施行され、全国すべての福祉事務所において医療データ等に基づ

いた生活習慣病の予防等、健康管理支援の取組を実施することとなりました。

区においては、平成３１年４月に包括的な相談支援の中核を担う組織として福祉総合課が

新設され、「福祉の総合相談窓口」（愛称：福祉のコンシェルジュ）として、分野を超えた多

様な課題の解決に向けて、関係機関が密に連携を図りながら相談者に寄り添い、支援を行っ

ています。

新型コロナウイルス感染症の影響により、離職や廃業、住居を失うおそれが生じている方

等、生活困窮に陥る方が大幅に増加しています。こうした方等を支援するため、住居確保給

付金、応急福祉資金貸付、緊急小口資金貸付等の支援制度について、条件緩和等により支援

内容を充実して対応していますが、申請者数の著しい増加や国民生活の新しい生活様式の定

着等に伴い、相談支援体制を強化する等、より一層の寄り添い支援が必要となっています。

課 題

生活困窮者※の中には、自ら支援を求めることが難しい状況にある人がいます。区は、生

活保護制度及び生活困窮者自立支援制度双方の基本理念・目的・趣旨等を踏まえ、福祉の総

合相談窓口（福祉のコンシェルジュ）を包括的な相談支援の中核として、相談者が利用しやす

く、一人ひとりの状況にきめ細かく対応する相談支援体制を充実させていくことが必要です。

多様な課題を抱えている生活困窮者には、それぞれの場面における自立意思や能力等に応

じた支援が必要です。多様な就労支援機関との連携による就労支援や、債務整理や家計収支

の見える化等により自ら家計をやり繰りできるようにする家計改善支援、生活の基礎となる

健康の保持・増進を目的とした健康管理支援、貧困の連鎖を防止するための子どもの学習・

生活支援等、生活困窮者の自立と尊厳の確保に配慮した包括的な支援の充実が必要です。

生活困窮者が抱える多様な課題に的確に対応するためには、生活困窮者の自立と尊厳の確

保に配慮して包括的な支援策を用意するとともに、関係部署や関係機関との連携を進め、予

防的観点に立った支援にも取り組みながら、「支える、支えられる」という一方的な関係で

はなく、「相互に支え合う」地域のネットワークの構築・地域づくりが必要です。

施策の体系 ７ 生活困窮者に対するセーフティネットの充実

（１）相談支援体制の充実

（２）自立支援の推進

（３）連携体制の充実

（４）生活困窮者支援の周知の充実
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施 策

（１）相談支援体制の充実

改正された生活困窮者自立支援法では、自立支援の基本理念として、生活困窮者※の尊厳

の保持を図りつつ、就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤立といった生活困窮者の状

況に応じた包括的・早期的な支援を図るとともに、地域における関係機関等との緊密な連携

等支援体制の整備を図ることが明確化され、併せて「生活困窮者」の定義の見直しなどが行

われました。

生活保護制度に基づく相談援助と生活困窮者自立支援制度に基づく生活困窮者支援の重層

的な相談支援体制の充実が求められている中、制度双方の目的・趣旨を踏まえて、相談者が

利用しやすく、かつ適切な制度運用ができる相談支援体制の更なる充実を図っていきます。

生活困窮者が抱える課題に対して、関係者間で共有を図り、早期的・予防的観点からの支援

を含め、適切かつ効果的な支援の展開につなげていくとともに、専門性の高い人材の確保・

育成を踏まえた寄り添い・伴走型支援に対応できる体制整備を進めていきます。

また、ひきこもり※状態にある方や長期離職者など、社会参加に向けて、より丁寧な支援

を必要とする方や、経済的困窮のみならず様々な生活課題を抱える方が顕在化しており、一

人ひとりの状況にきめ細かく対応する包括的支援体制の強化を図っていきます。

＜計画事業＞

①総合相談窓口体制の充実・強化【継続】（生活福祉課・福祉総合課）

生活困窮者※の抱える多様な課題に的確に対応するため、生活困窮者自立支援法に基づく

相談窓口と生活保護法に基づく相談窓口の連携を一層強化し、関係機関との情報共有・連携

を深め、生活困窮者がより適切に自立できるよう相談支援体制を充実していきます。また、

職員への専門研修及び人権の尊重を基本に据えた倫理観向上のための取組を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・生活困窮者に対する自立支援の

実施

・要保護者に対する相談援助及び

生活保護制度の運用の実施

・生活困窮者自立支援制度と生活

保護制度の相談窓口双方の連携、

関係部署及び関係機関との連携

による相談援助の実施

・生活困窮者自立支援制度と生

活保護制度の相談窓口双方の

有機的な連携及び強化（支援

検討会議の実施）

・地域に潜在化する困窮者の掘

り起こし（関係機関との情報

共有及び積極的なアウトリー

チ※事業の展開）

・既相談者、要支援者に対する

後追い支援（アフターフォロー

事業の展開及び即応支援の充

実）

・専門性の確保に向けた職員研

修の実施

・人権の尊重を基本に据え、職

員倫理の高揚に一層努める取

組の実施

継続
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（２）自立支援の推進

生活困窮者※は経済的困窮だけではなく、住まいや就労、病気や障害、社会的孤立など抱

える課題は多様であり、一人ひとりの課題に応じた自立支援への取組が求められます。特に

多様な就労支援機関との連携による支援、生活習慣病※の重症化予防等、健康管理への取組、

家計の状況を「見える化」し、改善の意欲を引き出す家計改善支援、貧困の連鎖を防止する

ための生活困窮家庭の子どもに対する学習支援を拡充し、合わせて保護者への養育支援等を

着実に進める必要があります。

複合的な生活課題を抱えている生活困窮者への支援に当たっては、「制度の狭間」に陥ら

ないよう広く受け止め、多様な関係機関と連絡調整を図りながら、包括的相談支援体制の充

実を図る必要があります。生活困窮者の自立と尊厳の確保に配慮しながら一人ひとりの課題

に応じた包括的な支援策を整備し、適切かつ効果的な支援の促進に取り組んでいきます。

＜計画事業＞

①生活困窮者自立支援事業と生活保護法に基づく支援事業との重層的な連携・促進【重点】（生

活福祉課・福祉総合課）

生活困窮者自立支援法に基づく自立支援事業と生活保護法の自立支援プログラムに基づく

支援事業との一体的・効率的な事業の運営に努め、生活困窮者※の自立意思や能力をはじめ

個々の課題に応じた伴走・寄り添い支援を進めていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・生活困窮者自立支援事業と生活

保護法に基づく支援事業との連

携及び重層的な相談支援の実施

・多様な就労支援機関との連携に

よる就労支援の実施

・生活課題に応じた双方の支援事

業による一体的・効率的な実施

・生活困窮者自立支援事業と生

活保護法に基づく支援事業と

の有機的な連携・強化

・関係機関との連携による就労

支援事業の充実・強化

・自立生活に向けた就労準備支

援・家計改善支援等の社会参

加支援の充実

継続

②健康管理支援の充実【新規】（生活福祉課）

健康上の課題を抱えている生活保護受給者に、早期受診の勧奨や生活習慣病※の発症予防・

重症化予防等を促進し、自立に向けた行動の変容につなげていけるよう、医療と生活の両面

から健康管理に対する支援に取り組んでいきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・被保護者健康管理支援事業の創

設に向けた試行事業の実施

・円滑な事業展開に向けた専門職

及び委託事業者との連携の構築

・健康管理支援体制の整備（専

門職を含めた体制の強化）

・地域特性を踏まえた健康課題

の整理・分析

・健康管理支援事業の効果的な

展開及び継続的な実施

・特定保健指導等の支援の充実、

健康意識づくりの推進

継続
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③次世代育成支援の充実【継続】（生活福祉課・福祉総合課）

生活困窮世帯の「貧困の連鎖」を防止し、子どもの未来をひらくために、学習支援対象者

の拡充をはじめ居場所機能や訪問相談の充実、進学に向けた各種支援制度の利用促進のほか、

保護者への育成相談や中途退学の防止に向けた取組を進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・被保護世帯の子どもに対する就

学・進学支援及び保護者への育

成相談・自立支援の実施（次世

代育成支援員との連携による支

援）

・学校、子ども家庭支援センター、

児童相談所等関係機関との連携

・学習支援事業の実施（中学生・

高校生）

・継続

・学習支援事業の充実（生活困

窮世帯の対象者及び実施会場

の拡充、訪問相談・中途退学

防止に向けた取組）

・大学進学等の社会参加支援に

向けた取組

継続

④ひとり親家庭の学習支援事業【新規】（子ども家庭支援センター）

児童扶養手当受給世帯または所得がこれに相当するひとり親世帯の子どもを対象に、大学

生等のボランティアによる学習支援や、子どもの心に寄り添った生活支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・塾型（小学４年生～高校３年生）

３３名参加

・派遣型（小学４年生～中学３年生）

１５世帯１８名参加

　（令和元年度実績）

ひとり親家庭学習支援事業

年４０回実施

・塾型　小学４～６年生は母子

生活支援施設、中高生は男女

平等・共同参画センターで実

施

・派遣型　受講者宅の自宅で実

施

継続

⑤ホームレス自立支援の推進【継続】（生活福祉課）

住まいを失った、または住まいを失うおそれのある生活困窮者※に対する自立支援策とし

て、都区共同で取り組む自立支援センターや生活保護法に基づく保護施設等の活用を図ると

ともに、区の支援事業として男性用及び女性用の緊急宿泊先の整備・確保に努めます。合わ

せて、地域との調整を図りながら早期就労による自立支援及び地域生活への移行を推進しま

す。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・都区共同で取り組む自立支援セ

ンターや保護施設等の活用

・ベッド等の確保による路上生活

者等緊急一時宿泊事業の実施

・継続

・緊急一時宿泊事業の充実・強

化（単身用及び区内宿泊先の

確保による自立支援の取組）

継続
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（３）連携体制の充実

潜在化している生活困窮者※を早期把握・発見し、自立相談支援機関または生活保護相談

窓口に適切につなげるよう、関係部署との連携を強化するとともに、地域資源や関係機関・

住民等の参画が得られるような連携・体制づくりを一層推進していきます。

また、生活困窮者が抱える多様かつ複合的な課題に的確に対応するために、予防的観点に

立った支援にも取り組みながら、相互に支え合う地域のネットワークの構築・地域づくりを

目指していきます。

さらに、着実な連携強化による「顔の見える関係づくり」を進め、生活困窮者の早期把握・

発見に向けた積極的な地域への取組を図るとともに、適切な役割分担のもと包括的な支援を

行っていきます。

＜計画事業＞

①生活困窮者支援のための庁内連携の推進・強化【継続】（生活福祉課・福祉総合課）

保健福祉分野の横断的な包括的相談支援体制を図るため、庁内関係部署による連携会議を

定期開催し、生活困窮に関する現状と課題を共有するとともに、制度・施策等を関係部署及

び関係機関に周知し、生活困窮者※の早期把握・早期支援を進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・効果的かつ円滑な制度等の実施

に向けた関係部署・関係機関と

の連携

・生活困窮及びふくしの相談庁内

連携会議の開催

・相談窓口職員に対する福祉視点

に立った基礎研修の実施

・関係会議における制度の周知・

連携の構築

・生活困窮及びふくしの相談庁

内連携会議の継続開催・充実

・相談窓口職員に対する福祉視

点に立った基礎研修の継続・

充実

・庁内連携に向けた関係会議へ

の参加・連携の促進

・生活困窮相談窓口と生活保護

相談窓口における連携会議の

開催

継続

②地域資源や関係機関等の参画による連携の推進【継続】（生活福祉課・福祉総合課）

潜在化している生活困窮・要保護者については、適切な相談支援につなげていけるよう、

地域における生活困窮者※支援のネットワークに積極的に参画し、生活保護法及び生活困窮

者自立支援法の周知を含め地域の様々な資源や関係機関との着実な連携強化に取り組みま

す。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・関係会議（民生委員・児童委員※、

介護事業者、地域包括支援セン

ター※等）における各制度の周知・

連携の構築

・関係会議への有機的な参加、相

互連携に向けた研修等の実施

・「顔の見える関係づくり」「相

互連携」に向けた協議及び意

見交換会の実施

継続
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（４）生活困窮者支援の周知の充実

生活困窮者※の中には、自ら支援を求めることが難しい状況にある人がいます。生活困窮

者自立支援制度の広報・周知の工夫や、相談しやすい場の環境づくりにより制度の利用促進

を図り、経済的な自立を含めた個々の生活課題の解消に向けた支援を着実に進める必要があ

ります。また、地域で支援を必要とする人の早期把握・早期支援に向けて、生活困窮者自立

支援制度や生活保護制度を積極的に広報・周知していきます。

＜計画事業＞

①周知方法の工夫等による広報の更なる充実【継続】（福祉総合課・生活福祉課）

生活困窮者※は、自らが SOS を発することが難しい場合があります。生活困窮者自立支

援制度及び生活保護制度の人権の尊重を基本に添えた広報・周知の効果的な工夫により両制

度の利用促進を図り、経済的な自立を含めた個々の生活課題の解消に向けた支援を着実に進

めていきます。また、地域で支援を必要とする人の早期把握・早期支援に向けて、両制度を

積極的に広報・周知します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

生活困窮者自立支援制度及び生活

保護制度の広報・周知

・ライフライン事業者をはじめ

新たな周知先の確保及び効果

的な事業の広報・周知

・ホームページ、広報媒体等の

更なる充実

継続
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災害時要配慮者支援の推進８

現 状

災害対策基本法では、区市町村は、災害時に避難支援を必要とする高齢者や障害者を対象

とした「避難行動要支援者※名簿」の作成とともに、本人の同意が得られた場合には、名簿

情報を避難支援等関係者（消防署、警察署、民生委員・児童委員※、町会・自治会）に提供

することが定められています。

区では、実効性のある避難支援がなされるよう、年２回避難行動要支援者名簿を作成し、

各地域避難所へ配備するとともに、個人情報に関する協定を締結した町会・自治会等や避難

支援等関係者に、同意された方の名簿情報を提供しています。また、一人ひとりの避難支援

に関する情報を記載した「災害時個別支援プラン」の作成も順次進めています。

内閣府の中央防災会議は、台風等の災害対応の検証や新型コロナウイルス感染症対策を踏

まえ、令和２年５月、防災基本計画を修正しました。

区では、令和２年６月「避難所における新型コロナウイルス感染症対策マニュアル（暫定

版）」を作成し、避難所における感染者等の専用スペースの確保や随時換気による衛生環境

の維持、マスク着用、手指消毒や検温による感染予防などの対策を示し、避難所における感

染症の感染拡大防止に取り組んでいます。

課 題

令和元年度に実施した「介護保険居宅サービス利用者調査」では、災害時や火災などの

緊急時の対応で不安なこととして、「避難所まで１人では移動できない」の割合が最も高く

５４．２％となっています（調査結果は 224 ページ）。災害に備え、身近な民生委員・児童

委員※や町会・自治会へ避難行動要支援者※名簿の提供を進めるとともに、日ごろからの地域

の見守りなどを通してお互いに顔の見える関係をつくることが重要です。

一人ひとりの緊急時の連絡先、避難支援者、医療情報を記載した「災害時個別支援プラン」

について、さらに区民に周知をするとともに、居宅介護支援事業所や訪問看護ステーション

等の協力を得ながら、作成を進めていくことが必要です。

また、令和元年度に実施した「障害者向けアンケート」では、災害発生時や避難所での生

活で不安に思うこととして、「自分にあった食事や必要な薬の入手」の割合が４７．３％と最

も高く、次いで「避難先の設備（トイレや浴室、ベッドなど）が使えるか」が４５．３％と

なっています（調査結果は 239 ページ）。さらに、「介護保険居宅サービス利用者調査」で

は、災害時や火災などの緊急時の対応で不安なこととして、「身体状況などから、避難所で

暮らせるか心配である」が５３．３％となっています（調査結果は 224 ページ）。地域避難

所において、高齢者や障害者に配慮したスペースの設置や、生活上の配慮について対策を進

めるとともに、換気や消毒に加え、ソーシャルディスタンス（社会的距離）の確保など、「新

しい生活様式」を踏まえ、感染症対策に万全を期すことが課題となります。

地震や風水害等が重なる複合災害、感染症への対策として、高齢者や障害者が必要なサー

ビスの提供を継続して受けられるよう、介護・福祉事業者等との連携体制の強化を図ります。

密閉空間や密集場所、密接場面の「３つの密」の状況を避け、自らの感染を回避するとと

もに、他人に感染させないという日頃からの意識付けが必要です。

「複合災害」を回避するための避難行動には、避難所への避難だけではなく、自宅にとど

まり安全の確保に努める等、状況に応じた選択肢があることを広く周知する必要があります。
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施策の体系 ８ 災害時要配慮者支援の推進

（１）避難支援対策の推進

（２）避難所生活支援の推進

（３）在宅避難生活の支援の推進

施 策

（１）避難支援対策の推進

地域において、災害時に自力で避難をすることが困難で、円滑かつ迅速な避難の確保を図

るため特に支援が必要な避難行動要支援者※を把握し、迅速かつ実効性のある安否確認・避

難支援を行うことができるよう避難行動要支援者名簿を各地域避難所へ配備します。また、

名簿情報の提供に同意が得られた人の情報を、登録者名簿として避難支援等関係者（消防署、

警察署、民生委員・児童委員※、町会・自治会）に提供していますが、登録者名簿への登載

率をさらに高めるよう、働きかけを行います。

また、防災訓練等の一環として、安否確認・避難支援訓練を実施し、地域における住民同

士の顔の見える関係づくりのための取組を進めるとともに、一人ひとりの緊急時の連絡先、

避難支援者、医療情報を記載した「災害時個別支援プラン」の作成を促進します。

近年の災害の発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、介護事業所等と連

携して、防災や感染症対策についての周知啓発、研修、訓練を実施するとともに、介護事業

所等における災害や感染症の発生時に必要な物資についての備蓄・調達・輸送体制を整備し

ていきます。

＜計画事業＞

①避難行動要支援者名簿（対象者名簿・登録者名簿）の作成・配備【重点】（健康福祉計画課・

防災課）

避難行動要支援者※を把握するため、「対象者名簿」を作成し、配備するとともに、災害時

に安否確認や避難支援に活用していきます。また、「対象者名簿」登載者のうち本人から同

意を得られた人の「登録者名簿」を作成し、災害時に加えて平常時から避難支援等関係者と

共有します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・避難行動要支援者名簿（対象者

名簿・登録者名簿）の更新

・対象者名簿を地域避難所へ配備

・登録者名簿を避難支援等関係者

へ配備

・年１回、登録者名簿未登録者へ

勧奨通知を発送

・継続

・提供する町会・自治会の拡大

継続
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②個別支援プラン作成の推進【重点】（健康福祉計画課・福祉総合課・障害者支援課）

医療依存度の高い人や重度の要介護状態の人については、災害が発生または発生するおそ

れが生じた場合に、迅速かつ安全に避難誘導等を行う必要があるため、一人ひとりの状況に

合わせた個別支援プランの作成を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・個別支援プランを作成するため

のガイドラインの検討、作成

・地域包括支援センター※、介護事

業者等と連携し、医療情報、避

難支援者等を記載した個別支援

プランを作成

・個別支援プランを作成するた

めのガイドラインの更新

・個別支援プラン様式の見直し

・継続

継続

③災害・感染症対策に係る介護・福祉事業者等の連携体制の整備【重点】（健康福祉計画課・

福祉総合課・介護保険課・障害施策推進課・防災課）

災害時に介護・福祉事業者が、災害時要配慮者※の必要な支援を継続して提供できるよう、

必要な情報の提供方法や必要な物資の備蓄・調達・輸送体制の整備を進めるとともに、防災

や感染症対策についての周知啓発、研修、訓練の実施に取り組みます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・介護事業者と「災害時における

避難行動要支援者※等の支援に関

する協定書」の締結

・事業所運営に必要な、備蓄品の

整備

・協定締結の介護事業者等の拡

大

・事業所運営に必要な物資の備

蓄・調達・輸送体制の整備及

び協定締結

・必要な情報を的確に伝える体

制の整備

継続
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（２）避難所生活支援の推進

災害時要配慮者※が避難所において、健康で安心して生活を送ることができるように、避

難所の施設整備や、聴覚障害者・視覚障害者に配慮した情報提供、コミュニケーション手段

の確保、相談窓口の設置など生活上の様々な支援対策に取り組むとともに、感染症対策も踏

まえた避難所の開設・運営に必要な備蓄品や資機材などを整備していきます。

また、地域避難所での生活が困難な人を受け入れる福祉避難所の充実を図るため、現在指

定されている福祉避難所について必要な検討を進めます。

＜計画事業＞

①地域避難所における要配慮者支援の推進【重点】（防災課・健康福祉計画課・高齢福祉課・

障害者支援課）

災害時に要配慮者が安心して地域避難所で生活できるよう、感染症等への対策を具体的に

検討するとともに、迅速かつ安全に安否確認及び避難支援に取り組むために必要な資機材を

整備します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・避難所における配慮事項や感染

症対策等の課題について検討、

感染症対策マニュアル【暫定版】

の策定

・避難所等に備蓄する食糧、資機

材等の整備、拡充

・安否確認及び避難支援に必要な

資機材の整備

・避難所における感染症対策マ

ニュアルの更新

・継続

継続

②福祉避難所における要配慮者支援の推進【重点】（防災課・健康福祉計画課・高齢福祉課・

障害施策推進課・保育課）

災害時に要配慮者が生活上の配慮を受け、安心して福祉避難所で生活できるよう、感染症

への対策を検討するとともに、必要な資機材・物資等の点検・整備を行い、避難所としての

機能の維持を図ります。また、発災時対応マニュアルを更新し、より実効性のあるものにな

るよう見直しを図っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・福祉避難所の対象者の選定方針

の検討

・福祉避難所における配慮事項な

ど課題について検討、発災時対

応等運営マニュアルの作成

・福祉避難所への移送方法、移送

手段の検討

・福祉避難所発災時対応等運営

マニュアルの更新

・福祉避難所の対象者の選定方

針及び移送方法・移送手段の

方針策定

・福祉避難所間の連携方法につ

いて課題の整理、検討、実施

継続
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（３）在宅避難生活の支援の推進

避難所以外の自宅等に滞在（在宅避難）する災害時要配慮者※について、被災に伴う新た

な課題や生活ニーズを把握し、体調不良が続いている人を適切な支援につなげるために、避

難行動要支援者※名簿や個別支援プランを活用する等、被災者に関する情報を早期に把握す

る体制を整備します。

また、災害時要配慮者が避難所以外の自宅等において、健康で安心して避難生活を送るこ

とができるよう、食糧や水等の必要な生活関連物資の配布、住まいや生活環境に関する正確

な情報の提供や、保健師等による巡回健康相談等保健医療サービスの提供など、生活環境の

確保が図れるよう支援体制を整備します。

＜計画事業＞

①要配慮者の在宅避難生活の支援体制の充実【重点】（防災課・健康福祉計画課・福祉総合課・

高齢福祉課・障害者支援課・関係各課）

災害時に在宅の要配慮者が安心して生活を送ることができるよう、在宅避難者の情報や必

要な支援の把握、物資提供や福祉サービス等支援の方法等、具体的な支援策を充実します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・生活必需品供給のため、食糧や

資機材の整備、拡充

・生活必需品の供給を行うため

の体制整備や協定締結の検討、

調整、締結

・必要な情報を的確に伝える体

制の整備

継続
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第２節　地域包括ケアシステムの深化・推進

地域包括支援センターの機能強化１

現 状

区では、地域包括支援センター※を「住民に身近な保健福祉の総合相談窓口」と位置付け、

地域包括ケアシステム※の拠点として５地区に１か所ずつ設置し、保健師・看護師、社会福

祉士及び主任介護支援専門員などの専門職を配置しています。

介護保険法に基づく地域包括支援センターの業務に加えて、高齢者、障害者、子ども、生

活困窮者※など全ての区民を対象に世帯が抱える複合的な課題を丸ごと受け止め、専門機関

や区の関係部署、地域の様々な団体や関係者と密接に連携・協働して、適切な支援や地域資

源につなげる役割を担っています。

また、働きながら在宅療養を支える家族や、仕事と介護の両立に不安や悩みを抱える就業

者等に対する相談支援の充実・強化を図るため、土曜日は午後５時まで、平日は午後７時ま

で窓口を開設しています。さらに、住区センターなど身近な場所で気軽に相談ができるよう、

定期的に「出張相談」を実施するとともに、地域包括ケアシステムを実現するための基盤と

なる地域ケア個別会議を開催しています。

地域包括支援センターがその機能を適切に発揮していくためには、業務の状況を明らかに

し、必要な機能強化を図る必要があります。平成３０年施行の改正介護保険法により、行政

や地域包括支援センターは、事業について評価を行うとともに、必要な措置を講じることが

義務化されました。区においても、毎年、地域包括支援センターの事業評価を行っています。

新型コロナウイルス感染症の影響により、地域での見守り活動が弱まり、地域包括支援セ

ンターに期待される役割も大きくなっています。

課 題

近年、８０５０問題※や育児と介護のダブルケア問題など、地域住民が抱える課題は、複雑

化・複合化しており、公的な支援制度では対応できない制度の狭間の課題も多く見られます。

地域包括支援センター※は、介護予防ケアマネジメントや包括的支援事業等の実施を通じ

て、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、住

民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的としています。今後、地

域包括ケアシステム※の構築を推進していく上で、その機能強化が重要な課題です。

他方、地域包括支援センターが地域において求められる機能を適切かつ十分に発揮するた

めには、相談支援の充実、アウトリーチ※機能の充実を図る必要があり、人員体制の強化等

が必要です。

さらに、今般の新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響等に対応し、２４時間３６５日

の「地域住民にとって最も身近な相談窓口」として、分野横断的に相談を受け、寄り添った

支援を継続していくことが必要です。合わせて、地域の様々な団体や関係機関と連携し、新

たな社会資源の開発を行うなど、より高いレベルの役割を担っていく必要があります。

また、地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくりを目的として、介護支援専門員に

対してだけでなく、地域住民やサービス事業所等に対して、介護予防や自立支援に関する理

解を促し、地域で適切なケアマネジメントが行われる環境を整備していく必要があります。

目黒区保健医療福祉計画
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さらに、地域ケア個別会議の開催等により、多様な職種や機関との連携・協働による地域包

括支援ネットワークの構築を進めるとともに、住民や関係団体に対して、地域包括支援セン

ターの一層の周知を図る必要があります。

施策の体系 １ 地域包括支援センターの機能強化

（１）相談支援体制の強化

（２）地域及び関係機関との連携の強化

施 策

（１）相談支援体制の強化

「住民に身近な保健福祉の総合相談窓口」である地域包括支援センター※は、これまで以上

に地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズや、制度の狭間の課題への対応が求められます。

地域包括ケアシステム※を実現するための基盤となる地域ケア個別会議や研修等を通じて、

職員の資質の向上を図るとともに、業務の効率化に努めます。

また、地域包括支援センターの運営評価結果に基づき、現在の保健師・看護師、社会福祉

士及び主任介護支援専門員の３職種だけでなく他の職種を含めた層の厚い体制を整備してい

きます。職員体制の充実に加え、住民がより身近に相談しやすい環境づくりや多職種による

連携を進めていきます。

＜計画事業＞

①地域包括支援センターにおける相談支援体制の充実【重点】（福祉総合課）	 再掲

在宅介護や在宅療養を支える家族や、仕事と介護の両立に不安や悩みを抱える就業者に対

する相談支援の充実・強化に取り組むとともに、身近な地域で相談できるよう地域包括支援

センター※の窓口の充実を図ります。また、住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す

るため、専門性の高い人材の確保と育成に努めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・開設時間延長実施（月曜～金曜

　日：午後７時まで延長）

・出張相談実施（各地区月 1 回～

2 回）

・日曜日の開設についての検討・

実施

・出張相談の場所、回数の拡充

・地域包括支援センター支所等

設置についての検討、順次開

設

・配置職種等についての検討・

拡充

検証・検討を踏ま

えた試行・改善等
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②地域ケア会議の推進【継続】（福祉総合課）	 再掲

要介護になっても地域で暮らし続けられる地域づくりのために、地域ケア会議では、支援

が困難な事例の検討を行い、検討事例を通して地域の課題を抽出しています。抽出された地

域課題を関係者で共有し、地域づくりや政策に反映するよう取り組んでいきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

地域ケア会議（地域ケア個別会議・

地域ケア推進会議）の開催

・地域ケア個別会議において個

別支援の事例検討、地域課題

の抽出・共有

・地域ケア推進会議において地

域課題解決のための検討

継続

（２）地域及び関係機関との連携の強化

地域包括支援センター※が、制度の狭間にある人や複雑な課題を抱える人に対する支援を

充実させていくために、各地域包括支援センターに配置した地域連携コーディネーター等を

中心に、地域資源の掘り起こしや地域のネットワークづくりに取り組みます。

また、地域包括支援センターが「住民に身近な保健福祉の総合相談窓口」としての役割を

果たしていくため、地域の相談支援機関や医療機関等、関係機関との連携を強化していきま

す。

＜計画事業＞

①地域包括支援センターの認知度向上及び支援体制強化【重点】（福祉総合課）

地域資源の掘り起こしや地域のネットワークを構築するため、地域包括支援センター※の

地域連携コーディネーターと生活支援体制整備事業の生活支援コーディネーター※等が効果

的に協働していきます。また、「住民に身近な保健福祉の総合相談窓口」である地域包括支

援センターの認知度向上を図り、関係機関と円滑に連携していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・認知度向上の取組

・関係機関との連携強化

・継続

・関係機関・団体との協働事業

の企画・実施

・各地域包括支援センターにお

ける地区研修会等の実施

継続
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介護サービス基盤の整備と家族介護者等への支援の充実２

現 状

介護保険制度は創設から２０年が経ち、サービス利用者は制度開始時の３倍を超えました。

また、介護サービスを提供する事業者も着実に増加し、高齢者とその家族を支える制度とし

て区民に定着しています。一方で、介護サービスが利用できない等の理由によりやむを得ず

離職する「介護離職」や、高齢者が高齢者を介護する「老老介護」など、介護が必要な高齢

者を取り巻く様々な課題も生じています。

区が令和元年度に要介護認定を受けていない６５歳以上の人を対象に実施した「介護予

防・日常生活圏域ニーズ調査」では、介護などが必要になった場合、あるいは要介護度が重

くなった場合に望む暮らし方として、「介護サービスなどを利用して自宅で暮らしたい」が

３４．２％、「主に家族や親族に世話をしてもらいながら、自宅で暮らしたい」が１３．９％、「高

齢者向けの住宅に住み替えて、介護サービスなどを利用しながら暮らしたい」が１２．０％で、

自宅等での暮らしを希望する人は６０．１％となりました。一方で、「特別養護老人ホームに

入りたい」が７．６％、「有料老人ホーム、認知症高齢者グループホーム※などで暮らしたい」

が６．４％と、施設等での暮らしを希望する回答が合わせて１４．０％となりました（調査結

果は 232 ページ）。

要介護認定を受けている方を対象に実施した「介護保険居宅サービス利用者調査」におけ

る同様の設問では、「介護サービスなどを利用して自宅で暮らしたい」が３６．８％、「主に

家族や親族に世話をしてもらいながら、自宅で暮らしたい」が１９．６％、「高齢者向けの住

宅に住み替えて、介護サービスなどを利用しながら暮らしたい」が３．９％で、自宅等での

暮らしを希望する人の割合は６０．３％となり、「介護予防・日常生活ニーズ調査」の結果と

ほぼ同じでした。また、特別養護老人ホームが１１．２％、有料老人ホーム等が７．１％でし

た（調査結果は 223 ページ）。

介護を必要とする高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、在宅での生

活を支える居宅サービスや、在宅生活の継続が困難な方のための施設サービスの提供が不可

欠です。区では、補助制度の実施等により地域密着型サービス※や特別養護老人ホーム等の

整備を促進しています。

また、家族介護者等を支援するため、「介護者の会」「コミュニティカフェ」の開催や、「認

知症の人と家族の応援ボランティア養成講座」「訪問保健相談事業」等を実施しています。

課 題

今後、介護ニーズが高い８５歳以上の高齢者の増加により、介護サービスの需要はさらに

増えるものと見込まれており、今後も引き続き、介護サービス基盤の整備を進めていく必要

があります。介護サービス基盤は、在宅の限界点を高めていくことを念頭に置き、訪問・通

所サービス、短期入所サービス、居住系サービス、施設サービスのバランスを考慮しながら

整備していくことが重要です。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響が懸念されていますが、介護サービス事業所・施

設が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活を継続する上で欠かせないも

のであるため、十分な感染防止対策を行った上で、必要なサービスが継続的に提供されるよ

う、引き続き支援していく必要があります。

また、要介護者を在宅で介護する家族等への支援の充実も必要です。令和元年度に区が
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家族介護者等に対して実施した「在宅介護実態調査」では、介護と仕事の両立以外の困

りごと（複数回答）として、「精神的に疲れている」が４３．３％、「自分の時間がとれな

い」が４１．８％、「緊急時の対応に不安がある」が３８．４％、「身体的に疲れている」が

３８．２％となっています（調査結果は 228 ページ）。また、介護者が安心して介護するた

めに必要な支援（複数回答）として、「介護者の病気・急用などのときに利用できる訪問サー

ビス・宿泊サービス」が５２．４％、「ショートステイなど介護者の休養などに充てる時間が

できる介護サービス」が４３．７％となっています（調査結果は 229 ページ）。

調査結果からは、家族介護者等が心身ともにゆとりがない状況がうかがえます。精神的な

負担を軽減するための支援や、介護の負担を軽減するための支援等、様々な方面からの支援

を行う必要があります。

また、介護と育児を同時に担うダブルケアや８０５０問題※のほか、介護等により学業に

専念できない若者、いわゆるヤングケアラーの問題についても検討する必要があります。

施策の体系 ２
介護サービス基盤の整備と家族介護者等への支援の
充実

（１）介護サービス基盤の整備

（２）介護者・家族支援の充実

施 策

（１）介護サービス基盤の整備

介護を必要とする高齢者が、介護サービス等を利用しながら住み慣れた地域で自分らしく

暮らし続けられるよう、小規模多機能型居宅介護※や認知症高齢者グループホーム※などの地

域密着型サービス※の整備を促進します。

また、様々なサービスを利用しても在宅生活を継続することが困難な中重度の要介護高齢

者が必要な介護サービスを受けられるよう、特別養護老人ホームの整備促進を図ります。

＜計画事業＞

①地域密着型サービスの整備促進【重点・数値】（高齢福祉課・介護保険課）	 再掲

認知症などの高齢者が住み慣れた地域で生活が続けられるように地域密着型サービス※の

整備を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・認知症高齢者グループホーム※

　１４か所３０ユニット

・小規模多機能型居宅介護※

　６か所

・看護小規模多機能型居宅介護

　１か所

・認知症対応型通所介護４か所

・認知症高齢者グループホーム

　６ユニット整備

・小規模多機能型居宅介護

　２か所整備

・看護小規模多機能型居宅介護

　２か所開設（第四中学校跡地）

・認知症対応型通所介護

　１か所開設（第四中学校跡地）、

２か所整備

整備（第９期介護

保険事業計画で定

める）
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②特別養護老人ホームの整備促進【重点・数値】（高齢福祉課・介護保険課）

中重度の要介護者の増加に対応した特別養護老人ホームの整備を促進します。また、新規

の特別養護老人ホーム開設に併せて、老朽化した区立特別養護老人ホーム中目黒の改修工事

を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

特別養護老人ホーム７か所（区内）・２か所開設（第四中学校跡地、

目黒三丁目国有地）

・区立特別養護老人ホーム中目

黒の改修工事

・新規整備の検討

・敷地分割を前提とした国家公

務員駒場住宅跡地の整備

整備

③高齢者施設に係る区有地、国・都有地、既存施設等の活用の促進【継続】（高齢福祉課・

介護保険課・経営改革推進課）

高齢者施設整備に当たり、区有地、国・都有地、地域の既存施設等の活用を検討し、民間

事業者の参入を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

活用の検討 ・継続

・第四中学校跡地活用による特

別養護老人ホーム・障害者入

所施設等複合施設の開設

・目黒三丁目国有地活用による

特別養護老人ホームの整備・

開設

・敷地分割を前提とした国家公

務員駒場住宅跡地の整備

継続

（２）介護者・家族支援の充実

家族介護者を支援するため、介護者同士の交流を図り、介護に関する情報交換を行う機会

の提供を継続します。区内５地区で開催している「介護者の会」への支援や、家族介護者、

地域住民、医療や介護の専門職など、誰でも参加できる「コミュニティカフェ（ボランティ

アが運営するカフェ）」や、「Ｄカフェ（ＮＰＯ法人が運営する認知症カフェ）」の活動を引

き続き支援していきます。また、ヤングケアラー※への支援にも取り組みます。

家族介護者等を対象に看護師等が訪問する「訪問保健相談事業」では、介護者自身の健康

管理や具体的な介護方法の助言及び精神的支援を継続していきます。

また、家族介護者を支援するため、ショートステイ事業の充実を図ります。

障害のある人は、高齢化の進展、障害の重度化、日常的に医療的ケア※を必要とする等、様々

な状況で地域生活をしています。また、障害のある人を支援している家族の高齢化が進み、

介護や病気等の事情により支援することが困難な場合が生じることがあります。在宅生活を
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支える居宅介護事業、緊急時に対応するための短期入所、医療的ケアを必要とする場合に訪

問看護師を派遣する重症心身障害児（者）※在宅レスパイト事業を実施します。

＜計画事業＞

①訪問保健相談事業【新規】（福祉総合課）

家族介護者等に対して、心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ることを目的に、訪

問指導員 ( 保健師・看護師・理学療法士等 ) が自宅を訪問し、保健相談を行います。家族介

護者自身の健康に関する相談や具体的な介護方法の助言及び介護負担感を軽減するための精

神的支援等を行い、介護者支援の充実を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

訪問保健相談事業の実施 ・継続

・家族介護者支援として相談支

援の充実

継続

②家族介護者の交流機会の充実【継続】（福祉総合課）

家族介護者が社会から孤立することなく、介護者同士の交流を深め、精神的な負担の軽減

や介護に関する情報交換などを行える場として「介護者の会」「コミュニティカフェ」「D カ

フェ（認知症カフェ）」を開催します。ボランティアの養成等により運営を支援するほか、

地域包括支援センター※の認知症支援コーディネーターを中心に相談支援の充実を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・「介護者の会」５か所

　（月１回、各地区で開催）

・「コミュニティカフェ」区内３か

所

・「D カ フ ェ（ 認 知 症 カ フ ェ）」　

NPO 法人 D カフェ net が区内

を中心に１０か所運営

・認知症支援コーディネーターの

配置

・「介護者の会」運営支援

・「コミュニティカフェ」「D カ

フェ」の活動支援

・認知症支援コーディネーター

の配置

・ヤングケアラー※への支援

継続

③ショートステイ事業の実施【数値】（高齢福祉課）

在宅の要介護高齢者の心身の状況の変化や、介護者の病気、冠婚葬祭、出張等の際にショー

トステイの利用を促進し、介護者を支援していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・短期入所生活介護（特別養護老

人ホーム併設７か所）

・短期入所療養介護（介護老人保

健施設２か所、介護医療院１か

所）（空床利用）

・継続

・特別養護老人ホーム併設短期

入所生活介護２か所開設（第

四中学校跡地、目黒三丁目国

有地）

継続

目黒区保健医療福祉計画
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④緊急ショートステイ事業の実施【重点】（高齢福祉課）

介護者の急病、冠婚葬祭、介護疲れ等により、在宅の要介護高齢者が介護を受けられない

場合に、緊急に利用が可能なショートステイのベッドを確保します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・区内特別養護老人ホーム（１床）

・有料老人ホームのベッド借上げ

（１床）

継続 継続

⑤病院ショートステイ事業の実施【継続】（高齢福祉課）

医学的管理が必要なため、ショートステイの利用が困難な状態の在宅療養高齢者に区内病

院のベッドを確保します（介護保険対象外）。事業実施においては、在宅療養支援病床事業

との調整を図っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区内病院４か所（４床） 継続 継続

⑥短期入所事業の実施【継続】（障害施策推進課・障害者支援課）

障害のある人が、本人や介護者等の事情により、一時的に利用できる短期入所サービスを

提供します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・区内緊急一時施設保護等	６床

・区外施設（区独自事業）	 ３床

・継続

・令和３年度に短期入所

2 床開設

継続

⑦重症心身障害児（者）と家族の支援【継続】（障害者支援課）

在宅の医療的ケア※を必要とする重症心身障害児（者）※を対象に訪問看護師を派遣する重

症心身障害児（者）在宅レスパイト事業を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・契約訪問看護ステーション数　

２４か所

・実利用者数　２５人

・派遣回数１４８回

　（令和２年９月末実績）

継続 継続
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生活支援サービスの充実３

現 状

令和元年度に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」及び「高齢者の生活に関す

る調査」において、介護などが必要となったときの暮らし方として、６～７割の方が、介護

サービスの利用や家族・親族に世話をしてもらいながら自宅で暮らしたいと回答しています

（調査結果は 232 ページ及び 237 ページ）。

区は、介護保険サービス及び介護予防・日常生活支援総合事業と介護保険外のサービスを

高齢者のニーズに合わせて適切に組み合わせて行動力の低下に対応する多様な支援を行い、

介護が必要な高齢者と、その家族を支えるサービス及び自立を保つためのサービスの柔軟な

提供を図っています。

ひとり暮らし等の高齢者については、緊急時や災害時に安否確認や避難支援を円滑に行う

ことができるように「ひとりぐらし等高齢者登録」を実施するとともに、登録者の実情に応

じた様々な生活支援サービス（非常通報システム設置事業、配食サービス、高齢者在宅支援

ヘルパー派遣事業、安否確認・緊急時への対応など）の勧奨を行っています。

介護予防・日常生活支援総合事業では、要支援認定者及び基本チェックリストの結果でサー

ビス事業対象者と判定された人に対して、介護予防・生活支援サービス事業として、介護事

業者による従前のサービス（予防給付相当、区独自基準）、支え合い事業、短期集中予防サー

ビスを実施しています。また、生活支援体制事業は、区内５地区にサービス等の資源開発・

関係者間のネットワーク構築等を担う生活支援コーディネーター※を配置するとともに、多

様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働の場である第２層協議体を設置していま

す。

課 題

団塊の世代がすべて７５歳以上となる令和７年（２０２５年）以降は高齢化が加速し、高

齢者人口がピークを迎える令和２２年（２０４０年）にかけて、支援が必要な高齢者が増加

するものと見込まれます。こうした状況を踏まえて、生活支援サービスを充実させて、地域

で高齢者を支える仕組みを構築していくことが必要です。

また、サービスの担い手がさらに不足していくことが見込まれ、高齢者を含めた担い手の

発掘・育成等の地域資源の開発やそのネットワーク化などを多面的に推進していくために、

生活支援コーディネーター※が情報を収集し、関係づくりに努めていく必要があります。

このため、住民参加型のサービスを民間企業等がサポートするなど、連携の可能性の検討

やコーディネート機能の強化が望まれます。地域住民やボランティアなどが、より安全、安

心に生活支援サービスの担い手として活動するために、新型コロナウイルスを含む感染症等

への正しい理解や感染予防についての情報などを提供していくことが必要とされています。

施策の体系 ３ 生活支援サービスの充実

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の推進

（２）在宅生活の支援の充実

目黒区保健医療福祉計画
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施 策

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の推進

介護予防・日常生活支援総合事業において、訪問型・通所型の介護事業者によるサービス

を継続するとともに、住民主体による「支え合い事業」の充実を図ります。

訪問型支え合い事業の実施団体である目黒区社会福祉協議会及びシルバー人材センターで

は、担い手に対しての支援として介護保険制度や認知症の理解を深めるなどの養成研修を実

施していきます。通所型支え合い事業については、地域の居場所づくりの促進を図るために、

必要な活動の支援を行います。また、新型コロナウイルス感染症の感染予防を習慣とする「新

しい生活様式」を実践しながら活動する方法について検討していきます。

＜計画事業＞

①介護予防・生活支援サービス事業の充実【継続】（介護保険課）

要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、介護予防と生活支援を目的とした

訪問型・通所型・生活支援サービスを充実するとともに、住民主体の多様なサービスを推進

し、要支援者等が自身の状態に応じて選択できるサービスや支援を充実します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

訪問型・通所型それぞれで介護サー

ビス事業所が実施する「予防給付

相当サービス」「区独自基準サービ

ス」、住民主体による「支え合い事

業」、機能改善に特化した「短期集

中予防サービス」を充実し、利用

を推進

継続 継続

②生活支援体制整備事業の推進【重点】（介護保険課・健康福祉計画課）	 再掲

地域の活動団体等の情報共有・連携の場として日常生活圏域単位で設置された第２層協議

体において、地区ごとに多様な支え合い活動団体のネットワークを構築し、区全域を対象と

した第 1 層協議体の発足につなげ、生活支援サービスの創出を行っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

全地区に第２層協議体を設置 ・生活支援コーディネー

ター※による協議体の活

動の支援

・第２層協議体による地

域課題の共有及び生活

支援サービスの創出

・区全域を対象とした第

１層協議体の設置

・継続

・第１層協議体による全

区課題の情報共有
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（２）在宅生活の支援の充実

日常生活に不安を抱え、定期的な見守りを必要とするひとり暮らしの高齢者や高齢のみの

世帯などを対象とした安否確認や緊急時対応の支援を充実させ、日常生活で必要な行動力の

低下に対応する多様な支援を行います。

また、介護が必要な高齢者と、その家族を支えるサービス及び自立を保つためのサービス

の柔軟な提供を図ります。

＜計画事業＞

①ひとりぐらし等高齢者登録【数値】（高齢福祉課）

ひとり暮らし等の高齢者の住所、氏名、緊急連絡先等を区へ登録し、緊急時や災害時に安

否確認や避難支援を円滑に行うことができるようにするとともに、登録者の実情に応じた生

活支援サービスの勧奨を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

ひとりぐらし等高齢者登録者数

６，８２９名（令和２年１０月１日

現在）

・継続

・登録の勧奨（目標値：

新規登録２，５００人）

・継続

・登録の勧奨（目標値：

新規登録２，５００人）

②非常通報システム設置事業の実施【重点】（高齢福祉課）

ひとり暮らし等高齢者の安否確認のため、自宅で急病や事故が起きた場合、専用の通報機

でコールセンターに連絡し、必要に応じて救急車や現場派遣員の出動要請を行う非常通報シ

ステムを設置します。また、一定時間内に利用者の動きがない場合にセンサーが自動通報す

る生活リズムセンサーの併設を促していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

６２１台（うち生活リズムセンサー

併設１７６台。令和２年１０月末

現在）

継続 継続

③配食サービスの実施【継続】（高齢福祉課）

ひとり暮らし等の高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、

安否確認及び食の確保を目的として、配食サービスを実施しています。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

７６３名受給、延べ６２，７５５食

（令和２年９月末現在）

継続 継続

目黒区保健医療福祉計画
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④高齢者在宅支援ヘルパー派遣事業【継続】（高齢福祉課）

ひとり暮らし等高齢者の銭湯や理美容室、病院内での介助等、介護保険では対応できない

外出支援サービスを提供します。また、身体上の急変等により緊急かつ一時的な介護を必要

とする人や生活環境の改善が必要な人に、緊急一時対応のヘルパーや生活の管理・指導を行

うヘルパーを派遣します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

５２名受給（令和２年９月末現在）継続 継続

⑤会食サービスの実施【継続】（高齢福祉課）

地域の居場所である「地域交流サロン」において、食の確保、栄養改善を目的として、管

理栄養士によるきめ細かな栄養相談・指導や栄養バランスの取れた食事の提供を実施するこ

とで、在宅高齢者の閉じこもり防止や食生活の改善、健康の増進を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区内５か所で実施（３か所は自主

事業）（新型コロナウイルス感染症

の影響により一部のみ実施）

・継続

・事業内容の充実

・新規２か所開設

継続

⑥地域交流サロン事業の推進【継続】（高齢福祉課）

在宅高齢者の閉じこもりを防ぐとともに、介護予防など高齢者の在宅生活に資する活動を

展開するため、地域に住む高齢者の居場所として食事の提供、相談、イベント等を開催する

「地域交流サロン」事業を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区内５か所で実施（３か所は自主

事業）（新型コロナウイルス感染症

の影響により中止）

・継続

・事業内容の充実

・新規２か所開設

継続

―　62　―



住まいの確保４

現 状

平成２９年１０月、国は、高齢者、障害者、子育て世帯等の「住宅確保要配慮者」の今後

の増加を見据えて、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（住宅

セーフティネット法）を改正し、住居確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度、

登録住宅の改修費や家賃軽減への補助等の経済的支援、居住支援事業を行う居住支援法人制

度など、民間賃貸住宅や空き家を活用した「新たな住宅セーフティネット制度」を本格的に

始めました。

令和元年度に区が実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」及び「高齢者の生活に

関する調査」では、介護などが必要となったときの暮らし方として、６～７割の方が自宅等

での暮らしを希望しており、高齢者の多くが住み慣れた地域に暮らし続けることを望んでい

ることがうかがえます（調査結果は 232 ページ及び 237 ページ）。

区では、身体状況、経済状況など、多様なニーズに応じて住まいを選択し、安心して住み

慣れた地域で暮らし続けることができるよう、高齢者福祉住宅、都市型軽費老人ホーム及び

障害者グループホーム※などの施設を整備しているほか、民間賃貸住宅の情報提供、家賃等

債務保証及び家賃助成を実施しています。

新型コロナウイルス感染症の影響により、生活困窮状態に陥った方が急増し、住まいを失

うおそれのある方が増加しています。生活困窮世帯に対する支援として、住居確保給付金の

支給を実施し、住まいを失った人には、一時的に居住できる場所として、緊急一時保護施設、

無料低額宿泊所、厚生関係施設などの施設を提供しています。

課 題

住まいは、人が地域社会とのつながりを保ちながら生活していく拠点であり、その確保は、

自立した生活を営むためにも重要です。社会的孤立、経済的困窮状態にある人の住まいの確

保と日常の生活支援を組み合わせた支援は、最後まで住み慣れた地域での生活を目指す地域

包括ケアシステム※構築の基本にかかわる重要な課題です。

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯など住宅の確保に配慮を必要とする「住

宅確保要配慮者」は、適切な住まいを確保することが難しい場合があるため、様々な支援に

より住宅セーフティネットを確保していく必要があります。

新型コロナウイルス感染症の影響により、安定した住まいを維持することが困難な人が急

増する中で、区は、引き続き、住宅確保要配慮者の居住支援を強化していくため、各事業の

より効果的な運営の在り方について調査研究し、住宅分野と福祉分野、行政と民間が連携し

て、住宅確保要配慮者の居住支援体制を整備していく必要があります。

住宅確保要配慮者が地域で安心して暮らし続けることができるよう、住宅マスタープラン

と整合を図りながら、区営住宅、高齢者福祉住宅を継続して提供していく必要があります。

また、住宅の確保については、区による住宅の新設が困難な状況を考慮し、区有施設の見直

しの取組を踏まえ、既存の区有施設の大規模改修や建て替えの機会を捉えて、更なる拡充に

努める必要があります。

高齢者等への支援に当たっては、入居時の安否確認の連携強化などの施策をさらに推進し

ていく必要があることから、住まいに困窮する個々の課題に応じた支援を展開するため、緊

急一時宿泊先の確保・拡充、他機関との連携を通じた住まいの確保に努めることが必要です。
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障害者の高齢化、重度化や親亡き後を見据えて、障害のある方が支援を受けながら住み慣れ

た地域で暮らし続けられるよう、引き続き、民間活力を活用して、グループホーム※の整備

を進めていく必要があります。整備に当たっては、国公有地や既存施設等の活用についても

検討・促進を図ることが必要です。生活困窮者※については、生活困窮者自立支援制度や生

活保護制度など、適切な制度を利用できるよう支援する必要があります。

施策の体系 ４ 住まいの確保

（１）区営住宅・福祉住宅等住まいの提供

（２）多様な世帯が安心して住み続けるための居住支援

（３）住宅施策と福祉施策が連携した切れ目のない支援

施 策

（１）区営住宅・福祉住宅等住まいの提供

高齢者、障害者、子どものいる世帯や、様々な理由で生活に困窮する家庭など、住宅の確

保に特に配慮が必要な住宅確保要配慮者に対して、区営住宅及び高齢者・障害者向け福祉住

宅を適切に確保し、供給していきます。

また、高齢者の身体状況、生活形態、経済状況等に応じた多様なニーズに応えるために、

認知症高齢者グループホーム※や都市型軽費老人ホームの供給を進めます。また、障害のあ

る人の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据えて、支援を受けながら住み慣れた地域で安心

して暮らし続けることができるよう、区有地等の活用や民間活力等を検討しながら、障害者

グループホームの整備支援を進めていきます。

＜計画事業＞

①区営住宅の供給【継続】（住宅課）

住宅に困窮する高齢者、障害者、生活に困窮し住宅確保が困難な人が、自立して地域で生

活ができるよう区営住宅を継続して提供していきます。

入居者募集においては、ひとり親世帯、高齢者世帯、障害者世帯等の要配慮世帯に対して

優遇抽選を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区営住宅管理戸数　計５９１戸

（令和２年４月現在）

継続 継続

②高齢者福祉住宅の供給【継続】（住宅課・高齢福祉課）

住宅に困窮する高齢者が自立して地域で居住生活ができるよう、高齢者福祉住宅を提供し

ていきます。新たな高齢者福祉住宅の整備については、区有施設の見直しの取組を踏まえつ

つ、大規模改修・建替えの機会などを捉え、既存施設の転用等により整備を進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

高齢者福祉住宅の管理戸数

単身用２２０戸、世帯用２０戸

計２４０戸

職員住宅跡施設の高齢者

福祉住宅への転用の検討・

整備

継続
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③都市型軽費老人ホームの整備促進【数値】（高齢福祉課）

自立した日常生活を営むことに不安があり、家族による援助を受けることが困難な高齢者

に、低額な料金で入居でき、食事の提供、生活相談等のサービスを受けながら自立した生活

を送ることができる住まいを提供するために、都市型軽費老人ホームの整備を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

都市型軽費老人ホーム１か所 ・１か所開設（第四中学

校跡地）定員２０名

・整備の検討

整備の検討

④サービス付き高齢者向け住宅の整備促進【継続】（住宅課・高齢福祉課）

サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者世帯が安心して生活ができるようバリアフリー※

構造等を有し、ケアの専門家等による生活相談サービス、安否確認サービス等が提供される

住宅ですが、区内には未整備の状況のため、整備を検討する事業者に補助制度の情報提供等

の支援を行い、住宅の供給を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未整備 サービス付き高齢者向け

住宅の供給促進

サービス付き高齢者向け

住宅の供給促進

⑤地域密着型サービスの整備促進【重点・数値】（高齢福祉課・介護保険課）	 再掲

認知症などの高齢者が住み慣れた地域で生活が続けられるように地域密着型サービス※の

整備を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・認知症高齢者グループホーム※

　１４か所３０ユニット

・小規模多機能型居宅介護※

　６か所

・看護小規模多機能型居宅介護

　１か所

・認知症対応型通所介護４か所

・認知症高齢者グループ

ホーム

　６ユニット整備

・小規模多機能型居宅介

護

　２か所整備

・看護小規模多機能型居

宅介護

　１か所開設（第四中学

校跡地）

・認知症対応型通所介護

　１か所開設（第四中学

校跡地）、２か所整備

整備（第９期介護保険事

業計画で定める）
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⑥障害者グループホームの整備支援【重点・数値】（障害施策推進課）

障害のある人が支援を受けながら住み慣れた地域で暮らし続けるために、民間活力等を活

用し、障害者グループホーム※の整備を支援し、居住の場を確保していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・知的障害者グループホーム

　１４か所（総定員９１名）

・精神障害者グループホーム

　３か所（総定員２３名）

・福祉ホーム

　１か所（定員７名）

１か所の整備を支援 １か所の整備を支援

（２）多様な世帯が安心して住み続けるための居住支援

高齢者、障害者、子どものいる世帯や、様々な理由で生活に困窮する家庭など、住宅の確

保に特に配慮が必要な方が、安定した生活を送ることができるよう居住支援を行っていきま

す。

＜計画事業＞

①高齢者世帯等居住継続家賃助成【継続】（住宅課）

民間賃貸住宅に居住する高齢者世帯・障害者世帯に対し、住み慣れた地域で安心して住み

続けられるよう家賃助成を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

高齢者世帯・障害者世帯に対する

居住継続家賃助成を実施

継続 継続

②住宅リフォーム資金助成【継続】（住宅課）

区内にある賃貸用住宅の区民所有者が、空き家・空き室を利用して高齢者・障害者が住み

やすくするためのバリアフリー※リフォーム工事（手すりの取り付けや段差の解消など）を

する場合に助成を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

住宅リフォーム（バリアフリーリ

フォーム工事）資金助成の実施

継続 継続
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（３）住宅施策と福祉施策が連携した切れ目のない支援

高齢者、障害者、子どものいる世帯や、様々な理由で生活に困窮する家庭など、住宅の確

保に特に配慮が必要な住宅確保要配慮者が、住み慣れた地域で安心した生活を送ることがで

きるよう、福祉施策と住宅施策の連携を強化していきます。

単身高齢者等が民間賃貸住宅へ入居する場合、賃貸人等は入居後の対応などに不安を抱く

ことがあり、住宅確保に支障が生じている事例が多く見受けられます。円滑な住宅確保及び

居住の安定を図るため、賃貸人等の不安の緩和・解消に向けて、ひとりぐらし等高齢者登録

制度や入居後の支援に関する情報提供等を行います。

高齢者福祉住宅への入居者においては、ライフサポートアドバイザー制度を導入し、入居

後の自立生活のための切れ目のない支援を行っていきます。区営住宅に入居する高齢者には、

区営住宅の指定管理者と連携して、入居者の安心・安全のための支援を行っていきます。ま

た、地域包括支援センター※や、見守りネットワークなどとも連携し、重層的に住宅セーフティ

ネットを構築していきます。

＜計画事業＞

①高齢者福祉住宅でのライフサポートアドバイザー制度導入の推進【継続】（高齢福祉課）

高齢者福祉住宅において、入居者の生活相談、安否確認、緊急対応などを行い、地域の関

係機関との連携を図りながら、高齢者に住み慣れた地域での安全・安心な生活を提供するた

めに生活援助員を配置します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

高齢者福祉住宅９棟１３３戸で実

施

継続 継続

②民間賃貸住宅の情報提供【継続】（住宅課）

区内に１年以上居住する高齢者世帯・障害者世帯で、引き続き区内に居住することを希望

しながらも、自ら住宅を探すことが困難な人に対し、区内不動産関係団体の協力を得て、民

間賃貸住宅の情報提供を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

高齢者世帯・障害者世帯に対する

民間賃貸住宅の情報提供の実施

継続 継続
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③家賃等債務保証【継続】（住宅課）

民間賃貸住宅の情報提供の対象となった高齢者世帯・障害者世帯で、身元保証人等を得る

ことが困難な人については、賃貸借契約時に区内不動産関係団体に所属する事業者を通して

区が協定を結んだ保証会社による家賃等債務保証を利用することにより、円滑に入居できる

よう支援します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

高齢者世帯・障害者世帯に対する

家賃等債務保証の実施

継続 継続

④家賃等債務保証料の助成【継続】（住宅課）

民間賃貸住宅の情報提供の対象となった高齢者世帯・障害者世帯で、保証会社を利用して

賃貸借契約を締結するかたに対し、保証料の一部を助成します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

高齢者世帯・障害者世帯に対する

家賃等債務保証料の助成

継続 継続

⑤住宅確保支援の推進【継続】（生活福祉課・福祉総合課）

生活困窮者※及び生活保護受給者を対象に、複合的な課題を有し住宅の確保に困難を抱え

る人に対して、住宅情報関係機関との連携により民間の賃貸物件に関する住宅情報の提供支

援など住宅の確保に向けたサポートを行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・住宅情報関係機関との連携によ

る住宅情報提供支援の実施

・生活保護受給者に向けた社会参

加支援事業（住宅確保支援事業）

による住宅確保支援の実施

・住宅情報提供支援による住ま

いの確保

・社会参加支援事業（住宅確保

支援事業）による住宅確保及

び相談支援の充実

継続

⑥住居確保給付金の支給【継続】（福祉総合課）

生活困窮者自立支援法に基づき、離職等により住宅を喪失または喪失するおそれのある生

活困窮者※に対して、再就職等に向けた家賃相当の「住居確保給付金」を支給します。実施

に当たっては、就労支援等と一体的に実施し、効果的な自立の促進を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・新型コロナウイルス感染症の影

響に伴い、支給対象者が拡大さ

れた住居確保給付金の支給急増

・状況に応じてキャリア形成を含

む就労支援・家計改善相談支援

等を積極的に実施

・住居確保給付金の支給

・就労支援等との一体的実施

継続
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⑦高齢者等居住あんしん補助（少額短期保険等の費用助成）【新規】（住宅課）

民間賃貸住宅の情報提供の対象となった高齢者世帯・障害者世帯で、入居契約時に入居者

死亡時の補償内容として遺品整理費用、原状回復費用、家賃損失額の補填のいずれかが含ま

れている少額短期保険等に加入した場合、保険料等の一部を助成します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

高齢者世帯・障害者世帯に対する

高齢者等居住あんしん補助の助成

継続 継続

⑧住宅確保要配慮者に向けた事業等の検証及び運営のあり方等の調査・研究【継続】（住宅課）

住宅確保要配慮者に対する住宅セーフティーネット強化のため、庁内の連携体制を整備し、

住宅確保要配慮者に対する居住支援の取組を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

住宅確保要配慮者の居住支援に係

る庁内連携会議の実施

継続 継続
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在宅医療と介護・福祉の連携５

現 状

いわゆる団塊の世代が７５歳以上となる令和７年（２０２５年）を目途に、住み慣れた地

域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の医療・介護の関

係機関が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療と介護を一体的に提供するために必要な支

援を行うことが求められています。

国は、平成２６年、介護保険法の改正により在宅医療・介護の連携推進について制度化し、

平成３０年４月には全国の市区町村で事業が円滑に実施できるよう「在宅医療・介護連携推

進事業の手引き」を作成しました。

区では、国が掲げる事業項目に基づき、地域の医療・介護の関係機関・関係団体と協力し

て、医療や介護が必要な状態になっても在宅での療養生活を継続できるよう、在宅医療・介

護連携推進事業に取り組んでいます。

令和３年度には在宅医療・介護連携推進事業に関する見直しが実施され、日常の療養支援・

入退院支援・急変時の対応・看取りの４つの場面ごとに、PDCA サイクルに沿って取り組

むことが求められています。

令和元年度に６５歳以上の方に実施した「高齢者の生活に関する調査」では、人生の最期

を迎えたい場所について、４６．３％が「自宅」と回答し、長期療養の場所については「自

宅で療養し、悪化したときには入院して治療を受けたい」が４３．８％、「入院せずに自宅で

療養したい」が６．１％となっており、約半数の方が自宅での療養を希望しています（調査

結果は 237 ページ）。

【在宅医療・介護連携推進事業】

①地域の医療・介護の資源の把握

②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進

④医療・介護関係者の情報共有の支援

⑤在宅医療・介護連携に関する相談支援

⑥医療・介護関係者の研修

⑦地域住民への普及啓発

課 題

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人

生の最期まで続けることができるよう、国が掲げる事業項目を踏まえつつ、PDCA サイク

ルに沿った取組を継続的に行うことが求められています。

地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療と介護が提供される体制

構築のために、主治医が緊急訪問診療を行うことができない場合（夜間・休日など）に代理

の医師が往診する「２４時間診療体制（主治医・副主治医制など）」について検討していく

必要があります。

また、住み慣れた地域で本人の意思に沿った最期が迎えられるよう、人生の最終段階にお

いて、どのような医療や介護を受けて最期を迎えたいか等を検討するプロセス「人生会議※

（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）」に関する普及啓発等のため、本人・家族や医療・
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介護関係者に対する理解促進の取組を検討する必要があります。

本人や介護する家族の希望に沿った支援のためには、地域の医療・介護関係者等が多職種

で連携し、新型コロナウイルス感染症による感染リスクが懸念される中、持続可能な在宅療

養支援の方法を検討する等、相談支援体制の充実を図る必要があります。

施策の体系 ５ 在宅医療と介護・福祉の連携

（１）在宅療養のための地域資源の情報提供

（２）在宅医療と介護・福祉の連携

（３）区民への啓発事業及び在宅療養相談窓口の充実

施 策

（１）在宅療養のための地域資源の情報提供

在宅療養を必要とする人が住み慣れた地域で安心して在宅療養生活を送るため、身近な地

域の病院・診療所、歯科診療所、薬局、介護事業所等の情報を分かりやすく提供していきま

す。冊子版「在宅療養資源マップ」はパソコンやスマートフォン等を利用していない高齢者

等のために、今後も定期的な作成や配布を行います。

令和元年度から、誰でも容易に検索でき、利便性・情報更新の点でも効率的な電子版「医

療・介護資源情報提供システム」の構築を図り、令和２年度から運用を開始しています。引

き続き、医療機関・介護事業所等の協力を得ながら、関係者向けサイトについても円滑なシ

ステムの運用や情報更新を行っていきます。

＜計画事業＞

①在宅療養のための地域資源の情報提供【継続】（福祉総合課）

医療と介護の両方を必要とする人や、在宅療養生活を支える医療・介護の関係者に、身近

な地域の病院・診療所、歯科診療所、薬局、介護事業所等の情報を分かりやすく提供します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

電子版「医療・介護資源情報提供

システム」の運用を令和２年４月

から開始。広報やホームページで

周知し、活用を促進

・電子版「医療・介護資源情報

提供システム」の円滑な運用

・冊子版「在宅療養資源マップ」

の作成・配布

継続

（２）在宅医療と介護・福祉の連携

医療と介護は、それぞれを支える保険制度が異なることなどにより、多職種間の相互の理

解や情報共有が十分にできていないなどの課題があります。このため、区では多職種が連携

するためのグループワーク等を活用した研修を通じて、地域の専門性等の異なる多職種が共

通の課題や困難な状況を理解し、意見交換できる関係を構築できる研修の開催に取り組んで

います。お互いの業務の現状、専門性や役割等を知り、医療・介護関係者間の連携を円滑に

するために継続して実施します。今後は、リモート会議やオンラインによる研修等について

も検討・調整します。

また、地域包括支援センター※においては、地域に向けた活発な働きかけとなる内容の地

域密着型の多職種研修を開催します。

目黒区保健医療福祉計画
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＜計画事業＞

①在宅医療と介護の連携【継続】（福祉総合課）

地域の専門職同士が連携し、在宅療養を必要とする人をきめ細かく支援するため、多職種

による研修等を効果的に開催していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

在宅医療・介護連携に関する研修

（新型コロナウイルス感染症の影響

により中止）

在宅医療・介護連携に関する研

修

・全区型　実施

・地区型　実施

継続

②医療的ケアが必要な児童等への支援【重点】（障害者支援課）

重症心身障害児※（医療的ケア※児を含む）が地域で必要な支援を円滑に受けることができ

るよう、就学前及び就学後の療育体制整備を図ります。また、区内の重症心身障害児通所支

援事業所において、重症心身障害児の児童発達支援及び放課後等デイサービス※事業の両事

業を行う多機能型事業を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

令和２年７月から、児童発達支援

事業と放課後等デイサービス事業

の両事業を行う多機能型事業所が

支援サービスを実施

重症心身障害児（医療的ケア児

を含む）を対象に効果的な療育

が提供できるように支援の充実

を図る

継続

（３）区民への啓発事業及び在宅療養相談窓口の充実

住み慣れた地域で最期まで暮らし続けるための準備や看取りについて考える機会となるよ

う、在宅医療や介護に関する情報を広く区民に提供するための啓発事業や出前講座等を行い

ます。

国が平成３０年３月に改訂した「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関

するガイドライン」に沿って、どのような医療や介護を受けて最期を迎えたいか等を検討す

るプロセス「人生会議※（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）」の普及啓発に取り組

みます。

また、地域包括支援センター※の「在宅療養相談窓口」において、在宅医療・介護連携に

関する相談の受付、連携調整、情報提供等の機能を確保するとともに、地域包括支援センター

職員に対して相談業務向上のための研修を実施します。
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＜計画事業＞

①区民への啓発事業及び在宅療養相談窓口の充実【継続】（福祉総合課）

どのような人生の最期を迎えたいか等について区民自らが考える機会となるよう、人生会

議※（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）等の啓発事業に取り組みます。また、地域

包括支援センターの「在宅療養相談窓口」において、在宅療養生活への支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・在宅療養フェア in 目黒（中止）

・在宅療養相談業務向上研修

・各地域包括支援センターでの出

前講座

在宅療養に関する啓発事業の実

施

継続

介護・福祉人材の確保・定着・育成とサービスの質の向上６

現 状

少子・高齢化の進展等により、令和２２年（２０４０年）には、地域の高齢者介護を支え

る人的基盤の確保が大きな課題になると論じられるなど、人手不足の問題は福祉分野全体で

より一層深刻となることが見込まれます。サービス提供の根幹となる介護・福祉人材の確保・

定着・育成は、今後ますます重要となっています。区が、令和元年度に実施した「サービス

提供事業所調査」でも、約４割の事業所が職員の確保、離職対策が課題だと回答しています

（調査結果は 233 ページ）。

国は、２０２０年代初頭までに約２５万人の介護人材を確保するため、潜在介護人材の呼

び戻し、新規参入促進、離職防止・定着促進の３つの視点から介護人材確保対策に取り組む

こととしています。また、新しい経済政策パッケージに基づく介護職員の更なる処遇改善を

進めるものとしています。

区では、介護・福祉人材確保策として、介護職員宿舎借上げの支援、めぐろ福祉しごと相

談会の実施、介護・福祉人材育成事業など、様々な取組を進めています。新型コロナウイル

ス感染症の影響により、令和２年度は、イベントや研修を予定どおり開催できない状況とな

りました。研修等を開催する際は、感染症対策を適切に講じるためのより一層の工夫が必要

となっています。

また、適切な介護サービス提供のために介護サービス事業者向けに運営基準等の情報をよ

り効果的に発信していくことが求められています。

課 題

介護・福祉人材の確保については、引き続き事業の充実を図り、福祉職場の魅力ややりが

いを伝えていくことが大切です。また、人材を定着させるため、職員の定着・離職防止に向

けた取組を推進する必要があります。「めぐろ福祉しごと相談会」等を通じて魅力ある仕事

として関心を深めてもらい、福祉人材の確保や障害理解の促進を図っていくとともに、これ

までに実施してきた各事業の効果について検証していく必要があります。

外国人材の活用については、人材不足解消への期待が大きい反面、外国人労働者への支援

目黒区保健医療福祉計画
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が十分でない状況があります。まずは、実態把握に努め、外国人労働者の生活に必要な支援

などについて検討を進める必要があります。また、民間事業者においては、生活支援も含め

た人材派遣も始まっており、民間事業者の活用にも取り組んでいく必要があります。

新型コロナウイルス感染症の影響により、今後は ICT※等を活用した研修が中心となるこ

とが見込まれます。引き続き、都の ICT 推進補助金等の周知を行いながら、人材育成等に

おいても ICT 等を活用することが必要です。

サービスの質の向上については、区が介護事業者に対して行う実地指導、集団指導及び研

修のほか、介護事業者連絡会が行う研修等に対する支援や情報提供を引き続き行うことによ

り、現場職員が求める知識や技術等の習得を着実に進めていく必要があります。合わせて、

区は事業所自らが自主的に事業の運営状況を点検できるよう支援することが必要です。

また、令和３年度に開設する基幹相談支援センターでは、障害福祉における地域の相談支

援の機能強化や障害福祉サービス事業の支援力等の向上を目指して研修等を実施し、専門性

の高い人材を育成していくことが必要です。

施策の体系 ６
介護・福祉人材の確保・定着・育成とサービスの質の
向上

（１）介護・福祉サービス人材の確保・定着・育成

（２）苦情対応等の体制の充実

（３）介護・福祉サービス事業者の指導・育成

（４）サービス評価・公表の充実

施 策

（１）介護・福祉サービス人材の確保・定着・育成

特別養護老人ホーム等介護施設、障害福祉施設の従事職員の確保については、宿舎借上げ

や就職相談会などの支援を引き続き行うとともに、事業の効果を検証し、より効果的な支援

ができるよう支援内容の向上に努めます。

また、良質な介護サービス提供のため、介護支援専門員等を対象として、現場のニーズに

即した内容の研修を実施します。引き続き、介護事業者連絡会や主任介護支援専門員連絡会

を通じた研修や講演会の開催を支援し、介護サービス事業者同士の意見・情報共有を促すこ

とで、介護職員を育成し、サービスの向上につなげていきます。さらに、国や東京都と連携

しながら、介護ロボットやリモート会議等の ICT※を活用した人材育成の取組を進めていき

ます。

障害分野では、令和３年度に開設の基幹相談支援センターにおいて、受託事業者と障害福

祉サ―ビス事業者の連携を図り、専門性の高い福祉人材を育成していきます。また、介護サー

ビス事業者と障害福祉サービス事業者相互の知識・情報共有と連携を促進する取組を進めて

いきます。
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＜計画事業＞

①運営事業者への宿舎借上げ補助事業【継続】（高齢福祉課・障害施策推進課）

介護・看護従事職員、障害福祉の人材確保が難しい民間特別養護老人ホームと民間障害者

グループホーム※等に対して、職員が入居するための宿舎借上げに係る経費の一部を補助し

ます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区内の民間特別養護老人ホーム及

び民間障害者施設に対して、職員

の宿舎借上げに係る補助事業を実

施

継続 継続

②めぐろ福祉しごと相談会【継続】（高齢福祉課・介護保険課・障害施策推進課）

介護・障害福祉職員の人材確保が難しい区内介護事業所及び区内障害福祉サービス事業所

を対象に、ハローワーク等と連携して介護・障害福祉従事者向けの合同採用相談会を実施し

ます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

めぐろ福祉しごと相談会の実施

年２回（新型コロナウイルス感染

症の影響により全て中止）

継続 継続

③介護職員初任者研修及び実務者研修の受講費用助成【継続】（高齢福祉課）

介護人材の確保・定着・育成を支援するため、介護職員初任者研修及び介護職員実務者研

修の受講費用を助成して、区内事業所への就職のインセンティブと質の向上の両面から支援

します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

「介護職員初任者研修課程」及び「介

護職員実務者研修課程」の受講料

助成事業の実施

継続 継続

④介護・福祉人材育成事業【継続】（高齢福祉課・介護保険課）

介護福祉人材の育成によるサービスの質の向上と、離職防止を目的として、区内介護事業

所の職員等を対象とした「介護職員スキルアップ研修」を実施します。併せて、介護事業所

等の職員の悩みを幅広く相談することができる「なんでも相談窓口」を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・介護職員スキルアップ研修（年

間１１回）（新型コロナウイルス

感染症の影響により一部中止）

・なんでも相談窓口（毎週水曜日）

継続 継続
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⑤基幹相談支援センターによる人材育成【重点】（障害施策推進課）

令和３年度開設の基幹相談支援センターにおいて、地域の支援力の質の向上及び専門性の

高い人材を育成するために、障害福祉サービス事業者に対する研修等を計画的に実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 目黒区障害者自立支援協議会、

障害福祉サービス事業者との連

携を図り、研修や講演会、情報

交換等を実施

継続

⑥介護事業者に対する研修【継続】（介護保険課）

介護職員の質を向上させ、良質なサービス提供につなげていくことを目的に、介護支援専

門員を対象に、ニーズを踏まえた研修を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・介護支援専門員新任研修　１回

・介護支援専門員現任研修　１回

・主任介護支援専門員研修　１回

継続 継続

⑦目黒区主任介護支援専門員連絡会への支援【新規】（介護保険課）

主任介護支援専門員における研修及び演習での講師等を担える人材の育成、地域における

多職種連携等を目的に設立された「目黒区主任介護支援専門員連絡会」に対して、活動の支

援を行うとともに、介護支援専門員の資質向上を図るため、介護職員に必要な研修や講演会

の開催に対する支援や情報提供を行います。また、研修や講演会の開催に当たっては、リモー

ト会議等の ICT※を活用した人材育成の取組を進めていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・連絡会（研修や講演会等）

・リモート会議等の ICT を活用し

た研修や講演会の試行

・継続

・リモート会議等の ICT を活用

した研修や講演会の本格実施

継続
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⑧目黒区介護事業者連絡会への支援【継続】（介護保険課）

介護サービスの質の向上や情報交換、区との連携等を目的に設立された「目黒区介護事業

者連絡会」に対して、活動の支援を行うとともに、良質な介護サービスを提供するために、

介護職員に必要な研修や講演会の開催に対する支援や情報提供を引き続き行います。また、

研修や講演会の開催に当たっては、リモート会議等の ICT※を活用した人材育成の取組を進

めていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・全体会（情報交換、制度改正等

の勉強会、研修等）

・各分科会（勉強会・意見交換会等）

・目黒区医師会との連携の機会や

保健・衛生に関する知識習得を

目的とした委託研修

・リモート会議等の ICT を活用し

た研修や講演会の試行

・継続

・リモート会議等の ICT を活用

した研修や講演会の本格実施

継続

⑨介護サービス事業者と障害福祉サービス事業者の連携促進【継続】（介護保険課・障害施

策推進課）

高齢の障害者が介護サービスをより円滑に利用できるように、介護サービス事業者を対象

に障害理解に関する講座や研修会を実施するとともに、障害福祉サービス事業者を対象に介

護保険制度への理解を促進する取組等を実施し、相互の連携を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・介護事業者連絡会で相談支援専

門員による障害理解についての

講座及び研修を実施（新型コロ

ナウイルス感染症の影響により

中止）

・障害者自立支援協議会で介護支

援専門員による講座及び研修を

実施

・介護支援専門員と相談支援専門

員の連携促進

・継続

・共生型サービスへの対応のた

めの連携促進と研修の充実

継続
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（２）苦情対応等の体制の充実

介護・福祉サービスに関する苦情の受付・取組体制を充実・強化していきます。区の窓口

等に寄せられる介護保険サービスに関する苦情は、関係各課で連携して対応するとともに、

区の苦情対応連絡会や東京都国民健康保険団体連合会等の関係機関と定期的に情報共有を行

い、適切な対応方法について研究を行います。

また、サービス提供に伴う事故報告について、介護サービス事業所に対し、事故報告に関

する好事例の紹介等のフィードバックを行い、介護サービスの向上に役立てていきます。

＜計画事業＞

①保健福祉サービス苦情調整委員制度の推進【継続】（健康福祉計画課）	 再掲

保健福祉サービスに関する苦情等を中立な立場で、保健福祉サービス利用者の権利と利益

の保護を図るとともに、保健福祉サービス利用者からの苦情等を受け、事業者、関係機関等

に対する調査を実施し、勧告等を行うことにより、提供される保健福祉サービスの質を高め

ていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・苦情の申立てを受け、調査を実

施

・区や事業者等に対して是正勧告

及び意見表明を実施

継続 継続

②介護サービス等に関する苦情対応体制の充実【継続】（介護保険課）

区に寄せられる介護サービス等に関する苦情等については、迅速に対応し、必要に応じて

関係各課及び関係機関と連携して対応します。また、関係各課及び地域包括支援センター※

の職員が出席する「苦情対応連絡会」を定期的に開催し、苦情事例について情報共有すると

ともに、東京都国民健康保険団体連合会等が開催する連絡会での情報共有や研修への参加に

より、より適切な対応方法を研究していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・苦情対応連絡会　年６回

・東京都国民健康保険団体連合会

の連絡会・研修への参加

継続 継続
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（３）介護・福祉サービス事業者の指導・育成

事業者に対する指導検査、監査は、事業者が提供するサービスの質の向上及び介護保険制

度等の適正な運営を確保する上で不可欠です。また、事業者自らが自主的に事業の運営状況

を点検することも重要です。区では従前から行っている実地による指導検査に加え、オンラ

インによる集団指導等を実施し、事業者の自主的な運営状況の点検を支援するなどして、指

導検査、監査の効率化を図ります。

＜計画事業＞

①事業者指導・監査の充実【継続】（健康福祉計画課）

区内事業所が事業の運営を円滑に行い、サービスの質の確保と適正な給付が行われるよう

に、また、区内の社会福祉法人が適切な法人運営を行うように指導内容の充実に努め指導検

査を実施します。また、ICT※を活用した集団指導等を通して事業所自らが運営状況を確認

できるよう支援します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区内介護・障害福祉サービス事業

所・社会福祉法人を対象に指導検

査を実施

・指導内容の充実

・ICT を活用した集団指

導の実施

継続

（４）サービス評価・公表の充実

利用者でも事業者でもない第三者の目から見た客観的な評価結果を広く公表し、利用者へ

の情報提供を行うとともに、サービスの質の向上に向けた事業者の取組を支援します。

区立施設については、東京都福祉サービス評価推進機構が認証する第三者評価機関に依頼

して、利用者の声を聞く「利用者調査」と、事業者のサービス内容や組織運営を評価する「事

業評価」を行います。区立以外のサービス提供事業者については、第三者評価の受審を勧奨

し、受審費用の一部補助等を行います。

＜計画事業＞

①第三者評価制度の推進【継続】（介護保険課・高齢福祉課・障害施策推進課・障害者支援課・

保育課）

区立施設において第三者評価機関による客観性を持ったサービス評価を受審し、結果を公

表します。区立以外の施設については、運営事業者に受審費用を補助するなど東京都指定評

価機関を活用した第三者評価の受審を勧奨します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・区立施設で第三者評価実施（特

別養護老人ホーム、障害者・児

施設、保育所）

・民間施設に受審費用補助（認知

症高齢者グループホーム※等、障

害者施設、保育所）

継続 継続
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第３節　生涯現役社会・エイジレス社会の推進

介護予防・フレイル予防の推進１

現 状

少子高齢社会の進展に伴い、令和２２年（２０４０年）頃には高齢者人口がピークを迎え

る一方で、現役世代が急激に減少することが予測されています。このような中で、社会の活

力を維持、向上しつつ、「全世代型社会保障」を実現していくためには、高齢者をはじめと

する意欲のある人々が社会で役割を持って活躍できるよう、多様な就労・社会参加ができる

環境整備を進めることが必要であり、その前提として、特に、介護予防・健康づくりを強化

して、健康寿命※の延伸を図ることが求められています。

区では、介護予防・フレイル※予防に重要な運動、低栄養予防、口腔機能向上等を学ぶ介

護予防教室を実施するとともに、パンフレット等の配布や、講演会・イベントの開催などに

より、介護予防・フレイル予防の普及啓発を図っています。

また、ボランティアの介護予防リーダー（シニア健康応援隊）を育成し、介護予防に役立

つ住民主体の通いの場等への支援を実施しています。シニア健康応援隊は、介護予防のため

につくられた目黒区オリジナルの体操「めぐろ手ぬぐい体操」などを行い、地域で自主活動

を展開しています。

新型コロナウイルス感染症の影響により介護予防教室やシニア健康応援隊活動による自主

活動は、いったん中止となりました。また、多くの高齢者が長期間にわたり外出を控えたた

め、身体的な衰えや認知・心理への影響、社会的状況の変化などが懸念されています。

課 題

介護予防・フレイル※予防を推進していくためには、引き続き介護予防に役立つ住民主体

の通いの場を増やして活動を広げるとともに、活動の中心を担う人材や支援する人材の確保・

育成を進めていく必要があります。また、活動を効果的・効率的なものにしていくために、

医療専門職の適切な関与が必要です。

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により外出を控えた高齢者について、実態の

把握とフレイル予防対策の実施は、喫緊の課題と言えます。

高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施するよう法令が整備され、生活習慣病※等の

疾病予防・重症化予防等の保健事業と介護予防事業との連携により、高齢者の支援を展開し

ていくこととされました。今後、医療・介護双方のデータを活用し区の健康課題等を抽出し

た上で、より効果的に介護予防・フレイル予防を推進していく必要があります。
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施策の体系 １ 介護予防・フレイル予防の推進

（１）介護予防事業の充実

（２）地域介護予防活動の推進

施 策

（１）介護予防事業の充実

介護予防は、高齢者が要介護状態等となることの予防や要介護状態等の軽減・悪化の防止

を目的として行うものです。

区では、介護予防・フレイル※予防に重要な「運動」、「低栄養予防・口腔機能向上」、「認

知症予防」や「社会参加」について、区報や「介護予防通信」等の媒体、講演会等を活用し、

更なる普及啓発を目指します。加えて、高齢者の社会参加促進や自立支援の取組については、

高齢者本人のみならず、家族や現役世代にも理解を得るとともに、様々な関係者が協働して

介護予防に取り組むという気運を醸成していきます。

事業の実施に当たっては、新型コロナウイルス感染拡大防止のための「新しい生活様式」

を踏まえて、安心して参加できる事業運営に努めます。

高齢者の心身の課題に応じたきめ細かな支援を行う観点から、高齢者の保健事業と介護

予防の一体的な実施が進められています。国保データベース（KDB）システム等を活用し、

地域の健康課題の把握等に努め、より効果的な介護予防事業の実施を目指します。

＜計画事業＞

①一般介護予防事業【重点】（介護保険課）

高齢者が要介護状態等となることの予防や要介護状態等の軽減・悪化の防止を目的として、

介護予防・フレイル※予防に重要な「運動」、「低栄養予防・口腔機能向上」、「認知症予防」、「社

会参加」について普及啓発事業を行います。また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施により効果的な介護予防事業の実施を進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・「介護予防通信」等の広報誌発行、

要介護認定者を除く６５歳以上

を対象にパンフレット送付

・一般高齢者を対象とした介護予

防教室や講演会等の実施

・「介護予防通信」等の広報誌発

行

・要介護認定者を除く６５歳以

上を対象にパンフレット送付

・運動、低栄養予防・口腔機能

向上、認知症予防、社会参加

等をテーマとした介護予防教

室や講演会等を実施

継続
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（２）地域介護予防活動の推進

高齢社会の進展に伴い、２０４０年頃には高齢者人口がピークを迎える一方で、現役世代

が急激に減少します。このような中で高齢者が社会で生きがいや役割を持っていきいきと活

躍ができるよう、特に介護予防・フレイル※予防を強化し、健康寿命※の延伸が求められてい

ます。

地域の「通いの場」については、国の「健康寿命延伸プラン」や「認知症施策推進大綱」

においても拡充が求められています。高齢者それぞれの年齢層や健康状態、興味や関心など

に応じて参加ができるよう、地域づくりを進めていきます。

区で養成するシニア健康応援隊（ボランティアの介護予防リーダー）の活動は、目黒区オ

リジナルの体操「めぐろ手ぬぐい体操」の実施を中心に地域住民の通いの場・介護予防の普

及啓発の拠点となっており、こうした介護予防に役立つ住民主体の活動の支援を推進します。

また、保健事業との連携を強化し、データ分析を踏まえたアウトリーチ※による通いの場

への参画等や、理学療法士等の医療専門職が通いの場等に積極的に関与することを通して、

保健医療の視点から効果的・効率的な介護予防・フレイル予防活動の支援を行います。

＜計画事業＞

①地域介護予防活動支援事業【重点】（介護保険課）

シニア健康応援隊の活動支援をはじめ、「めぐろ手ぬぐい体操」を中心に住民が主体的に

活動できる地域づくりを進めます。さらに、理学療法士等の医療専門職が通いの場等に積極

的に関与することで、保健医療の視点から効果的・効率的な地域活動の支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・シニア健康応援隊（介護予防リー

ダー）の養成と活動支援

　（活動拠点：１０拠点１１グルー

プ）

・「めぐろ手ぬぐい体操講習会」実

施による通いの場づくり支援

・地域活動団体等にリハビリテー

ション専門職等を派遣

・シニア健康応援隊の活動グルー

プを年１～２グループ拡大

・リハビリテーション専門職等

派遣を拡充

・地域で継続的に介護予防・フ

レイル※予防、認知症予防等に

取り組むための、住民主体に

よる通いの場づくりを目的と

した介護予防教室の実施

継続
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社会参加・居場所づくり・就労支援の推進２

現 状

国は、平成３１年３月に「これからの地域づくり戦略」を取りまとめ、様々な問題を抱え

る地域社会を変える起点として、高齢者の社会参加促進を重要視しています。また、平成

３０年２月に内閣府が策定した「高齢社会対策大綱」では、エイジレスに働ける社会の実現

に向けた環境整備として、退職後に臨時的・短期的または軽易な就業等を希望する高齢者等

に対し、日常的な地域に密着した仕事を提供するシルバー人材センター事業を推進すること

としています。

区では、高齢者が気軽に訪れることができる交流の場を増やし、孤立しがちな人に参加を

促すため、趣味や教養、健康づくりの活動などを通して、仲間をつくり、生きがいを持つこ

とができるよう老人いこいの家を活用した講習会、老人クラブへの支援を実施しています。

また、自身の介護予防にもつながる「めぐろシニアいきいきポイント事業」、地域活動の

きっかけとなる「地域デビューの支援」、閉じこもりを防止する「地域交流サロン・会食サー

ビス事業」、就労の場の提供とともに、地域貢献活動などの生きがいづくりや地域社会への

参加に向けた事業を展開するシルバー人材センターへの支援など、多様な社会参加の場や情

報の提供に取り組んでいます。

課 題

令和元年度に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、地域活動に参加者と

して参加する意向のある人の割合について、「ぜひ参加したい」、または「参加してもよい」

と回答した人は約５０％でした。一方、「すでに参加している」と回答した人は約５％でした。

高齢者の社会参加意向がうかがえる一方で、実際に活動している人は少数にとどまっていま

す（調査結果は 231 ページ）。

これまで実施してきた各事業について、「新しい生活様式」に対応しながら事業継続する

とともに、個々の事業にとどまらない活動のネットワーク化を検討・推進することにより、

高齢者の孤立化を予防し、社会参加を促進することが必要です。

また、高齢者だけでなく、誰もが気軽に立ち寄り、集う居場所、地域住民同士のつながり

や、助け合いを醸成する交流拠点など、閉じこもりや孤立を防ぐ施策を、社会情勢の急激な

変化に対応しながら、総合的に推進することが求められます。

さらに、高齢者が自らの知識や経験を生かし社会参加を広げていくという観点から、人生

１００年時代における働き方について検討し、就労や社会参加のための企業・地域での活躍

の場の充実とそのマッチングの支援等が必要です。

施策の体系 ２ 社会参加・居場所づくり・就労支援の推進

（１）高齢者の生きがい活動の支援

（２）社会参加の推進と居場所づくり

（３）高齢者の就業支援
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施 策

（１）高齢者の生きがい活動の支援

高齢者が地域社会の中でいきがいや役割をもっていきいきと生活できるよう、エイジレス

社会の実現に向けて、高齢者のいきがいづくりや仲間づくり活動を支援します。

老人いこいの家では、「新しい生活様式」に対応し、感染症対策を整備するなど利用者の

安全を確保した上で、世代間交流や介護予防の場としての機能を充実させる取組を継続する

とともに、趣味や教養、いきがいづくりの講習会を実施します。また、パソコン・タブレッ

ト端末やスマートフォン等の講座を実施するなど高齢者の I Ｃ T※活用を支援し、オンライ

ンによる社会参加活動を後押ししていきます。

老人いこいの家を活動拠点とする老人クラブに対して、自主性を尊重しながら地域交流活

動の活性化に向けた支援を行うなど、地域における支え合いの推進と合わせて、多様な社会

参加を拡充していきます。

＜計画事業＞

①老人クラブ活動への支援【数値】（高齢福祉課）

老人いこいの家を活動の拠点とする地域の老人クラブの活動に対し、自主性を尊重しなが

ら、高齢者の健康増進・介護予防、教養の向上などによる生きがいづくり、仲間づくり、地

域交流活動の活性化に向けた支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・４０クラブへの支援

・老人クラブ連合会への支援

　（令和２年４月１日現在のクラブ

会員数４，０９７人）

・継続

・クラブ員年 50 人程度増員

・継続

・クラブ員年５０人程

度増員

②老人いこいの家の機能の充実【継続】（高齢福祉課）

地域の高齢者の生きがいづくりや健康づくりなどの活動拠点として、老人いこいの家の機

能を充実させていきます。また、地域の人たちが気軽に立ち寄り、集える交流の場・居場所

としての機能の拡充を図り、世代間交流事業の推進も図っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区内２４か所の老人いこいの家に

おいて、各種講座、地域交流会、

介護予防教室等を実施（新型コロ

ナウイルス感染症の影響により一

部のみ実施）

継続 継続
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③高齢者の ICT 活用支援【新規】（高齢福祉課）

近年、ICT※の活用により人々の生活をあらゆる面でより豊かに変化させる「デジタルト

ランスフォーメーション」が進んできています。「新しい生活様式」への対応が求められる中、

オンラインでの社会参加等、ICT の活用により、高齢者の生きがい活動の場が広がるように、

高齢者の ICT 活用を支援していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 スマートフォン・タブレット端

末の使い方、主要アプリケーショ

ンの使い方等に関する講座を老

人いこいの家において実施

継続

（２）社会参加の推進と居場所づくり

高齢者の社会参加は、生きがいづくりや仲間づくりになるとともに、介護予防や閉じこも

り防止にもつながります。誰でも気軽に通うことのできる地域の居場所づくりを推進し、高

齢者が地域社会とつながりを持ちながら、健康の増進に役立つ事業に取り組みます。

また、実際の地域活動につながる「地域デビュー支援事業」を実施するほか、社会貢献活

動や自らの健康づくりにもつながる活動を行うことができる「めぐろシニアいきいきポイン

ト事業」の活動場所を拡充するなど、価値観の多様化に対応しながら、多様な活動の場と幅

広い情報を提供して、社会参加を促進していきます。

＜計画事業＞

①めぐろシニアいきいきポイント事業の推進【重点】（高齢福祉課）	 再掲

区内在住の高齢者が「いきいきサポーター」として登録し、介護支援など社会貢献活動を

行うことにより、区内共通商品券と交換できるポイントを取得する事業で、自身の生きがい

づくり、健康増進及び介護予防を図るとともに、高齢者の社会参加の促進を目的として実施

します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・活動場所：１３か所

・活動内容：４事業

・いきいきサポーター養成

・活動場所の充実、活動内容拡

充の検討

・継続

継続

②地域デビューの支援【継続】（高齢福祉課）	 再掲

団塊世代を中心とした中高年の人の地域活動のきっかけとなる機会の提供とともに、地域

の中で役割を持っていきいきと生活できるよう活動を支援します。また、高齢者の豊かな知

識・技術・経験を活かし、自主的かつ継続的に活動できるよう人材を発掘・育成します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

地域デビュー講座（新型コロナウ

イルスの影響で中止）

・継続

・高齢者によるボランティア団

体の立ち上げ支援

継続
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③地域交流サロン事業の推進【継続】（高齢福祉課）	 再掲

在宅高齢者の閉じこもりを防ぐとともに、介護予防など高齢者の在宅生活に資する活動を

展開するため、地域に住む高齢者の居場所として食事の提供、相談、イベント等を開催する

「地域交流サロン」事業を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区内５か所で実施（３か所は自主

事業）（新型コロナウイルス感染症

の影響により中止）

・継続

・事業内容の充実

・新規２か所開設

継続

④各種講座の開催【継続】（生涯学習課）

中高年の人が仲間をつくり、地域でいきいきと活動できる内容の講座（中高年の人の地域

参加を促進する社会教育講座）を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

中高年の人を対象とした社会教育

講座を実施

継続 継続

（３）高齢者の就業支援

「支えが必要な人」という高齢者のイメージを払拭し、高齢者の就労意欲や能力を最大限

活かすため、就労の場を提供するとともに、地域社会貢献活動事業を実施するシルバー人材

センターの運営を支援します。また、老人クラブなどの地域の団体との連携を支援すること

で、高齢者の社会参加の促進と就業支援に取り組みます。

また、雇用・就業ニーズに応じた環境整備を行うため、地域の様々な機関と連携して高齢

者の就業機会の創出やマッチングを支援する取組を推進します。

＜計画事業＞

①高齢者の就業機会の創出【新規】（高齢福祉課）

高齢者の就業機会を創出するため、地域の様々な機関と連携し、高齢者向けの就業説明会

の実施を支援します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

未実施 区内で事業展開する企業・シル

バー人材センターなどと連携し、

高齢者向けの就業説明会を実施

継続
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②シルバー人材センターへの支援【継続】（高齢福祉課）

働く意欲と能力のある、原則として６０歳以上の高齢者を対象に「臨時的かつ短期的また

はその他の軽易な就業」を提供するとともに、地域貢献活動など生きがいづくりや地域社会

への参加を促しているシルバー人材センターの運営を支援します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・臨時的かつ短期的な就業や軽易

な業務に係る就業機会の開拓、

提供の実施

・シルバー人材センター労働者派

遣事業における就業場所の開拓

・地域貢献活動の実施

・継続

・老人クラブなどの地域の団体

との連携

継続

③就労相談の実施【継続】（産業経済・消費生活課）

「ワークサポートめぐろ」を設置し、「キャリア相談コーナー」と「ハローワーク相談室」

において若年者から高齢者まで広く就労相談に応じます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・ハローワーク相談室

　ハローワーク渋谷の専門相談員

による職業紹介や職業相談の実

施

・キャリア相談コーナー

　キャリアアドバイザー（業務委

託）による求職者に対する個別

相談やミニ講座、就職支援セミ

ナーの実施

継続 継続
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第４節　障害のある人への支援の充実

身近な地域で暮らし続けていくことができる仕組みづくり１

現 状

障害のある人が、地域において必要なサービスを受けながら日常生活を送るために、身近

な相談窓口の充実やサービス等利用計画の作成を担う相談支援専門員の人材育成と質の向上

が求められています。

地域生活支援拠点では２４時間３６５日の相談対応を行い、発達障害※支援拠点では発達

障害に特化したすべての年齢に対応した切れ目のない支援を実施しています。令和３年度に

基幹相談支援センターを開設するに当たり具体的な業務内容の検討を進めています。

また、精神障害のある人への支援について、国は、高齢期におけるケアを念頭に推進され

てきた「地域包括ケアシステム※」の必要な支援を地域で包括的に提供し、自立した生活を

支援するという考え方に対応するため、医療、障害福祉・介護、社会参加、住まい、地域の

支え合い、教育が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構

築を目指すことを示しました。区は、平成３０年度、精神障害者地域移行・地域定着推進連

絡会を設置し、地域移行を進めるための地域づくりを推進しています。

高次脳機能障害※については、関係機関による支援連絡会、支援セミナーの開催、サポーター

養成講座等を実施してネットワークの構築や啓発に取り組んでいます。

障害のある人が６５歳になっても必要なサービスを継続的に利用できるよう障害福祉サー

ビスと介護保険サービスの連携が求められています。これまでも介護保険事業者連絡会、地

域包括支援センター※等で各制度の仕組みや適用関係等の説明会を設ける等、相互の連携を

図ってきました。地域包括支援センターにおいても、令和２年度から障害のある人への相談

業務の拡充等を行っています。

課 題

障害のある人や家族からの相談に応じ、情報提供や助言を行うとともに、相談支援の質の

向上を図る必要があります。また、基幹相談支援センターの設置に当たり、各相談機関や関

係機関とのネットワーク構築や人材の育成に取り組む必要があります。

地域生活支援拠点では、相談支援体制の充実や、緊急時受入れ体制の一層の充実が求めら

れています。発達障害※支援拠点では、増加する相談件数に対応するための体制を確保する

とともに、各事業の更なる充実を図る必要があります。

高次脳機能障害※や発達障害については、理解が十分進んでいないことや、専門的な相談

支援機関が限られていることなどから保健・医療・福祉等の関係機関の更なる連携が求めら

れています。

高齢で障害のある人への支援の充実を図るためには、障害福祉サービス事業者と介護保険

サービス事業者との相互連携を推進するとともに、地域包括支援センター※においても障害

のある人への相談支援の充実を図ることが求められています。合わせて、支援している家族

の高齢化への対応、親亡き後の地域生活の継続等、居宅での支援サービスや短期入所を充実

させていく必要があります。
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施策の体系 １
身近な地域で暮らし続けていくことができる仕組み
づくり

（１）相談支援の充実

（２）保健・医療・福祉サービスの連携

（３）地域における日常生活の支援

施 策

（１）相談支援の充実

相談支援の更なる質の向上を図ります。基幹相談支援センターにおいては、既存の相談支

援事業所等の各相談機関や関係機関とのネットワーク構築、相談支援に関わる人材の育成と

質の向上に取り組みます。

地域生活支援拠点では、身体障害・知的障害・精神障害の３障害に対応した２４時間

３６５日の相談支援体制の充実、併設する短期入所を活用した入所体験の機会の拡大と緊急

時の受け入れ等の稼働率を向上させる等、一層の充実に取り組みます。

発達障害※支援拠点では、相談支援体制、当事者活動、家族支援、啓発事業の各事業にお

ける更なる充実や関係機関との連携を図ります。

＜計画事業＞

①身近な相談支援提供体制の充実【重点】（障害施策推進課）

障害者グループホーム※に併設する地域生活支援拠点において、２４時間３６５日の地域

における身近な相談対応や、緊急時の受入れ対応の充実を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

地域生活支援拠点事業の実施 ・身体・知的・精神の３障害に

対応した２４時間３６５日の

相談支援体制の充実

・短期入所事業の利用の充実

・継続

継続

②基幹相談支援センターの整備による相談支援体制の構築【重点】（障害施策推進課）

令和３年度開設の基幹相談支援センターを地域における障害分野の中核的な存在と位置付

け、障害者自立支援協議会と連携し、地域の相談支援事業の機能強化と専門性の高い支援体

制を構築します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

基幹相談支援センター開設に向け

た検討と準備

・地域の相談支援事業の機能強

化と専門性の高い支援体制の

構築

・区内関係機関のネットワーク

化を図り、支援体制の強化を

図る

・区内事業所従事者への研修計

画及び実施

継続
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③発達障害支援事業の充実【重点】（障害者支援課）

発達障害※に特化した相談支援体制、当事者活動、家族支援、啓発事業の各事業における

充実や関係機関との連携を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

令和２年度から土曜日の開所を加

え、相談支援体制の充実を図った

・相談支援、当事者活動、家族

支援、啓発事業の充実

・継続

継続

④障害者自立支援協議会の推進【継続】（障害施策推進課）

障害者自立支援協議会を中心に地域の障害福祉関係機関との緊密な連携を図るとともに、

地域の実情に応じた体制の整備について協議し、課題の検討や情報共有を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

相談支援部会、一般就労部会、子

ども部会等の７つの専門部会を中

心に地域の課題を整理し、障害者

施策の充実を検討（令和元年度実

績）

継続 継続

（２）保健・医療・福祉サービスの連携

保健・医療・リハビリ等を行う専門的な関係機関との連携を一層進めていきます。

精神障害のある人が地域で安心して生活できるように、医療、障害福祉・介護、社会参加、

住まい、地域の支え合い、教育が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケア

システム※」の構築を目指し、保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じた支援体制を

構築するとともに、長期入院者の退院相談支援を推進します。また、関係機関と連携して家

族支援の充実を図ります。

＜計画事業＞

①精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【重点】（保健予防課・碑文谷保健セ

ンター・障害者支援課）

保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて精神科病院等の医療機関、支援事業所、

行政等の関係者間の顔の見える関係を構築し、地域の課題を共有した上で精神障害にも対応

した地域包括ケアシステム※の構築に取り組みます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

精神障害のある人の地域移行・地

域定着に向けた支援のあり方につ

いて、保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場を設置

・地域移行・地域定着に向けた

支援の推進

・保健・医療・福祉関係者によ

る協議

・措置入院者退院後ガイドライ

ンによる支援の推進

・アウトリーチ※支援事業の充実

継続
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（３）地域における日常生活の支援

障害のある人が身近な地域で安心して暮らし続けるために、様々な障害福祉サービスの提

供を行います。また、６５歳を超えたとき、介護サービスを円滑に利用できるように、障害

福祉サービスと介護保険サービスの両制度の周知を事業者や利用者に対して行うとともに、

各地域包括支援センター※においても障害のある人への相談支援の充実を一層図ります。

また、障害のある人の高齢化や障害の重度化、支援している家族の高齢化に対応するため、

短期入所事業の充実、入浴サービス、配食サービス等の支援を継続的に行います。

＜計画事業＞

①短期入所事業の実施【継続】（障害施策推進課・障害者支援課）	 再掲

障害のある人が、本人や介護者等の事情により、一時的に利用できる短期入所サービスを

提供します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・区内緊急一時施設保護等	 ６床

・区外施設（区独自事業）	 ３床

・継続

・令和３年度に短期入所２床開

設

継続

誰もが社会に参加し、貢献することができる仕組みづくり２

現 状

障害の有無にかかわらず、社会活動に参加できるよう手話通訳者等の派遣を行うとともに、

単独で移動が困難な障害のある人が目的地まで安全に移動できるためのサービスを提供して

います。

障害者雇用促進法の改正に伴い、障害者の就労者数は増加傾向にあります。目黒障害者就

労支援センターでは、一般就労に向けた支援として、就労に必要な知識や技術の習得及び就

労移行の支援を行っています。当センターでは、ジョブコーチによる職場での支援や生活面

のサポート、余暇活動の支援等、職場定着のための様々な支援と企業に対するサポートを行っ

ています。

福祉的就労においては、自主生産品の販路拡大や商品開発等の工賃向上のための取組を一

層進めるとともに、生活介護や重度障害者に対する日中活動の場の提供等の様々な活動を

行っています。

スポーツ施設においては、バリアフリー※化が進み、障害の有無にかかわらずスポーツを

行う環境づくりが整ってきました。平成 30 年６月には「障害者による文化芸術活動の推進

に関する法律」が施行され、文化芸術活動を幅広く促進するための法整備がなされました。

目黒区保健医療福祉計画
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課 題

障害特性に応じた情報提供を一層推進する必要があります。移動に関する支援については、

更なるサービスの充実を進め、より多くの利用者が活用できる支援を充実させる必要があり

ます。

目黒障害者就労支援センター及び就労移行支援事業所等においては、就労支援の更なる充

実を図り、短時間雇用等の多様な働き方ができるよう、区内での実習先や雇用の場を確保す

るとともに、就労後の定着支援にも引き続き取り組む必要があります。また、福祉的就労か

ら一般就労への移行や自主生産品の商品開発や魅力の発信、販路拡大等の工賃向上に向けた

取組を一層推進する必要があります。

さらに、余暇活動の充実を図るとともに、高齢化や障害の重度化に対応した日中活動の場

の提供や通所施設に対する支援を充実させる必要があります。豊かで充実した生活を送るこ

とができるよう、スポーツや芸術文化等の活動の場を提供していく必要があります。

施策の体系 ２
誰もが社会に参加し、貢献することができる仕組み
づくり

（１）社会参加を促進するための支援

（２）就労支援の充実

（３）多様な活動の場の提供

施 策

（１）社会参加を促進するための支援

会議やイベントにおける点字資料の配布、映像・動画の文字表記や音声解説、手話通訳や

要約筆記、ファックス番号や音声コードの記載等、障害特性に応じた情報提供を一層推進し

ていきます。また、手話通訳を担う人材の確保を図るとともに、失語症会話パートナー養成

講座の推進を図ります。

また、社会活動に参加するために、目的地まで移動するためのサービスの充実を図り、よ

り多くの利用者が活用できる支援を行います。

＜計画事業＞

①意思疎通支援及び情報保障の充実【新規】（障害者支援課）

ICT※を活用して、タブレット端末による聴覚障害者への意思疎通支援の充実や音声コー

ドによる視覚障害者の情報保障の推進を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

音声コードを活用した情報保障の

推進

・タブレット端末を活用した意

思疎通支援の充実

・継続

継続
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②移動に係る支援の推進【継続】（障害者支援課）

障害のある人の地域での自立と社会参加のために移動支援や同行援護事業のサービス提供

を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

自立と社会参加等における外出の

ために必要な支援を実施

継続 継続

（２）就労支援の充実

就労支援機関等による一般就労に向けた就労相談や職業訓練、就労後の定着支援等、短時

間雇用や多様な働き方ができるよう障害特性に応じた就労支援を推進します。

また、企業・教育・福祉・労働行政間の関係機関と連携して、事業主や従業員に対する障

害理解の促進を図ります。福祉的就労から一般就労への移行、障害者施設における自主生産

品の魅力発信、販路拡大等の工賃向上に向けた取組を一層推進していきます。

＜計画事業＞

①就労支援事業の充実【継続】（障害施策推進課）

目黒障害者就労支援センター及び就労移行支援事業所等において、障害のある人が経済的

に自立した生活を送るための一般就労に向けて、就労相談、就労訓練等、就労支援の充実を

図ります。また、就労支援関係機関や企業等と連携し、障害者雇用に取り組む企業等の新規

開拓を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・目黒障害者就労支援センター及

び就労移行支援事業所等で就労

支援を実施

・目黒障害者就労支援センターに

地域開拓促進コーディネーター

を配置し、福祉施設を利用する

障害者への一般就労に向けた働

きかけや障害者雇用を行う企業

等の新規開拓

継続 継続

②就労定着支援の推進【継続】（障害施策推進課）

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害のある人の就労継続に向けて、就労

に伴う環境変化による生活面の課題を把握し、企業や関係機関等との連絡調整や課題解決を

図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

就労定着支援者のスキル向上のた

めの支援

継続 継続
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（３）多様な活動の場の提供

余暇活動の充実を図るとともに、高齢化や障害の重度化に対応した日中活動の場を提供し、

通所施設に対する支援を進めていきます。

障害のある人が、豊かで充実した生活を送ることができるようスポーツや芸術文化等の活

動の場の提供や機会の充実を図ります。

＜計画事業＞

①日中活動の場の整備【数値】（障害施策推進課）

就労継続支援及び生活介護等の障害福祉サービス事業の実施により、障害のある人の希望

に合わせた日中の活動の場を提供します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・区立通所施設の運営

　生活介護 ４施設

　就労継続支援Ｂ型 ３施設

・民間通所施設の運営

　生活介護 ２施設

　就労継続支援Ａ型 ２施設

　就労継続支援Ｂ型 ９施設

・民間通所施設（生活介護）

　１か所開設

・継続

継続

②障害の特性に配慮したスポーツ事業の実施【継続】（スポーツ振興課）

障害のある人が区立体育施設でスポーツ活動できるよう、スポーツ事業を実施し、障害者

のスポーツの推進を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区立体育施設において障害のある

人に配慮したスポーツ事業を実施

継続 継続

③障害者スポーツ指導員（初級）の養成【継続】（スポーツ振興課）

障害のある人が安心してスポーツ活動に参加できるよう、障害者スポーツ指導員の養成を

行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

障害者スポーツ指導員（初級）

養成研修会実施　年１回

継続 継続
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ともに暮らすまちづくりの実現３

現 状

障害のある人が、支援を受けながら住み慣れた地域で安心して暮し続けることができるよ

うグループホーム※の整備が求められています。区では、バリアフリー※化等の重度化対応等

に対して区独自の整備費補助を設けるとともに、運営費用の一部補助を行っています。また、

第四中学校跡地を活用した民間事業者による高齢者施設との合築による障害者入所施設が整

備され、令和３年４月に開所されます。

平成２８年４月に「障害者差別解消法」が施行され、平成３０年１０月には「東京都障害

者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」が施行されました。区では、障害者差別

解消支援地域協議会を開催し、相談事例の情報共有や関係機関との連携や障害理解の促進を

行っていますが、障害者の差別解消や障害の理解は十分とは言い難い状況にあります。

様々な講演会の開催、各種イベント等を通じて、障害の有無にかかわらず、相互理解の交

流の機会が増えてきましたが、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、啓発活動やイベン

トが中止・延期となっており、多様な交流の場を確保することが難しくなっています。

平成２９年度には社会福祉協議会と連携し、障害の理解を深めるための福祉教材を作成し、

小学校や地域ボランティア活動センターで活用しています。

課 題

障害者グループホーム※整備を進めるためには、公有地等の活用や民間活力の活用を図る

必要があります。グループホーム開設後は、運営費用の一部補助制度のみならず、事業者間

の連絡会等の運営面での支援も求められます。

また、本人が住み慣れた地域で生活できるよう、居宅介護及び重度訪問介護等の訪問系障

害福祉サービスの充実を図るとともに、短期入所を活用した緊急時の受入れにも一層取り組

む必要があります。

さらに、区立施設等の公共的建築物を誰もが安全に利用できるよう整備するなど、ユニバー

サルデザインやバリアフリー※化を推進していく必要があります。

施策の体系 ３ ともに暮らすまちづくりの実現

（１）地域における安定した暮らしの場の確保

（２）ユニバーサルデザイン・バリアフリー化の推進

施 策

（１）地域における安定した暮らしの場の確保

障害のある人の高齢化や障害の重度化、「親亡き後」を見据えて、支援を受けながら住み

慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、区有地の活用や民間活力等を検討し

ながら、障害者グループホーム※の整備支援を進めていきます。

また、居宅介護及び重度訪問介護等の訪問系障害福祉サービスの充実を図るとともに、短

期入所を活用した緊急時の受入れに一層取り組みます。
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＜計画事業＞

①障害者グループホームの整備支援【重点・数値】（障害施策推進課）	 再掲

障害のある人が支援を受けながら住み慣れた地域で暮らし続けるために、民間活力等を活

用し、障害者グループホーム※の整備を支援し、居住の場を確保していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・知的障害者グループホーム

　１４か所（総定員９１名）

・精神障害者グループホーム

　３か所（総定員２３名）

・福祉ホーム

　１か所（定員７名）

１か所の整備を支援 １か所の整備を支援

②障害者施設に係る区有地、国・都有地、既存施設等の活用の促進【重点】（障害施策推進課・

経営改革推進課）

障害者施設整備に当たり、区有地、国・都有地、地域の既存施設等の活用を検討し、民間

事業者の参入を促進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

活用の検討 ・継続

・第四中学校跡地活用に

よる特別養護老人ホー

ム・障害者入所施設等

複合施設の開設

継続

（２）ユニバーサルデザイン・バリアフリー化の推進

ユニバーサルデザインを基本理念とする「東京都福祉のまちづくり条例」による整備基準

や「目黒区立施設福祉環境整備要綱」「目黒区福祉のまちづくり整備要綱」に基づき、区立施設、

民間施設、官公署等の公共的建築物について、誰もが安全に利用できるよう整備します。ま

た、「目黒区交通バリアフリー推進基本構想」に基づき、公共交通機関を利用して安全で円

滑に移動できるよう、駅周辺地区を中心にバリアフリー※化の推進を図ります。

＜計画事業＞

①区立施設の福祉環境整備【継続】（建築課・障害施策推進課）

「目黒区立施設福祉環境整備要綱」に基づき、誰もが区立施設を安全で快適に利用できる

よう整備し、福祉のまちづくりを推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区立施設について要綱の基準に

合った整備、改修等を実施

継続 継続
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②公園等の改良【数値】（みどり土木政策課）

改良工事により老朽化した施設の改修を計画的に行うとともに、高齢者・障害者の利用に

配慮した施設のバリアフリー※化整備を進め、誰もが使いやすい公園を目指します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・公園等１０か所

・児童遊園１３か所

・緑道２か所

・公衆便所２か所

・公園等２か所

・児童遊園２か所

・公園等２か所

・児童遊園２か所

③民間建築物等の整備促進【継続】（建築課）

一定規模の医療施設、銀行、店舗、官公署等の公共的な建築物及び共同住宅の整備につい

ては、建築基準関係規定のほか、「東京都福祉のまちづくり条例」及び「目黒区福祉のまち

づくり整備要綱」に基づき、指導や働きかけを行い、バリアフリー※化を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

民間建築物等について関係条例や要綱の

基準により福祉のまちづくりを推進

継続 継続

④交通のバリアフリー化の推進【継続】（都市計画課）

「高齢者、障害者の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」に基づいて改

定された交通バリアフリー推進基本構想に基づき、駅周辺地区を中心にバリアフリー※化を

進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

駅周辺地区を中心にバリアフリー化を推

進

継続 継続

障害のある児童の健やかな育成のための発達支援４

現 状

児童発達支援センターでは、発達や成長段階に応じた支援等に関する相談を行っています。

平成３０年度には、医療的ケア※を必要とする児童に関わる支援関係機関の協議会を設置

しました。また、令和２年７月には、重度心身障害児（医療的ケアを必要とする児童を含む）

通所支援事業を開始しました。

また、妊娠期に専門職が「ゆりかご・めぐろ（妊婦面接）」により妊婦の状況を把握し、

情報提供や助言等を行うとともに、医療や福祉などの関係機関と連携して支援を行う子育て

世代包括支援センター機能の充実を図っています。

子育て、教育等の各分野では、子ども総合計画、特別支援教育推進計画に基づき様々な事

業を連携して取り組んでいます。また、新型コロナウイルス感染拡大においては、児童や保

護者からの学校生活や感染症等に対する不安や情報について対応しました。
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課 題

多様なニーズを踏まえた療育体制の提供や相談支援体制の充実を図るとともに、専門的支

援を行う保育所等訪問支援の実施が求められています。また、重症心身障害児※（医療的ケ

ア※を必要とする児童を含む）を対象とした児童発達支援及び放課後等デイサービス※事業の

円滑な実施を行うとともに、家族支援の充実が求められています。

医療的ケアを必要とする児童の増加を踏まえた教育・子育て等と福祉の連携については、

更なる強化が必要となります。

目黒区特別支援教育推進計画（第四次）に掲げられたインクルーシブ教育システムの構築

を目指し、障害の有無にかかわらず、共に学ぶ場の充実に取り組む必要があります。

また、障害の早期発見・早期療育に取り組み、療育や子育てに必要な知識を学ぶための一

層の支援が求められます。保育所で医療的ケアが必要な児童を保育するに当たり、関係部署

と積極的な連絡調整を行っていく必要があります。

施策の体系 ４ 障害のある児童の健やかな育成のための発達支援

（１）多様なニーズに応える支援体制の確保

（２）ライフステージに応じた支援の推進

施 策

（１）多様なニーズに応える支援体制の確保

児童発達支援センターでは、多様なニーズを踏まえた療育体制の提供や相談支援体制の充

実を図るとともに、保育所等への集団生活をする施設を訪問し、専門的支援を行う保育所等

訪問支援を実施します。

重症心身障害児※（医療的ケア※を必要とする児童を含む）を対象とした児童発達支援及び

放課後等デイサービス※事業の円滑な実施を行うとともに、在宅レスパイト事業、入浴サー

ビス等の取組を推進し、家族支援を行います。

医療的ケアを必要とする児童の増加を踏まえた教育・子育て・福祉等の関係機関による情

報共有や連携については、更なる取組を推進していきます。

＜計画事業＞

①児童発達支援センター機能の充実【重点】（障害者支援課）

児童発達支援センターの相談支援機能の強化を図るとともに、幼児期の療育体制を拡充し、

区内各事業所との連携を深めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・児童の保護者からの発達や障害

に関する相談を実施。障害の特

性に応じた障害児福祉サービス

につなげ、必要に応じて障害児

支援利用計画を作成

・地域における中核的な療育支援

を行うとともに保育所等訪問支

援を実施

・児童の発達や障害に関する相

談や療育の希望に対し、社会

資源との連携を強化し、地域

全体の支援力を充実

・継続

継続
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②医療的ケアが必要な児童等への支援【重点】（障害者支援課）	 再掲

重症心身障害児※（医療的ケア※児を含む）が地域で必要な支援を円滑に受けることができ

るよう、就学前及び就学後の療育体制整備を図ります。また、区内の重症心身障害児通所支

援事業所において、重症心身障害児の児童発達支援及び放課後等デイサービス※事業の両事

業を行う多機能型事業を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

令和２年７月から、児童発達支援

事業と放課後等デイサービス事業

の両事業を行う多機能型事業所が

支援サービスを実施

重症心身障害児（医療的

ケア児を含む）を対象に

効果的な療育が提供でき

るように支援の充実を図

る

継続

③重症心身障害児（者）と家族の支援【継続】（障害者支援課）	 再掲

在宅の医療的ケアを必要とする重症心身障害児（者）※を対象に訪問看護師を派遣する重

症心身障害児（者）在宅レスパイト事業を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・契約訪問看護ステーション数

　２４か所

・実利用者数　２５人

・派遣回数１４８回

　（令和２年９月末実績）

継続 継続

（２）ライフステージに応じた支援の推進

共生社会の実現に向けて、インクルーシブ教育システムの構築を推進し、障害の有無にか

かわらず、「交流及び共同学習」を含む共に学ぶ場の更なる充実に取り組みます。

また、特別に支援が必要な児童の保育園及び幼稚園の在籍状況や受入体制等を検証し、各

園の状況に応じた特別支援補助員等の配置を進めます。

妊娠期からの母子の健康増進に向けた母子保健対策や相談体制を整備し、障害の早期発見・

早期療育に取り組み、療育や子育てに必要な知識を学ぶための支援の充実を図ります。保育

所で医療的ケア※が必要な児童を受け入れるためのガイドラインを作成し、関係部署とのネッ

トワークを整備します。

学校卒業後の進路については、本人の意思を尊重しながら、個々の能力や適性を考慮し、

教育・就労・福祉等の関係機関が連携し、就労体験や日中活動の場での実習を行う等の支援

を進めていきます。
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＜計画事業＞

①障害のある児童の豊かな活動の場の提供【継続】（子育て支援課）

児童館において、障害のある児童が地域の子どもたちと共に育ち合える豊かな活動を体験

できる場を提供します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

障害のある児童が参加しやすいプログラ

ムを設定し、豊かな体験ができる活動の

場として「あそびのつどい」を実施

継続 継続

②学童保育クラブにおける障害のある児童の保育【継続】（子育て支援課）

障害のある児童が同世代の子どもたちと集団生活をしながら、共に認め合い育ち合える豊

かな放課後の生活の場として、学童保育クラブで安心・安全に過ごせるよう保育を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

障害児等の保育を実施 継続 継続

③インクルーシブ教育システムの構築の推進【継続】（教育支援課）	 再掲

障害の有無にかかわらず、全ての子どもが可能な限り共に学ぶことに配慮しつつ、自立と

社会参加に向けて一人ひとりの教育的ニーズに応じた連続性のある多様な学びの場を充実さ

せていきます。学校・幼稚園・こども園における支援体制や教室環境を整えるとともに、学

校・幼稚園・こども園、家庭、地域における心のバリアフリー※を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・学校・幼稚園・こども園における合理

的配慮※の提供を促進

・都立特別支援学校と小・中学校との副

籍交流の充実

・特別支援学級と通常の学級との交流及

び共同学習の充実。特別支援教育に関

する理解啓発の推進

継続 継続
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第５節　子育て・子育ちへの支援の充実

子育て・子育ちへの支援１

現 状

子どもの権利を尊重し、子どもが自らの意思で成長していく「子育ち」を支えるまちの実

現を目指し、一人ひとりの子どもが大切にされるよう、また、意思の表明や活動への参加等

の権利が尊重されるよう、区では平成１７年１２月に「目黒区子ども条例」を制定しました。

条例の趣旨が生かされるよう、普及・啓発に取り組むとともに、小学生や中高生による活動

など、子どもの参加を進めています。

区では「目黒区子ども条例」に基づき５か年計画の「子ども総合計画」を策定しています。

子どもに関する施策を総合的に展開するため、令和２年３月に目黒区子ども総合計画を改定

し、毎年度、計画に掲げた各事業の進捗状況を検証しながら、取組を進めています。

平成２９年４月の保育所待機児童数が６１７人と過去最大となったことを受け、保育園の

整備を加速度的に進めた結果、令和２年４月に保育所待機児童ゼロを達成しました。

区内小学生人口の増加、家庭の生活状況や就労状況の変化等を踏まえ、小学校内を中心と

した学童保育クラブの整備を順次進めているほか、令和元年度からは放課後子ども総合プラ

ン一体型モデル事業を開始し、小学校でランドセルひろばを拡充した新たな放課後の居場所

づくりに取り組んでいます。

平成２９年４月に、出産・子育て応援事業「ゆりかご・めぐろ」を開始するとともに、子

育てに関する不安や悩みの総合相談窓口を「ほ・ねっとひろば」内に開設しました。令和元

年度からは、これらの事業を一体的に行う体制を整え、「子育て世代包括支援センター事業」

として、妊娠から出産・子育てに関する相談など、子育て世代のライフステージ※に応じた

切れ目のない総合的な支援を行っているところです。

近年増加傾向にある児童虐待について、虐待リスクの程度に応じ、子育て世代包括支援セ

ンター、子ども家庭支援センター（子ども家庭総合支援拠点）、児童相談所が連携しながら、

虐待への予防や対応、再発防止に向けた取組を進めるとともに、区でも児童相談所を設置す

るべく、平成３０年度から担当組織を設置して、職員の育成などの準備を始めています。ま

た、令和元年６月に「児童虐待防止法」及び「児童福祉法」が改正され、保護者からの子ど

もへの体罰の禁止が規定されるなど、児童虐待防止に向けた取組を進めています。

障害のある児童とその保護者への支援を強化・推進するために、平成２８年に障害者総合

支援法及び児童福祉法が一部改正され、障害児支援の提供体制を総合的・計画的に確保する

市町村障害児福祉計画の策定が義務付けられました。

課 題

未来を担う子どもたちがいきいきと成長し元気に過ごすことができるようにするために

は、「目黒区子ども条例」の趣旨を学校教育や家庭・地域など、子どもたちのあらゆる生活

の場面で生かされるよう、継続的に子どもの権利尊重の理念を深めていくことが必要です。

令和２年４月に保育所待機児童ゼロを達成しましたが、今後もゼロを維持できるよう取り

組んでいく必要があります。同時に、疾病や介護・看護などを理由とする緊急一時保育の需

要への対応や、幼稚園・保育園・認定こども園等、就学前施設における障害児保育の充実に

取り組む必要があります。
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障害のある児童が、ライフステージ※に沿って、関係機関の連携の下、切れ目のない一貫

した支援サービスを利用し、地域の保育、教育等が受けられる環境の整備が必要です。障害

の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できる、地域社会への参加や包容（インクルー

ジョン）の推進と、誰もが安心して子育ち・子育てができるまちづくりに取り組むことが求

められています。さらに、医療的ケア※を必要とする児童が増加する中、就学前及び就学後

の療育体制の整備支援に取り組む必要があります。

核家族化や高齢化、地域での人間関係の希薄化などにより、子育てに不安や孤立感を覚え

る家庭も少なくありません。また、仕事と子育てを両立できる環境が必ずしも十分ではない

など、子どもや子育てをめぐる環境には様々な問題が表れてきており、子育てをしやすい社

会にしていくために、国や地域を挙げて、子どもや家庭を支援する新しい支え合いの仕組み

を構築することが求められています。

「地域共生社会※」の実現に向け、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組み

づくりや、地域の実情に応じた、制度の縦割りを超えた柔軟なサービス確保等のための取組、

医療的ケアが必要な児童が保健、医療、福祉、保育、教育、就労等の支援を円滑に受けられ

るよう、関係機関が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制の構築が必要です。

今後の学童保育クラブの需要を見据え、小学校内を中心とした学童保育クラブの更なる整

備を進めていく必要があります。また、放課後子ども総合プランについても、モデル事業に

おける成果や課題を踏まえつつ、対象校や内容について拡充を図っていくことが必要です。

これらの整備・拡充に当たっては、各小学校の放課後等に一時的に使用していない特別活動

室等の推移を教育委員会と共有しながら、校外に移動することのない放課後の安全・安心な

居場所づくりを着実に進めていく必要があります。

子どもの安全・安心な居場所としての学校施設等の開放や児童館機能の充実、中高生対象

事業の拡大の必要があります。また、放課後対策として、ランドセルひろば、子ども教室な

ど、多様な放課後の居場所を確保する必要があります。

施策の体系 １ 子育て・子育ちへの支援

（１）子育てへの支援

（２）多様な保育の充実

（３）成長や発達に応じた支援

（４）地域における子育ちの支援

（５）子どもの居場所の充実

施 策

（１）子育てへの支援

子育て情報の提供、子どもに関る各種手当の支給、相談や在宅サービスの充実、児童虐待

防止への取組や自主グループとの連携等を進め、子育て家庭への支援の充実を図ります。
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＜計画事業＞

①子育て世代包括支援センター事業【新規・重点】（保健予防課・碑文谷保健センター・子

育て支援課）

妊娠・出産、子育てに関する相談に応じ、必要に応じて個別に支援プランを策定するなど

医療や福祉など関係機関が連携し、切れ目のない支援を行っていきます。また、育児不安や

心身の不調があり、身近に相談できる人がいないなど支援を必要とする産後の方を対象に産

後ケア事業を実施し、心身の安定と育児不安の解消を図っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・産後ケア事業（訪問型）の実施

・産後ケア事業（宿泊型）の実施

・産後ケア事業（通所型）の検討・

実施

継続 継続

②子育て総合相談【継続】（子育て支援課）

子育ての不安や悩みを軽減できるように、関係機関との連携を図りながら子育て相談を受

け、助言や情報提供、支援の紹介を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・電話相談件数　１６５件

・来所相談件数　８５件

・その他（メール・FAX・訪問）

　２２件

　（令和元年度実績）

継続 継続

③ひとり親家庭の学習支援事業【新規】（子ども家庭支援センター）	 再掲

児童扶養手当受給世帯または所得がこれに相当するひとり親世帯の子どもを対象に、大学

生等のボランティアによる学習支援や、子どもの心に寄り添った生活支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・塾型（小学４年生～高校３年生）

３３名参加

・派遣型（小学４年生～中学３年生）

１５世帯１８名参加

　（令和元年度実績）

ひとり親家庭学習支援事業

年４０回実施

・塾型　小学４～６年生は母子

生活支援施設、中高生は男女

平等・共同参画センターで実施

・派遣型　受講者宅の自宅で実施

継続
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④母子及び父子福祉資金貸付【継続】（子ども家庭支援センター）

２０歳未満の子どもを扶養している母子及び父子家庭に、入学や修学、技能習得など自立

に必要な資金を貸し付けします。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・母子福祉資金貸付

　２９件　２２，０３２，０００円

・父子福祉資金貸付

　２件　８３４，６００円

　（令和元年度実績）

継続 継続

⑤子ども医療費助成【継続】（子育て支援課）

中学校卒業までの児童が、医療機関等で健康保険の対象となる診療または投薬を受けた時

の自己負担分（就学前は 2 割、就学後は 3 割）を助成します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

対象者　３１，９３７人

（令和２年１０月１日現在）

継続 継続

⑥私立幼稚園児の保護者に対する補助金【継続】（子育て支援課）

満３歳～５歳児を私立幼稚園に通園させている保護者に、入園料補助及び保育料補助とし

て所得に応じた補助金を支給します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

対象者　３，０２７人

（令和元年度実績）

継続 継続

⑦産前・産後支援ヘルパー派遣【継続】（子ども家庭支援センター）

出産予定日の１か月前から産後の一定期間、支援ヘルパーを派遣し、育児・家事のサービ

スを提供します。多胎児については、出産予定日の１か月前から利用時間・期間を延長し提

供します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

新規利用件数２５４件（うち多胎

児２４件）

（令和元年度実績）

継続 継続
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（２）多様な保育の充実

保育所待機児童ゼロを維持するため、今後も認可保育所の整備を計画的に進めていきます。

また、一時保育事業の充実や保育園児を敷地の広い公園へ送迎する「ヒーローバス」のさら

なる活用・拡充等により保育の質、多様な保育サービスの向上を進めます。

＜計画事業＞

①「ヒーローバス」運行事業【新規】（保育計画課）

幼児専用車「ヒーローバス」を用い、保育園の子どもたちと保育士を近くの敷地の広い公

園等まで送迎します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・令和２年度からは３台で運行

・乗車は３歳児クラス以上の子ど

もたちを対象

「ヒーローバス」のさらなる

活用方法について検討

「ヒーローバス」のさらな

る活用方法について検討

②延長保育【数値】（保育課・保育計画課）

入所している子どもで、保護者の就労時間の関係で、通常保育時間以降に保育が必要な子

どもを保育します。引き続き、認可保育所の新規開設と合わせて、実施可能な保育園の整備

を進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

延長保育実施園（令和２年４月１

日現在）

・公設公営　１６園

・公設民営　　１園

・民設民営　７２園（分園含む）

　合　　計　８９園（分園含む）

・令和３年度　８か所

・令和５年度　１か所

令和６年度　１か所

③認可保育園整備【数値】（保育計画課）

保育園の待機児童が解消した後も、私立保育園（賃貸型認可保育園含む）の設置等により、

待機児童ゼロの維持を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

施設数及び定員（令和２年４月１日現在）

・公設公営１６園　定員１，７１１人

・公設民営　１園　定員　 　 ８３人

・民設民営７２園　定員５，０９２人

　　　　　　　　　　　   （分園含む）

合　　　計８９園　定員６，８８６人

　　　　　　　　　　　   （分園含む）

・令和３年度開設予定

　国有地　１か所

　（定員７０人程度）

　区有地　３か所

　（定員２９０人程度）

　賃貸型　４か所

　（定員２４０人程度）

・令和５年度開設予定

　賃貸型　１か所

　（定員６０人程度）

・令和６年度　１か所

　賃貸型１か所

　（定員６０人程度）
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④認可保育園整備（区立保育園の民営化）【重点】（保育計画課）

区立保育園の老朽化等の課題に対応するとともに、待機児童の解消と保育ニーズの多様化

を踏まえ、区立保育園の民設民営化を進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区立保育園の民営化

　平成２９年度　１か所

　令和元年度　　１か所

　令和２年度　　３か所

令和４年度　１か所 令和７年度　１か所（令

和５年度末閉園後、令和

７年度に私立園として開

園）

⑤一時保育事業（緊急一時保育・一時保育）【継続】（保育課）

保護者の疾病やけが等により短期的に保育が必要な児童を保育園で保育します。また、家

庭で育児に当たる保護者の負担を軽減するため、休養、通院等のために、保育園等で日、時

間単位で児童を預かります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・緊急一時保育

　区立保育園１７園

　（各園定員１名）

・一時保育

　認可保育園１２園

　（定員合計４６名）

　認証保育園１園（定員２名）

・緊急一時保育　継続

・一時保育

　令和３年度

　１施設　定員４名

　令和４年度

　１施設　定員４名

　令和５年度

　１施設　定員４名

・緊急一時保育

　継続

・一時保育

　継続

⑥病後児保育【数値】（保育課・保育計画課）

保育園に通所中の児童等であって、病気の回復期にある（病後児）ことから、保育園等で

の集団保育が困難な児童を、専用の施設で一時的に預かります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

病後児保育実施施設

・中央地区　１か所　定員４人

・西部地区　１か所　定員４人

１地区１か所以上の整備

を実施

１地区１か所以上の整備

を実施
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（３）成長や発達に応じた支援

障害のある子どもに対して、児童発達支援センターにおいて、発達を促すための療育や相

談事業を充実します。また、医療的ケア※を必要とする障害児等の就学前及び就学後の療育

支援に取り組みます。

＜計画事業＞

①児童発達支援センター機能の充実【重点】（障害者支援課）	 再掲

児童発達支援センターの相談支援機能の強化を図るとともに、幼児期の療育体制を拡充し、

区内各事業所との連携を深めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・児童の保護者からの発達や障害

に関する相談を実施。障害の特

性に応じた障害児福祉サービス

につなげ、必要に応じて障害児

支援利用計画を作成

・地域における中核的な療育支援

を行うとともに保育所等訪問支

援を実施

・児童の発達や障害に関

する相談や療育の希望

に対し、社会資源との

連携を強化し、地域全

体の支援力を充実

・継続

継続

②医療的ケアが必要な児童等への支援【重点】（障害者支援課）	 再掲

重症心身障害児※（医療的ケア※児を含む）が地域で必要な支援を円滑に受けることができ

るよう、就学前及び就学後の療育体制整備を図ります。また、区内の重症心身障害児通所支

援事業所において、重症心身障害児の児童発達支援及び放課後等デイサービス※事業の両事

業を行う多機能型事業を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

令和２年７月から、児童発達支援

事業と放課後等デイサービス事業

の両事業を行う多機能型事業所が

支援サービスを実施

重症心身障害児（医療的

ケア児を含む）を対象に

効果的な療育が提供でき

るように支援の充実を図

る

継続
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（４）地域における子育ちの支援

子育て家庭の孤立化を防ぎ、すべての子どもが地域の中で安心して健やかに育つよう、様々

な機関が協力してネットワークを構築し、地域における子育ちの支援を進めます。

＜計画事業＞

①子ども食堂推進支援事業【新規】（子育て支援課）

「子ども食堂」は、地域における子どもの居場所の一つです。子どもやその保護者に、栄

養バランスの取れた食事と交流の場を提供する地域の取組に対し、支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

区内７団体、９か所実施

（うち補助団体　２団体）

・安定的な実施環境の支援

・実施団体の拡充

・事業の周知

・継続

継続

②子育てふれあいひろば事業【継続】（子育て支援課・保育課）

０～３歳の子育て家庭を中心に、つどいの場を提供しながら、保護者同士が子育てに関す

る情報交換を行ったり、子育て相談や子育てサークル等の支援を行うことにより子育て家庭

の交流を推進します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・ほ・ねっと ひろば（総合庁舎内）

・上目黒住区センター児童館

・区立保育園　5 か所（菅刈、第

二上目黒、原町、第二ひもんや、

八雲）

・地域子育てふれあいひろば（民

間が実施する子育てふれあいひ

ろば）3 か所

・地域子育てふれあいひ

ろばを各年度１か所ず

つ整備

・継続

・６年度　地域子育てふれ

あいひろば１か所整備

・継続

③乳幼児クラブ・乳幼児のつどい【継続】（子育て支援課）

児童館や学童保育クラブで、乳幼児とその保護者を対象に子どもや保護者同士が知り合い、

仲間づくりを行っていく場として活動を進めます。活動を通して子育て家庭の孤立化を防ぎ、

子育ての不安が解消できるよう取り組みます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・児童館１６か所で、乳幼児クラブ・

乳幼児のつどい・ベビー（乳児）

活動を実施

・児童館未整備地域の学童保育ク

ラブ６か所については、新型コ

ロナウイルス感染症の影響によ

り活動休止

継続 継続
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（５）子どもの居場所の充実

子どもたちが安全に遊び、自主性や社会性を身に付け、また、年齢の違いを超えて交流で

きる場所として、多様なスタイルに対応した、安全・安心に過ごすことのできる、様々な居

場所づくりが求められています。

児童館整備が求められている西部地区の東根住区地域については、東根職員住宅跡を活用

して児童館を整備していく方向性となりました。また、南部地区の碑住区地域については、

碑文谷土木公園事務所跡を活用して児童館を整備していく方向性となりました。移動児童館

や出張児童館の事業についても、引き続き実施していきます。

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童（１～６年生対象）の

健全な育成を図るため、施設条件等が整った小学校内に学童保育クラブを整備していきます。

小学校内に学童保育クラブが整備できない場合、これまでと同様に区有施設や民間活力の活

用による整備も検討していきます。

あわせて、保護者の就労の状況に関わらず、すべての子どもたちが安心・安全に過ごし、

多様な体験・活動を行うことができる居場所を提供するため、放課後子ども総合プランや放

課後フリークラブ事業（ランドセルひろばと子ども教室）を実施していくとともに、学校施

設等を開放します。

＜計画事業＞

①児童館整備【新規】（子育て支援課・放課後子ども対策課）

区有施設を活用して児童館を整備します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・東根職員住宅跡を活用した児童

館整備の具体的な検討

・碑文谷土木公園事務所跡を活用

した児童館整備の具体的な検討

令和５年度　開設 継続

②児童館における中高生の居場所の拡大【継続】（子育て支援課）

中高生が中心に利用する時間帯、スペースを設けることや、中高生を対象にし、事業への

積極的な参加を促します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

中央町児童館、平町児童館、こど

もの森児童館において、中高生の

利用時間やスペースの確保、利用

時間の延長を実施

継続 継続
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③障害のある児童の豊かな活動の場の提供【継続】（子育て支援課）	 再掲

児童館において、障害のある児童が地域の子どもたちと共に育ち合える豊かな活動を体験

できる場を提供します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

障害のある児童が参加しやすいプ

ログラムを設定し、豊かな体験が

できる活動の場として「あそびの

つどい」を実施

継続 継続

④学童保育クラブ【継続】（子育て支援課）

放課後の保育を必要とする小学生の児童を対象に、保護者の就労などにより保育をする人

のいない家庭に代わって保育を行っています。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・設置数

　区立１８か所（定員８８５人）　

　民営１６か所（定員６４５人）

　私立　２か所（定員８０人）

・在籍人数　１，７７６人

　（令和２年４月現在）

・令和３年度　４１か所

・令和４年度以降実施可

能な小学校から校内に

順次整備

継続

⑤学童保育クラブにおける障害のある児童の保育【継続】（子育て支援課）	 再掲

障害のある児童が同世代の子どもたちと集団生活をしながら、共に認め合い育ち合える豊

かな放課後の生活の場として、学童保育クラブで安心・安全に過ごせるよう保育を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

障害児等の保育を実施 継続 継続

⑥放課後子ども総合プランの推進【新規】（子育て支援課・放課後子ども対策課・生涯学習課）

全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができる居場

所を提供するため、子育て支援部と教育委員会が連携して、学童保育クラブ、ランランひろ

ば及び子ども教室を同一小学校内で実施する一体型を中心とした放課後子ども総合プランの

実施に向けて整備を進めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

放課後子ども総合プラン一体型モ

デル事業を小学校２校で実施

ランランひろばを整備し、

放課後子ども総合プラン

を本格実施

・令和３年度　　８か所

・令和４年度　１３か所

・令和５年度　１５か所

ランランひろばを整備し、

放課後子ども総合プラン

を本格実施

・令和６年度　１９か所
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⑦放課後フリークラブ【継続】（生涯学習課）

放課後の校庭を活用して子どもの安全・安心な遊び場を提供する「ランドセルひろば」と、

放課後や学校休業日に学校施設等において、地域の人材を活用して子どもに様々な体験の機

会を提供することにより、子どもの自主性、創造性、社会性を養う「子ども教室」の事業を

行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・ランドセルひろば

　区立小学校　２０校

・子ども教室

　１５小学校区

【ランドセルひろば】

放課後子ども総合プラ

ンの実施状況に合わせ

て順次移行

・令和３年度　１４校

・令和４年度　１１校

・令和５年度　　８校

【子ども教室】

放課後子ども総合プラ

ンの実施状況を踏まえ、

放課後子ども対策課と

協力し拡充

・１７小学校区

【ランドセルひろば】　

　令和６年度　５校

【子ども教室】　

　２０小学校区

⑧学校開放【継続】（スポーツ振興課）

学校ひろば（校庭の個人開放）、プール開放を実施し、子どもの居場所を確保します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・学校ひろば（校庭の個人開放）

小学校２２校、中学校１校

・プール開放

小学校７校（新型コロナウイル

ス感染防止のため中止）

継続 継続

目黒区保健医療福祉計画
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第６節　健康で安心して暮らせるまちづくり

健康危機管理対策の充実１

現 状

健康危機管理とは、感染症をはじめ、医薬品、食中毒、飲料水、その他何らかの原因によ

り生じる国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大

防止、治療等に関する業務をいい、自然災害やテロに起因するものも含まれます。

令和元年１２月に初めて感染者が報告された新型コロナウイルス感染症は、世界中に感染

が拡大しています。国は、国民生活や経済、社会に重大な影響を与えるリスクに対し総合的

な対策を講じることができるよう、令和２年３月に新型インフルエンザ等対策特別措置法の

一部を改正し、法の対象に新型コロナウイルス感染症を追加しました。現在、保健所は、感

染症法に基づき新型コロナウイルス感染拡大防止に全力で取り組んでいます。

食品については、平成３０年６月に大幅な食品衛生法の改正が行われました。食をとりま

く環境変化や国際化等に対応しつつ、食品の安全を確保するため、国や自治体間の連携協力

や営業者による衛生管理の向上を図るとともに、実態に即した許可・届出制度や食品リコー

ル情報の取組を進めています。

近年の大地震や局所的な豪雨などの災害の増加により、災害時の医療救護体制の確保等も

喫緊の課題となっています。また、避難所等における新型コロナウイルス感染症の拡大も懸

念されています。

課 題

近年、健康危機管理事例が多発する中で、保健所は地域における健康危機管理の拠点とし

て位置づけられています。

平常時においては、管理基準の設定や監視業務等による健康危機発生の未然防止、並びに

各種マニュアルの整備や健康危機発生時を想定した組織体制の確保、関係機関との連携の確

保や訓練等による資質の向上など、発生時に備えた準備が必要です。

健康危機発生時においては、正確な情報把握、原因の究明、対応の確定、医療の確保等を

迅速に行い、区民の健康被害の拡大防止に努めることが必要です。

新型コロナウイルス感染症に関しては、効率的に疫学調査を実施し、感染拡大を防止する

こと、地域での流行時においても適切な保健・医療を提供できるよう、関連機関を有機的に

機能させる役割が期待されています。

区は、健康被害の発生状況や保健医療を取り巻く環境の変化等を踏まえて、区民の生命及

び健康を保護し、社会生活が維持できるように健康危機管理対策を推進していきます。

施策の体系 １ 健康危機管理対策の充実

（１）感染症への対応

（２）食品の安全・安心の確保

（３）災害等への対応
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施 策

（１）感染症への対応

感染症は、ひとたび発生して拡大すれば個人の健康のみならず社会全体に深刻な影響を及

ぼす恐れがあり、迅速な初動対応が拡大防止の第一要件です。

日ごろより、各種感染症サーベイランスによる発生状況の把握と情報分析等を通じた事前

準備、区民への情報提供や正しい知識の普及啓発を行うとともに、感染症発生時には関係機

関と連携し、迅速かつ円滑に調査及び防疫活動を実施し、感染拡大防止に努めます。

特に、新型インフルエンザ等の新興感染症は、ほとんどの人がウイルスに対する免疫を獲

得していないため、令和元年１２月に発生した新型コロナウイルス感染症においても世界的

な大流行（パンデミック）となり、大きな健康被害とこれに伴う社会的影響をもたらしてい

ます。「新型インフルエンザ等対策特別措置法」に基づき整備した「目黒区新型インフルエ

ンザ等対策行動計画及び対応マニュアル」による、医療機関の連携、計画的な医薬品の備蓄

等の対策を推進します。一方、結核は現在でも年間約１５，０００人の新規患者が発生し、

年間約２，１００人が命を落とす日本最大の感染症です。引き続き、結核の発生予防、患者

の早期発見等対策の充実を図ります。

＜計画事業＞

①新型インフルエンザ等対策の推進【継続】（感染症対策課・関係各課）

新型インフルエンザ等の感染拡大を可能な限り抑制し、区民への健康被害を最小限にとど

め、区民生活を確保するため、「目黒区新型インフルエンザ等対策行動計画及び対応マニュ

アル」に基づく防疫活動、医療体制、医薬品・防護服等を計画的に整備し、予防、まん延防

止等対策を充実しています。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

行動計画に基づき、対応マニュア

ルの整備、計画的な備蓄、訓練、

普及啓発等を実施

継続 継続

②高齢者の予防接種【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

高齢者はインフルエンザにり患すると肺炎等を合併することも多く、肺炎と気づかないう

ちに重症化する危険性があるため、６５歳以上の高齢者を対象に、感染予防や重症化を軽減

することを目的としてインフルエンザ予防接種を実施します。

また、高齢者の肺炎の原因の中で最も多い肺炎球菌による感染予防・肺炎の重症化と死亡

リスクを軽減することを目的として、６５歳を対象に初回接種の方に自己負担分を一部軽減

して肺炎球菌予防接種を実施します。なお、令和元年度から令和５年度までの経過措置期間

は、６５歳以上５歳刻みの年齢を対象として実施しています。

目黒区保健医療福祉計画
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事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

対象者には個別通知送付

【令和元年度実績】

・高齢者インフルエンザ予防接種者数

　　　　　３０，２９３人（５６．２％）

・高齢者肺炎球菌予防接種者数

　　　　　　１，５３９人（２０．４％）

　うち６５歳は８０１人（３５．０％）

・令和２年度は、新型コロナウイルス感

染症と季節性インフルエンザの同時流

行を防止するため、重症化リスクの高

い高齢者等へ早期にインフルエンザ予

防接種を呼びかけた

接種率を上げる 接種率を上げる

③結核予防対策の推進【数値】（感染症対策課・保健予防課・碑文谷保健センター）

結核は、現在でも主要な感染症であり、結核の発生予防、患者の早期発見、まん延予防

のため対策を推進します。感染リスクの高い人への健康診断、結核患者に対する服薬確認

（DOTS）による支援、療養相談、治療終了後の再発早期発見のための管理検診等の継続的

な支援を実施し、結核罹患率の低下を目指します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

国の結核に関する特定感染症予防指針に

基づき、罹患率１０以下（人口１０万対）

を目標に、予防の普及啓発、患者管理、

接触者健診、定期健診の受診勧奨及び実

施状況の把握、予防接種（BCG）等の

実施

継続 継続

④エイズ・性感染症対策の推進【継続】（感染症対策課）

HIV 感染者、エイズ患者、梅毒患者が増加傾向にある現状を踏まえて、早期発見・早期治

療に結びつくよう性感染症を含む検査・相談を実施します。また、様々な機会を捉えて、区

民・学校等に対する正しい知識の普及啓発を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・毎月１回検査、年２回（６月・１２月）

臨時検査を実施（新型コロナウイルス

感染症の影響により実施回数の減）

・相談は、電話・来所等で随時実施

・区民・学校等に対する正しい知識の普

及啓発の実施

継続 継続
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（２）食品の安全・安心の確保

食中毒をはじめ、飲食に起因する健康危機の発生を平常時から想定し、常に危機管理の意

識を持って計画的に監視指導を実施し、食品の安全を確保します。

HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理の導入・定着を進めるために、食品等事業者の自

主的衛生管理を支援する講習会等の衛生教育を行い、総合的な衛生管理の充実を図ります。

食品が多様化し、流通がますます複雑化していることから、区民に食品の安全に関する最

新情報を正確に分かりやすく発信します。

＊ HACCP（ハサップ）とは、食品事業者等自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因を
把握した上で、原材料の入荷から製品の出荷に至る全工程の中で、危害要因を除去または
低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しようとする手法。

＜計画事業＞

①食品監視指導の充実【重点】（生活衛生課）

食品関係施設の監視指導を計画的に実施することで、食品等による衛生上の危害発生を防

止します。食中毒の発生及び広域流通食品の違反発生時には、国や東京都など関係機関と迅

速な情報共有、連携協力を図り、食中毒の原因究明、再発防止及び違反食品を速やかに排除

します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・重点的な監視指導の実施

（食中毒発生リスクの高い社会福祉施

設、大量調理施設、生や半生の食鳥肉

や刺身提供施設等）

・食品表示（衛生事項・保健事項）の監

視指導の実施と結果の公表

継続 継続

② HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理の推進【継続】（生活衛生課）

全ての食品事業者に、HACCP に沿った衛生管理の導入・定着化を進めるため、受入態勢

や取組意欲に応じた技術的支援を行います。また、自主的衛生管理の向上及び法令遵守のた

めの食品衛生講習会を定期的かつ継続的に開催して、食中毒や違反食品による健康危害防止

を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・普及啓発資材を用い、施設に応じた具

体的な導入手法を支援

・業態別及び営業許可更新時の食品衛生

責任者講習会の開催

・食品衛生協会自治指導員への技術的支

援と活動拡充に向けた共催事業の実施

継続 継続

目黒区保健医療福祉計画
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③食に関する普及・啓発【継続】（生活衛生課）

区民に対し、正確な食品衛生知識の普及を図るため、食品の安全に関する最新情報を収集・

提供します。また、行政、消費者及び食品等事業者の情報提供と意見交換の場として、シン

ポジウム及び食品保健講座を開催するなどリスクコミュニケーションに努めます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・シンポジウムと講演会の開催

・自主研修会等への講師派遣

・食品衛生月間事業及びパネル展示によ

る普及啓発

・食品衛生の最新情報などを区報・ホー

ムページ等で発信

・食の安全に係る普及啓発リーフレット

等の作成配布

継続 継続

（３）災害等への対応

不特定多数の住民に健康被害が発生または拡大する可能性がある場合には、公衆衛生の確

保という観点から対応が求められます。震災や豪雨などの自然災害のほか、犯罪、放射線事

故、テロ事件が発生した場合等も対応の可能性があります。

健康危機発生時にその規模を把握して対応し、被害の拡大防止のための普及啓発や業務を

行うことができるよう、平常時から関係機関との情報共有・連携確保に努めています。

また、近年の大規模災害に伴う健康被害の発生状況や新型コロナウイルス感染症の感染拡

大による保健医療を取り巻く環境の変化等を踏まえて、マニュアルの見直しや体制整備に努

めます。

＜計画事業＞

①関係機関との連携・協議体制の充実【継続】（健康推進課）

健康危機発生時に、警察、消防、医療機関及び関係団体の連携により、混乱なく的確な対

応を行えるよう、健康危機管理連絡会を開催し、連携協力の強化及び情報交換を行います。

また、緊急医療救護所等の運営に係る連絡会を開催し、災害時医療体制の具体的な検討を

行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・健康危機管理連絡会の開催

・緊急医療救護所の運営に係る連絡会開

催

・健康危機管理連絡会

の開催は継続

・緊急医療救護所の運

営に係る連絡会は拡

充して開催

継続
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②災害時医療体制の整備【継続】（健康推進課）

首都直下地震等が発生した場合に、東京都が迅速かつ的確に区市町村を支援できるように

導入した二次保健医療圏において、目黒区の医療救護活動を統括し、調整を図るため、災害

医療コーディネーターを設置しています。

円滑な救護所の活動を確保するため、関係機関の協力を得て、災害医療コーディネーター

を中心とした医療救護訓練を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・区内４病院に緊急医療救護所資

機材を整備

・医薬品のランニングストック実

施（３，０００人分３日間）

・医療救護訓練への参加

・目黒区災害医療コーディネーター

の設置

・緊急医療救護所での医薬品の

備蓄

・緊急医療救護所を起点とした

連携や訓練の実施

継続

健康づくりの推進２

現 状

現状我が国は男女ともに世界最高水準の長寿国となりました。しかし、平均寿命と健康寿

命※の差は１０年程度あり、今後、高齢化に伴い、医療や介護の負担の増大が想定される中で、

生活の質の向上という観点からも健康寿命の延伸は大変重要となっています。

国では、平成２５年４月から、健康寿命の延伸と健康格差の縮小、生活習慣病※の発症予

防と重症化予防の徹底等を基本とした「健康日本２１（第２次）」が開始されました。

区では、平成２８年３月に改定した「健康めぐろ２１（平成２８～３７年度）」において、

健康寿命の延伸を基本理念とし、生活習慣病の発症予防と重症化予防、生活習慣の改善、高

齢者の健康、こころの健康、健康を支える環境整備、食育※の推進に取り組んでいます。令

和元年８月には区民の健康づくりに対する意識や生活習慣の実態を把握するため、区民３，

０００人を対象に健康づくり調査を行いました。

母子保健においては、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を目指して「目黒区子

育て世代包括支援センター」を立ち上げ、ゆりかご・めぐろ事業（妊婦面接）や産後ケア事

業などを実施し、妊娠期から出産、子育て期に関する様々な相談に応じるとともに、ニーズ

に応じた情報提供や保健指導、サービスの提供など包括的な支援に取り組んでいます。

区民の平均寿命や健康寿命は２３区の中でも上位の水準にありますが、区民が生涯にわた

り健康で活力あふれる生活が送れるよう、子どもから高齢者まで、ライフステージ※や心身

の状態に応じた各種の健康施策を積極的に推進しています。
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課 題

健康づくりの基本は区民一人ひとりが主体的に取り組むことです。しかし、個人での取組

には限界があることから、健康づくり施策を行政と関係機関・団体が連携し、総合的に進め

ていくことが求められています。子どもから高齢者まで健康でいきいきと生活していくため

には、子育て支援や介護予防事業等、健康づくりに関連する様々な部局と連携していくこと

が必要です。

今後、高齢化の一層の進展に伴い、生活習慣病※や認知症等の有病者の増加が見込まれて

います。健康寿命※を延伸していくためには、食生活や身体活動、歯と口腔の健康づくり、

禁煙など、生活習慣の改善を図ることが重要です。また、生活習慣病の発症予防に加え、糖

尿病などの重症化予防にも取り組んでいく必要があります。

特に、受動喫煙※防止対策については、健康増進法の一部改正及び東京都受動喫煙防止条

例の制定を踏まえて取り組んでいく必要があります。

また、妊婦の方との面接相談「ゆりかご・めぐろ」や乳幼児健診等様々な事業の機会を捉

えて、子どもへの虐待予防や早期発見につなげるよう、関係機関と連携しながら妊娠期から

子育て期にわたって切れ目ない支援の強化が求められています。

さらに、自殺総合対策をはじめとするこころの健康づくりに積極的に取り組むことが必要

です。

施策の体系 ２ 健康づくりの推進

（１）生活習慣病の発症予防と重症化予防の推進

（２）生活習慣の改善

（３）親子の健康づくりの推進

（４）食育の推進

（５）こころの健康

（６）公害保健対策の推進

施 策

（１）生活習慣病の発症予防と重症化予防の推進

区民の死因別割合を見ると、がん、心疾患、脳血管疾患のいわゆる三大生活習慣病※によ

る死亡が全体の半分を占めています。

がん対策としては、がん予防に関する知識の普及啓発を行うとともに、胃がん、肺がん、

大腸がん、子宮がん、乳がんについて科学的根拠に基づくがん検診を実施します。

また、健康管理や生活習慣の改善に関する正しい知識の普及を図るとともに、メタボリッ

クシンドローム・生活習慣病・フレイル※の予防や疾病の早期発見・早期治療のため、４０

歳以上の国民健康保険加入者、後期高齢者医療制度加入者及び生活保護受給者を対象に特定

健康診査を実施します。国民健康保険加入者及び生活保護受給者については、特定健康診査

の結果により生活習慣の改善が必要な場合に特定保健指導や生活習慣病重症化予防の保健指

導を行い、個々の生活習慣を見直す支援を行います。

なお、特定健康診査の対象とならない４０歳未満の区民については、生活習慣病やその他

疾病予防の動機付けを目的とした健康づくり健診を実施します。
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＜計画事業＞

①積極的な健診等の受診【数値】（健康推進課・保健予防課・国保年金課・生活福祉課）

メタボリックシンドローム・生活習慣病※・フレイル※の予防や早期発見・早期治療のため、

４０歳以上の国民健康保険加入者、後期高齢者医療制度加入者及び生活保護受給者を対象に

特定健康診査を実施します。国民健康保険加入者及び生活保護受給者については、特定健康

診査の結果により生活習慣の改善が必要な場合に特定保健指導や生活習慣病重症化予防の保

健指導を行います。

なお、特定健康診査の対象とならない４０歳未満の区民については、生活習慣病やその他

疾病予防の意識と自覚の高揚を図るとともに、疾病の早期発見のため健康づくり健診を実施

します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

４０歳以上の国民健康保険加入者・後期

高齢者医療制度加入者・生活保護受給者

（令和元年度実績）

・特定健康診査受診率　４６．７％

現況より上げる 現況より上げる

４０歳以上の国民健康保険加入者（平成

３０年度実績）

・特定健康診査受診率　４５．８％

・特定保健指導実施率　　９．８％

特定健康診査受診率、

特定保健指導実施率：

６０％

継続

生活保護受給者（令和元年度試行実績※１）

・特定健康診査受診率　２０．２％

・特定保健指導実施率　１７．０％

現況より上げる 継続

生活習慣病重症化予防事業

　実施

・データヘルス計画に

沿って実施（国民健

康保険加入者）

・事業方針に沿って実

施（生活保護受給者）

継続

健康づくり健診受診者数（令和元年度実

績）３５８人

現況より上げる 現況より上げる

※ 1　平成３０年１０月の生活保護法改正により「被保護者健康管理支援事業」が令和３年１月に施

行されることに伴い、令和元年度は法施行前の試行事業として特定健康診査の受診勧奨及び特

定保健指導を実施したもの。
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②がん検診【重点】（健康推進課）

胃がん、肺がん、大腸がん、子宮がん、乳がんについて、科学的根拠に基づく検診を高い

精度を保った上で実施します。また、受診率を向上させ、がんの早期発見・早期治療を図り

ます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

がん検診の受診率（令和元年度実績）

・胃がん　　　９．８％

・肺がん　　１２．７％

・大腸がん　３３．７％

・子宮がん　２４．０％

・乳がん　　２９．０％

現況より上げる 現況より上げる

（２）生活習慣の改善

健康寿命※を延伸し、人生１００年時代に向けて健康で自立した生活を送るためには、栄養・

食生活、身体活動、喫煙・飲酒、歯と口腔の健康といった生活習慣の改善が重要です。

そこで、健康的な食生活、適正な体重の維持管理などの望ましい栄養・食生活の実践や、

日常的に取り組む身体活動量の増加について知識の普及・啓発を図り、歯と口腔の健康づく

りについては、子どものむし歯予防とともに、成人歯科健診などを通じて８０２０運動を推

進していきます。啓発事業に当っては、新型コロナウイルス感染症の感染リスクを考慮し、

実施方法を検討します。

また、令和２年４月に「望まない受動喫煙※」を防止する改正健康増進法及び東京都受動

喫煙防止条例が全面施行されたことに伴い、禁煙を支援するとともに更なる受動喫煙防止対

策を推進していきます。

＜計画事業＞

①望ましい栄養・食生活に関する啓発【継続】（健康推進課・保健予防課・碑文谷保健センター）

健康的な食生活を実践することは、生活習慣病※の発症予防と重症化予防、生活の質の維

持向上の観点から重要です。健康教育や栄養相談等を通じて栄養や食生活に関する知識の普

及・啓発を図り、自分に適した健康的な食生活を継続的に実践できるよう支援します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・健康大学教養講座の開催

・イベント等でのパネル展示

・個別栄養相談の実施

・生活習慣病予防及び重症化予防に関す

る健康教育の実施

継続 継続
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②身体活動の増加に関する啓発【継続】（健康推進課）

日常の身体活動量を増やすことで、メタボリックシンドロームを含めた生活習慣病※の発

症や死亡のリスクを下げるといわれています。生活習慣病や健康維持に役立つ身体活動につ

いて情報を提供し、工夫して日常生活における身体活動量を増やせるよう啓発していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・健康大学教養講座の開催

・イベント等でのパネル展示

継続 継続

③成人歯科健診の推進【継続】（健康推進課）

「生涯、自分の歯で食べる楽しみを味わえる」ことを目標として、歯科健診事業を行うこ

とで歯と口腔の健康づくりを支援していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

成人歯科健診事業の推進 継続 継続

④受動喫煙対策の実施【重点】（健康推進課）

喫煙が及ぼす健康への影響について、正しい知識の普及や禁煙外来治療費助成事業の実施

等により、禁煙支援を推進します。また、改正健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例に基

づく指導等を行い、受動喫煙※防止対策を推進していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・リーフレットの配布等による喫煙・受

動喫煙が及ぼす健康への影響に関する

情報の発信

・禁煙外来治療費助成事業の実施

・禁煙外来治療費助成事業に基づく指導

等の実施

継続 継続

（３）親子の健康づくりの推進

平成２９年度から、妊娠届けを提出した妊婦を対象に助産師等専門職が面接し、妊婦の実

情を把握した上で必要な情報提供や保健指導を行う「ゆりかご・めぐろ事業」により相談支

援に取り組み、平成３１年度からは産後の母子へのケアや相談対応などを行う「産後ケア事

業」（訪問型、宿泊型）を開始しました。さらに、必要な支援策を包括的に提供できるよう

部を超えた連携を図り、「子育て世代包括支援センター」として妊娠期から出産、子育て期

にわたる切れ目ない支援を目指して取り組んでいます。

既存の乳幼児健診では、障害や疾病の有無や栄養状態についての確認、口腔内の機能の発

達や衛生に関する普及啓発を行うほか、児童虐待の兆候などの早期発見・早期対応に努めて

きましたが、今後は区だけでなく地域の医療機関や社会資源など関係機関と連携して相談支

援の充実を図り、母子への支援を核とした親子の健康づくりを進めます。
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子どもの定期予防接種についてはワクチン・ギャップの解消に向けて、令和２年１０月か

ら新たにロタウイルスワクチンが定期接種化されるとともに、今後も新たなワクチンの定期

接種化が見込まれています。

また、接種率向上を図るため、保健所システムを活用し適時・的確に接種勧奨していくと

ともに、予防接種の重要性や副反応について正確な情報を迅速に提供し、予防接種に対する

正しい理解の普及を図ります。

今後は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、育児学級などの各種事業に区

民が安心安全に参加できるよう、ICT※を活用したオンラインによる講座開催など実施方法

の検討を進め、区民サービスの向上に努めます。

＜計画事業＞

①妊婦健康診査【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

妊産婦死亡率の低下を図るとともに、妊娠中の母体と胎児の健康を守るために、妊娠の届

出をした妊婦に対して妊産婦健康診査の受診票を交付し、医療機関に委託して健康診査を実

施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・妊婦健康診査１４回、妊婦子宮頸がん

検診１回、妊婦超音波検査１回（公費

負担一部助成）

・妊娠届出時及び妊婦面接時に、事業の

周知と受診勧奨により、妊婦健康診査

の継続的な受診を促進

継続 継続

②出産・子育て応援事業（ゆりかご・めぐろ）【重点】（保健予防課・碑文谷保健センター）

専門職が妊婦に対する面接・相談を行うことにより、各家庭における出産や子育て支援に

関するニーズを把握し、必要な支援を行います。出産・子育てに関する不安を軽減し、妊娠、

出産及び育児の各段階における切れ目のない支援を通じて、妊婦、乳幼児及び保護者の心身

の健康の保持及び増進を図ります。

また、新型コロナウイルス感染予防対策を講じながら、オンライン相談など適切な事業実

施を検討していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・妊婦を対象に、妊娠届出時に専門職が

面接を実施

・出産、子育て、育児の不安や悩みなど

の相談を実施

・支援が必要な妊婦への継続した相談を

実施

・面接時には「ゆりかご応援グッズ（育

児用品カタログギフト）」を配布

継続 継続
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③子育て世代包括支援センター事業【新規・重点】（保健予防課・碑文谷保健センター・子

育て支援課）	 再掲

妊娠・出産、子育てに関する相談に応じ、必要に応じて個別に支援プランを策定するとと

もに、医療や福祉など関係機関が連携し、切れ目のない支援を行っていきます。また、育児

不安や心身の不調があり、身近に相談できる人がいないなど、支援を必要とする産後の方を

対象に産後ケア事業を実施し、心身の安定と育児不安の解消を図っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・産後ケア事業（訪問型）の実施

・産後ケア事業（宿泊型）の実施

・産後ケア事業（通所型）の検討・実施

継続 継続

④育児支援事業【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

妊娠期から乳幼児期を通じて、適切な知識の普及・啓発によって育児不安の軽減を図り、

保護者同士の情報交換や交流を図ることによって、虐待防止や健やかな子育てを支援します。

また、新型コロナウイルス感染予防対策を講じながら、オンライン相談など適切な事業実

施を検討していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・ハローベビークラス・サロンの開催

・パパママの育児教室

・はじめての子育てのつどい

・育児学級

・健康相談

・母親の会

・こどもの健康教室

・多胎児懇談会

継続 継続

⑤乳児健康診査【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

乳幼児の適切な発育・発達を促すために、健康診査時に身体計測の実施や疾病等の有無に

ついて確認及び養育状況の確認を行い、育児相談を実施します。

４か月児・３歳児健康診査を保健予防課または碑文谷保健センターで実施し、６か月・９

か月・１歳６か月及び５歳児健康診査を委託医療機関で実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・乳幼児の月齢・年齢に応じた内容の健

康診査や育児相談を実施

・４か月児及び３歳児健診の未受診者に

ついて、子ども家庭支援センターとの

連携により、乳児家庭全戸訪問事業と

して全数把握を実施

継続 継続

目黒区保健医療福祉計画
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⑥乳幼児歯科健診【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

乳幼児期からの口腔内の環境を整えることは、生涯にわたり健康な口腔を保つための第一

歩です。歯科健診や保健指導・歯科予防処置を通じ、口腔機能の発達や衛生に関する正しい

知識の普及を図ります。また、他職種と連携し成長・発達に応じた支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

むし歯のない子供の割合（受診者に対す

る割合）

・１歳６か月児歯科健診　９８．５％

・２歳児歯科健診　　　　９７．３％

・３歳児歯科健診　　　　９３．０％

・歯科予防処置　　　　　７５６名

　（令和元年度実績）

現況より上げる 現況より上げる

⑦乳幼児栄養相談【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

家庭の形態が多様化する中、乳幼児の健全な食生活について正しい知識の普及を図ります。

乳幼児期は成長や機能の発達に個人差があるため、個々に応じた支援を多職種と連携して行

います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・離乳食講話

・各種健診・経過観察の対象者に栄養個

別相談を実施

・電話相談の実施

継続 継続

⑧予防接種に関する正しい知識の普及啓発【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

子どもを感染症から守る予防接種については、接種率向上を図るため、個別通知を行い適

切な時期に確実に勧奨していくとともに、予防接種の重要性、副反応について迅速かつ正確

な情報を提供し、予防接種に対する正しい理解の普及を図ります。また、定期予防接種の種

類増加など予防接種法の変更等があった場合、正しい情報を提供し適切に対応していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・定期予防接種は対象月齢に個別通知を

行い勧奨

・制度の変更等は医療機関や対象者への

通知、区報・ホームページ等で周知

・接種相談等

継続 継続
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（４）食育の推進

食は命の源であり、生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性を育むために重要で

す。しかし、生活様式の多様化と相まって若い世代で朝食をほとんど取らない人や、外食・

中食の頻度が増加傾向にあります。また、栄養の偏りや不規則な食事、肥満や生活習慣病※

の増加、過度の痩身、そして伝統的な食文化の危機や食の安全等、食をめぐる課題は多くあ

ります。

そこで、食育※に関心を持ち、食を通じて親子や家族との関わり、仲間や地域との関わり

を深め、健やかな心と身体の発達を促すことができるよう、食を安全・安心に楽しむ環境づ

くりを推進していきます。

さらに、様々な経験を通じて食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な食生活を

実践することができるよう食育を推進します。

＜計画事業＞

①ライフステージに応じた食育の推進【継続】（健康推進課・保健予防課・碑文谷保健センター）

子どもから成人、高齢者に至るまで、ライフステージ※に応じた食育※を展開し、食に関す

る知識の普及を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・健康大学教養講座の開催

・リーフレットの配布等による食に関す

る情報の発信

・親子食育セミナー、夏休み子ども食育

セミナーなど、食に関する講座の開催

継続 継続
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（５）こころの健康

現代は仕事や人間関係などの過剰なストレスにより心と体に変調をきたしやすい状況にあ

ります。また、新型コロナウイルス感染症の影響による自殺の増加が懸念されています。こ

ころの健康は、人がいきいきと自分らしく生きるために重要で生活の質にも大きく影響する

ため、こころの健康についての啓発を行い、早期に相談につながるために様々な形での相談

体制により、相談機会の充実を図ります。

平成２８年の自殺対策基本法の改正により全ての都道府県及び市町村に自殺対策計画の策

定が義務付けられ、区は平成３０年３月に「目黒区自殺対策計画」を策定しました。誰も自

殺に追い込まれることのない社会の実現に向け、正しい知識の啓発や相談支援、ゲートキー

パー※の養成など、全庁的な取組として関係機関・団体・区民等との連携により自殺総合対

策を推進していきます。

また、精神の障害のある方が、地域で安心して自分らしい生活ができるよう、保健・医療・

福祉関係機関の連携による「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム※の構築」に取り

組んでいきます。

＜計画事業＞

①精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【重点】（保健予防課・碑文谷保健セ

ンター・障害者支援課）	 再掲

保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて精神科病院等の医療機関、支援事業所、

行政等の関係者間の顔の見える関係を構築し、地域の課題を共有した上で精神障害にも対応

した地域包括ケアシステム※の構築に取り組みます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

精神障害のある人の地域移行・地

域定着に向けた支援のあり方につ

いて、保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場を設置

・地域移行・地域定着に向けた

支援の推進

・保健・医療・福祉関係者によ

る協議

・措置入院者退院後ガイドライ

ンによる支援の推進

・アウトリーチ※支援事業の充実

継続

②教育相談【重点】（教育支援課）

いじめや不登校及び集団不適応等の問題解決を目的として、区立小・中学校及び幼稚園・

こども園にスクールカウンセラーを派遣します。また、めぐろ学校サポートセンターの教育

相談では、教育に関する悩みや心身の発達などの相談に応じ、困難事例についてはスクール

ソーシャルワーカーが関係機関と連携して問題解決の支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・スクールカウンセラーを区立小・中学校、

幼稚園・こども園に派遣

・教育相談の実施

・スクールソーシャルワーカーによる対応

継続 継続
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③精神保健相談【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

新型コロナウイルス感染症の流行により、区民の生活は、ライフスタイルの急激な変化を

余儀なくされ、不安や戸惑いが生じています。それはストレスとなってこころにたまってい

き、不眠やうつ状態など、こころの不調となって現れます。精神疾患の予防、早期発見・早

期治療及び再発予防のために、専門医による相談を実施するとともに保健師による電話・訪

問・面接相談を実施し、支援していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・専門医による相談の実施

・保健師による電話・訪問・面接相談の実施

・精神保健講演会の実施（新型コロナウイルス

感染症の影響により中止）

継続 継続

④依存問題等家族相談【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

新型コロナウイルス感染症の流行により、生活環境や経済状況が変化し、ストレスや孤立

感から、薬物、アルコールなど嗜癖行動により、健康を害する可能性があります。外出自粛

や自主隔離などにより、スマートフォンやパソコンなどデジタルメディアを利用する時間が

多くなり、ゲーム依存など、不健康な行動パターンに陥りやすい状況にもあります。

依存問題は家族も巻き込まれ、健康を害することも少なくないため、適切な専門機関等の

紹介や家族間の交流を通じて心の安定が保てるように支援していく必要があります。必要に

応じて精神保健福祉士による個別相談、保健師による電話・訪問・面接相談も実施していき

ます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・グループミーティング（家族）月1回実施

・個別相談実施

・保健師による電話・訪問・面接相談（随時）

継続 継続

⑤自殺総合対策の推進【継続】（健康推進課・保健予防課・碑文谷保健センター）

多くの自殺は、防ぐことのできる社会的な問題であり、家庭や職場、地域全体で取り組む

ことが重要です。正しい知識の普及・啓発や相談支援体制の充実、ゲートキーパー※の養成、

関係機関・団体・区民との連携などにより自殺を予防し、自殺総合対策を推進していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・自殺対策講演会の実施

・リーフレットの配布等による自殺対策に関す

る情報の発信

・職員ゲートキーパー養成研修の実施

・自殺対策推進会議の開催

継続 継続
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（６）公害保健対策の推進

「公害健康被害の補償等に関する法律」に基づき、著しい大気汚染の影響により公害健康

被害を受けたと認定された患者に対して、損害を補填するための補償給付を行うとともに、

公害保健福祉事業を継続して実施します。

また、地域住民に対して公害健康被害予防事業を実施して、大気汚染の影響による被害の

発症予防や健康回復を図ります。

＜計画事業＞

①公害保健福祉事業の充実【継続】（健康推進課）

大気汚染の影響による公害健康被害認定患者の健康回復、保持及び増進に向けて、呼吸器

リハビリ教室、保健師による療養指導、インフルエンザ予防接種の自己負担額の助成等公害

保健福祉事業を継続して実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・理学療法士による呼吸器リハビリテーション

教室の開催

・保健師による家庭療養指導の実施

・インフルエンザ予防接種費用の自己負担額の

助成

継続 継続

②公害健康被害予防事業の推進【継続】（健康推進課）

地域住民に対して、大気汚染の影響による健康被害の発症予防や健康回復を目的とした呼

吸器疾患の健康相談、知識普及のための講演会等の公害健康被害予防事業を実施します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・医師、理学療法士、栄養士による呼吸器疾

患の個別健康相談を実施

・成人向け及び子どもとその保護者を対象とし

た健康教室（音楽療法等）を開催

継続 継続

地域保健医療体制の推進３

現 状

令和元年度に実施した健康づくり調査によると、約６割の人がかかりつけ医師・歯科医師

を決めています。また、「医療に関する情報で知りたいこと」については、半数以上の人が「休

日・夜間に診療している医療機関」と回答し、２４時間安心して医療を受けられる環境を望

んでいることがうかがえます。

区では、初期救急医療として、一般の診療所が休診している日曜・祝祭日・年末年始等に

おける急病患者に対して診療の機会を確保するため、休日診療所と休日調剤薬局を開設し、

令和元年度からは１５歳未満の小児を対象にした平日夜間の小児初期救急医療も開設してい

ます。
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また、効果的な治療法が確立されていないため、療養が長期にわたる難病は、患者や家族

に精神的・経済的あるいは介護面における大きな負担がかかっています。目黒区では、国や

東京都が実施している医療費助成や医療機器貸与等のサービスに加え、難病ホームヘルプ

サービスや日常生活用具の給付等の支援のほか、相談や様々な講演会の開催などの機会を活

用し情報提供に努めています。

さらに、医療ニーズの高い高齢者や重度の要介護者が、自宅や地域で安心して暮らし続け

られるよう、医療、介護、住まい、生活支援を一体的に提供するためのネットワークの構築

に取り組んでいます。

課 題

少子高齢社会の進展や疾病構造の変化などから、年々増加する救急医療の需要に対応する

ため、東京都や関係団体と連携を図りながら、身近な地域で誰でも利用しやすい医療体制を

整備するとともに、かかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつけ薬局を推進していくこと

が必要です。

医療・介護の連携を強化し、効率的かつ質の高い医療提供体制を推進するために、平成

２６年６月に「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備

等に関する法律」（医療介護総合確保推進法）が成立し、医療機関の機能分化や連携の促進

が進む中、区民への十分な情報提供や連携への支援が必要となっています。

また、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム※）の構築を進め

ている現在、難病に関しても住み慣れた地域で療養生活を継続できるよう支援していくこと

が求められています。

難病医療費等助成制度については、新型コロナウイルス感染症の影響で令和３年２月末日

までの有効期間の受給者証の交付者については更新申請をせずに受給者証の交付がなされる

ようになりましたが、更新申請が行われないことに伴い、症状の確認、生活状況の把握など

ができなくなり、保健相談など支援がしにくくなっています。また、難病講演会やパーキン

ソン教室などは３つの密を防ぐ観点及びハイリスク該当者に当たる参加者が多い状況から、

今までのような形式での講演会、教室の実施は難しい状況となっています。

施策の体系 ３ 地域保健医療体制の推進

（１）休日等診療体制の確保

（２）難病等保健医療対策の充実

施 策

（１）休日等診療体制の確保

少子高齢化が加速する中で、二次救急も含めた休日・夜間の診療体制の整備、在宅療養者

への２４時間対応や、１５歳未満の小児を対象とした平日・夜間の初期救急等、子どもから

高齢者まで誰もが地域で安心して医療を受けられる環境が求められています。

これらの救急医療の需要に対応するため、医師会・歯科医師会・薬剤師会・区内の医療機

関及び東京都などの関係機関と協力し、引き続き休日や夜間に対応する診療体制を確保して

いきます。

目黒区保健医療福祉計画
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＜計画事業＞

①休日等診療体制の確保【継続】（健康推進課）

少子高齢化が加速する中で、子どもから高齢者まで、誰もがいつでも地域で安心して医療

を受けられる環境や、二次救急も含めた休日・夜間の診療体制の整備、在宅療養者への 24

時間対応の体制が求められています。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・休日診療所及び休日調剤薬局の開設（通年開

設／区内２か所、１１月～２月開設／１か所）

・休日歯科診療を輪番制で開設

・東京都の休日等診療体制情報システムの周知

・平日夜間小児初期救急診療事業の実施

継続 継続

（２）難病等保健医療対策の充実

平成２６年５月「難病の患者に対する医療等に関する法律」が成立し、平成２７年１月か

ら新たな難病医療費助成制度が開始されました。医療費助成の対象となる疾病（指定難病）は、

制度開始時は１１０でしたが、令和元年７月には３３３の疾病が対象となっています。

難病医療費助成制度の周知や保健相談の充実を図り、普及啓発や療養支援を行います。

また、難病患者が在宅において安心して生活を営むことができるように保健、医療、福祉

の連携を図ります。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、今までのような集団での講演会やパーキ

ンソン教室は感染リスクが高まるため、資料の配布や個別の相談対応を充実し、支援に取り

組みます。

＜計画事業＞

①難病保健事業の充実【継続】（保健予防課・碑文谷保健センター）

難病患者及びその家族にかかる精神的・経済的、介護面の負担軽減を図るため、療養相談

を行うとともに、新型コロナウイルス感染症の対策を考慮した普及啓発事業の実施方法を検

討し実施していきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・療養相談を随時実施

・新型コロナウイルス感染症の対策を考慮した

パーキンソン教室や難病講演会の検討・実施

継続 継続
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安全で快適な生活環境の確保４

現 状

区民が健康で安全、快適な生活を送るためには、生活の拠点となる住宅や利用する建築物、

日常生活に欠かせない営業施設などが衛生的な環境でなければなりません。このため、建築

物は計画段階から衛生的な指導を行い、貯水槽を有する水道設備や営業施設などには、検査

や指導を行って衛生的な環境の維持・向上に努めています。また、ねずみや衛生害虫の駆除

は感染症予防や危害防止の観点から、訪問指導、相談、講習会等により区民を支援し、安全

で快適な生活環境の確保を目指しています。

医薬品の安全確保については、長期にわたる多様な医薬品の服用に伴う患者への薬歴管理、

服薬指導が重要となっています。また、麻薬や覚醒剤等に似た成分を含んだ危険ドラッグは、

国や都と連携して、区民への危険性の周知を行っています。さらに、医療相談窓口（コール

センター）を令和元年に設置し、診断や治療法、保険制度などを含めた一元的な相談、苦情

対応を行っています。

家庭での飼育動物は、愛玩動物から「家族」、「人生のパートナー」へと変化を見せる一方、

犬の鳴き声やふんの放置、飼い主のいない猫への無責任な餌やりなど多くの苦情が寄せられ

ています。また、東日本大震災を契機に、ペットの同行避難、被災動物への対応にも関心が

高まっており、災害に備えた備蓄品などの整備を進めています。

課 題

様々な感染症から身を守り、区民や事業者が健康で質の高い生活環境を確保するためには、

的確な情報提供や検査、指導を行う仕組みづくり、普及・啓発、支援の充実が必要です。

多様な医薬品を患者が適正に服用するための情報提供と相談体制が不可欠であるため、引

き続き薬局、医薬品販売業への検査や指導をしていかなければなりません。また、危険ドラッ

グは、身体に与える危険性や常習性について広く伝えていく必要があります。さらに、医療

相談窓口（コールセンター）は、関係者間の情報共有を円滑にし、相談対応能力の向上を図っ

ていくことが必要です。

動物の適正飼育については、人と動物の調和のとれた共生社会を実現するため、普及啓発

を継続していかなければなりません。また、課題の多くは地域社会に密着しているため、解

決には地域の実情を踏まえた取組とボランティア活動への支援が必要です。さらに、災害時

におけるペットの同行避難及び、被災動物の保護などを適切に行うため、関係機関等と連携

を図る必要があります。

施策の体系 ４ 安全で快適な生活環境の確保

（１）快適な生活環境の確保

（２）医薬品等の安全の確保

（３）動物の適正飼育の推進

目黒区保健医療福祉計画
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施 策

（１）快適な生活環境の確保

ねずみ・衛生害虫等の対策は、感染症予防等の観点からベクター（感染症の媒介生物）で

あるねずみ、衛生害虫等の発生を防止する環境づくりを中心に総合的な防除を推進します。

建築物事前協議制度による衛生的な構造・設備の普及によって、衛生問題の未然防止と健

康で快適な居住環境の確保を図ります。

水道水の安全、特に貯水槽水道の衛生的な管理の普及、東京都が推進している貯水槽を設

けない給水方式の導入に向けた普及を図ります。

環境衛生関係営業施設等について、最新の知見を基に監視指導や感染症予防等に関する最

新情報の提供及び自主管理体制の支援を行い衛生水準の維持向上を図ります。また、区民に

は、利用者の視点からの情報提供を行います。

＜計画事業＞

①建築物に関する事前協議の充実【継続】（生活衛生課）

建築物の構造や設備、その管理に起因する衛生上の問題を未然に防止するため、建築物の

設計段階における事前協議を行います。これにより、衛生問題が生じにくい維持管理の容易

な構造や設備の普及を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

建築確認申請を要する新築及び増改築部分の

延べ面積が 500 ㎡以上の建築物（一戸建を除

く）について、区と建築物の所有者が設計段階

から協議する

継続 継続

②居住環境の安全確保【継続】（生活衛生課）

区民が健康かつ安全で快適な生活を送るため、生活の拠点である住宅の室内環境、貯水槽

や井戸等の給水設備、レジオネラ症予防に関して維持管理上注意が必要な施設について衛生

知識の普及及び指導を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・換気、ダニ、カビなど室内環境の相談に、

最新の知見による情報を提供

・給水施設の維持管理に必要な知識、水道事

業者との連携等による貯水槽を設けない方

式への転換に関する普及啓発の実施

・井戸水等の衛生指導の実施

・レジオネラ症予防に関して維持管理上注意

が必要な施設の管理状況の把握及び改善指

導

継続 継続
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③ねずみ・衛生害虫等防除対策の推進【継続】（生活衛生課）

感染症予防等の公衆衛生の確保を目的に、蚊などの衛生害虫防除対策事業を推進します。

また、区民から寄せられるねずみや衛生害虫等に関する相談に応じ、ねずみや衛生害虫等

の生態及び環境対策に主眼を置いた防除方法についての知識の普及を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・蚊などの防除を目的とした雨水ますへの薬

剤投入

・ねずみ等の生態に基づく環境対策に主眼を

置いた防除についての情報提供と必要に応

じた現地指導を実施

・ねずみ、衛生害虫の防除対策講習会の開催

継続 継続

④営業施設等に対する監視指導体制の充実【継続】（生活衛生課）

環境衛生関係営業施設等（理・美容所、クリーニング所、公衆浴場等）に対し、最新の知

見を取り入れ、各々の業種、形態に応じた衛生管理基準に基づき、重点的な監視指導を実施

し、施設の維持管理、衛生水準の向上を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

業態別の立ち入り検査において、各々の施設

の衛生水準に応じた監視指導を実施。また、

細菌検査・理化学検査の結果が不適であった

施設に対する改善指導を実施

継続 継続

⑤自主的な衛生管理体制への支援【継続】（生活衛生課）

環境衛生関係営業施設等の事業者が自主的に効果的な自主管理体制を構築することができ

るようにするため、事業者や関係団体に対して情報提供及び技術支援を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・立入検査時において、自主管理による点検

記録、改善措置等を確認し、自主管理に対

して助言、指導を実施

・関係団体等への講師派遣及び技術支援の実施

継続 継続

目黒区保健医療福祉計画
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（２）医薬品等の安全の確保

薬事関係施設に対し、医薬品等の適正管理について立入検査を実施するとともに、安全使

用のための情報が患者等に十分提供されるよう、薬剤師や登録販売者の適正配置や医薬品の

インターネット販売等について監視指導を実施します。

危険ドラッグに対しては、区の関係する課をはじめ、都や薬物乱用防止関係団体と連携し、

その危険性について普及啓発を行っていきます。

令和元年に設置した医療相談窓口（コールセンター）をより効果的に活用するため、都や

医療安全関係団体の研修参加、他機関との連携・協力を通じて情報収集を行い、区民からの

医療に関する相談対応の充実を図ります。

＜計画事業＞

①医薬品等の監視指導の実施【継続】（生活衛生課）

薬局や医薬品販売業に対し、医薬品等の適正管理について立入検査を実施するとともに、

安全使用のための情報が患者や使用者に十分提供されるよう、薬剤師等の適正配置や医薬品

のインターネット販売について監視指導を行います。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

薬局・医薬品販売業各施設に対し、計画的に

立入検査を実施

継続 継続

②薬局・医薬品販売業・毒物劇物販売業者に対する普及啓発【継続】（生活衛生課）

医薬品や毒物劇物による健康被害を未然に防止するため、薬局・医薬品販売業者や毒物劇

物販売業者に対し、様々な機会を捉え医薬品医療機器等法及び毒物劇物取締法等に関する最

新情報を提供し、各事業者の管理の徹底を支援します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

ホームページ、立入検査時、窓口来所時等に

おいて最新の情報を提供

継続 継続

③薬物乱用防止の推進【継続】（健康福祉計画課・生活衛生課）

危険ドラッグを含む薬物の危険性について、東京都薬物乱用防止推進目黒地区協議会と区

が連携し、様々な機会を捉え広く区民に普及・啓発を行っていきます。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・薬物乱用防止ポスター・標語について区内

中学生への募集を実施

・区内小中学校における薬物乱用防止教室の

開催・啓発グッズ等の配布

継続 継続
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④医療安全の普及・啓発【継続】（生活衛生課）

コールセンターに看護師等を配置し、中立的かつ一元的な助言や情報提供を行います。研

修参加、他機関と連携協力を行い、相談機能の充実を図ります。また、区民が主体的に安全・

安心な医療を受けられるよう普及・啓発を行い、医療機関との信頼関係構築を支援します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・コールセンターにおいて看護師等が相談受付

・区報やホームページに普及・啓発記事を掲載

継続 継続

（３）動物の適正飼育の推進

ペットの適正飼育の普及、マナー啓発プレート等の配布など啓発事業を行い、飼い主の社

会的責任やマナーの普及啓発を推進します。また、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、

適正飼育の普及啓発のありかた、狂犬病予防週間における予防注射の接種について実施方法

を検討するとともに、未接種犬の飼い主に対する督促などを行い、予防注射接種率の向上を

図ります。

飼い主のいない猫対策の一環として、不妊・去勢手術の費用助成事業を推進するとともに、

地域猫活動の普及啓発を図ります。

災害時のペットの同行避難及び被災動物の保護などを円滑に行うため、飼い主の日頃から

の備えについて普及啓発を図るとともに、備蓄品などの整備を行います。また、災害に向け

た対策について、関係機関、関係団体、地域等との連携・協力に努めます。

＜計画事業＞

①動物の適正飼育の普及啓発【継続】（生活衛生課）

動物に対する適正な飼育について、様々な機会をとらえ、飼い主等を対象に普及啓発を図

ります。また、災害に備えて、被災したペットの飼育に必要な備蓄品等を整備します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・新型コロナウイルス感染症の影響により、

犬の飼い方セミナー中止、動物愛護週間事

業縮小開催

・マナー啓発プレート及びチラシ等による啓発

・災害時対応の普及啓発として「ペット防災

の手引き」を区立小中学校及び地域避難所

運営協議会等に配布。「ペットと私の防災ハ

ンドブック」を狂犬病予防注射等の案内に

同封

・災害に備えたペット用備蓄品整備として

「ペット受入れセット」を各防災倉庫に配備

継続 継続
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②狂犬病予防注射の接種率向上【継続】（生活衛生課）

狂犬病の予防について普及啓発を図るとともに、狂犬病予防注射の接種率向上を図ります。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・新型コロナウイルス感染症の影響により狂

犬病予防週間を６月に変更し３週間余とし

た

・新型コロナウイルス感染症の影響により狂

犬病予防接種期間が令和２年１２月３１日

までとなったため、広報及びホームページ

により接種を勧奨

接種率　７０．９％（令和元年度実績）

現況より上げる 現況より上げる

③飼い主のいない猫対策【継続】（生活衛生課）

飼い主のいない猫の不妊・去勢手術費を助成することにより、飼い主のいない猫の繁殖を

抑えるとともに、適切な餌やりや糞尿のためのトイレ設置・清掃等の管理を行う地域猫活動

の普及啓発を図り、人と動物との調和のとれた共生できる地域環境を目指します。

事業の現況

（令和２年度）

計画年度：令和３～７年度

前期（３～５年度） 後期（６～７年度）

・飼い主のいない猫の不妊・去勢手術費助成

事業の単価を改定し実施

・地域猫活動の普及啓発

継続 継続
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